カリフォリニア州の都市堤防設計基準
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２３年１２月１２日
日建技術コンサルタント　益倉克成
この基準案は、カリフォルニア州のサクラメント･サンウォーキン川流域内の市と郡が、流域内の堤防等で防御されている地域の、都市開発や都市計画の作成に際し､その地域の洪水安全度が、200年確率が確保されているかを､確認するために、カリフォルニア州水資源局が提示した基準です。現在(2011年11月)､案がパブリックコメントにかけられている状況です。これのプレスレクは、　http://www.water.ca.gov/floodsafe/news/　のサイトにありここから全文が入手可能です。
日本の河川砂防技術基準の設計編に近いものと思われますが、日本のものとの比較などを行うと面白いと思います。

カリフォルニア州では、州の法律等の規制によって、上記のように､市と郡が都市開発に関係する行為を行う時には､200年確率の安全度のfinding(見い出し)を行うことが義務付けられています。この義務の詳細については、この文書中の文献を見て下さい。

この基準は、工兵隊とFEMAの基準(特に工兵隊)に従うように書かれ､それに不足の部分や不明確な部分を追加したとなっています。

　以下の点が特徴的と思われます。

　1.都市計画に関係する都市部の堤防の安全基準を1/200としている。

　２．Intermittently-Loaded Levees(間欠的に水理的荷重を受ける堤防）とFrequently-Loaded Levees(頻繁に水理的荷重を受ける堤防)に分けている。
　３．検討対象となる水位を、Median water surface elevation (水面標高の中央値)と表現していて、各種の手法により水位に差が出ることを前提としているように思われます。

　４．ＦＥＭＡの洪水保険の基準は、1/100でありこれとの関係をどうしているのは、私には興味があります。

　５．Levee Vegetation(堤防の植生)の部分の項目が多く、かなり緩和的な内容になっているように思われます。現在､堤防上の樹木について、カリフォルニア州は、工兵隊と、工兵隊の堤防認証(こちらは1/100)の妥当性について議論中ですので、これとの関係は今後の課題と思われます。
　6. Design Water Surface Elevation (DWSE) (設計水面標高)については、FEMAのアプローチと工兵隊のアプローチが推奨されています。FEMAのアプローチはdeterministic design approach(決定論的設計アプローチ)と述べられ､工兵隊のアプローチは､risk and uncertainty (R&U) approach(リスクと不確実性のアプローチ)と述べられています。

訳に当たっての注

１．「基準は、「しなければならない(must)」、「することとする(shall)」、「必要とされている(is required)」、および「そうする必要がある(needs to)」などの用語が与えられる。これらと、これに同様な用語は、義務的であると考えられる；従わないならば、例外が必要である、(例外についての手続に従う)。ガイダンスは、「するのがいい(should)」という言葉を与えられる。ガイダンスは推薦であり、義務的でない」と記述されているので「should」については、辞書では｢すべきと一般に訳されているが、ここでは、これらを区別するために、あえて「のがいいい」と訳した。

２．｢resilient｣：辞書的には「弾力性」などの意味であるが、最近の防災分野で使われている意味は､「災害時に被害を緩和できる、または、復旧が容易である」であると思われるので、「災害耐性」と訳した。防災での重要なキーワードになっている。
３．「finding」：辞書的な意味では､「発見」が一般的であるが、これは､この文書の目的に関わる最重要の一つの行為である。すなわち､流域のある地域が、ここで言う「200年の都市レベルの洪水防御」を達成しているかどうかを、この文書の基準に従って、確認することを意味している。従って、ここでは、一般的な意味と区別するために、「「確認」」と訳した。

４. ｢civil engineer｣(土木技術者)：定義にあるように､一般的な意味ではなく、資格が認定された技術者であることに注意すべき。

５. 「encroachment 」：通常の訳では、「侵入」となるが､日本的な意味での河川区域と河川保全区域の中にある構造物や植生を指しているので「占用」と訳した。
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1.0 Introduction 
1.0　序論

Levees have been constructed incrementally within California over the past 150 years by various parties. Construction methods have varied from hand labor, suction dredges, clamshell dredges, and mule drawn excavators to the most modern excavation, earthmoving, and compaction equipment. For many communities, flood protection is provided by levee systems commonly referred to as “legacy” levees because they were completed prior to the use of modern engineering and construction methods. Some levees have lost integrity over time due to settlement, erosion, flood-related distress, or burrowing animals. In many cases, the levees also contain deteriorating infrastructure or old penetrations, and may also have woody vegetation that represents the last remnants of once thriving riparian habitats along river channels. These age-related issues have challenged our ability to verify that appropriate levels of flood protection are being provided to our communities. Further complicating this situation is the fact that when we consider the annual probability of occurrence of future rare events (such as a 200-year return period event), there are actually relatively few years of rainfall and river flow records available to base our flood frequency estimates upon. All of these factors must be included in the assessment of the public safety of the flood protection systems for our urban and urbanizing areas. 
堤防は、カリフォルニアの中で過去150年の間に様々な団体によって、段階的に建設されてきている。工法は、人力、ポンプ浚渫機、クラムシェル浚渫機を、およびmule drawn excavators(ラバに引かれた掘削機)から、最も現代的な掘削、土工、および締め固め機器に変わっている。それらが現代の工学と工法の使用に先がけて完成したので、多くのコミュニティについて、洪水防御は一般的に「遺産」堤防と称された堤防システムによって提供されている。いくつかの堤防は、沈下、浸食、洪水に関連した被害、または穴掘り動物のため時間とともに完全性を失った。多くの場合に、堤防はまた劣化しているインフラストラクチャーすなわち古い貫通構造物を含んでいて、また、河川水路に沿ってかつて繁殖した河岸のハビタットの最近の残余を表している樹木性の植生を持つ可能性がある。これらの年数経過に関連する問題は、洪水防御の適切なレベルが私達のコミュニティに提供されていることを確認する私達の能力に困難性を与えている。さらに、この状況を複雑にしているものは、私達が将来のまれなイベント(200年の再起期間のイベントなどの)の発生の年間の確率を考慮する時に、私達の洪水頻度の見積もりが基礎を置く、入手可能な降雨と河川流量の記録が実際にはほとんどないという事実である。これらのファクターのすべては、私達の都市と都市化している地域のための洪水防御システムの公衆安全のアセスメントに含められていなければならない。

This document is intended to provide criteria and guidance for the design, evaluation, operation, and maintenance of levees and floodwalls that provide an urban level of flood protection (i.e., 200-year level of flood protection) in California. Other topics beyond design and evaluation are presented in order to provide reasonable assurance that once a levee is found to provide an urban level of flood protection, it will continue to do so. Criteria are presented with terms such as “must,” “shall,” “is required,” and “needs to.” These and similar terms are considered to be mandatory; if not followed, an exception is needed (following the procedure for exceptions). Guidance is presented with the word “should.” Guidance is a recommendation and is not mandatory; if not followed, an exception is not needed. Finally, a supporting document of draft procedural criteria is attached for completeness and improved understanding of the engineering criteria and guidance (Attachment 1). 
この文書は、カリフォルニアにおける洪水防御の都市のレベル(すなわち200年の洪水防御レベル)を提供する堤防と洪水壁の設計、評価、操作、および維持管理についての標準とガイダンスを提供することを意図している。設計と評価を越える他のトピックは、堤防が、洪水防御の都市のレベルを提供することが「確認」されたら、それが、それを継続するであろうという妥当な保証を提供するために示される。基準は、「しなければならない(must)」、「することとする(shall)」、「必要とされている(is required)」、および「そうする必要がある(needs to)」などの用語が与えられる。これらと、これに同様な用語は、義務的であると考えられる；従わないならば、例外が必要である、(例外についての手続に従う)。ガイダンスは、「するのがいい(should)」という言葉を与えられる。ガイダンスは推薦であり、義務的でない；従わないならば、例外は必要でない。最終的に、手続き基準案の関係書類は工学的な基準とガイダンスの完全性と改善された理解のために付録されている(アタッチメント1)。
While it is now State of California (State) law that urban and urbanizing areas within the Sacramento-San Joaquin Valley will need to make a finding related to having an urban level of flood protection prior to approving new development after 2015, this document is also intended to be available as a guideline for evaluating flood protection in any other urban or urbanizing area located in California. In those other areas outside of the boundaries of the Sacramento-San Joaquin Valley, there may be local practices/criteria in place that may differ from those described herein. If these local practices/criteria are less restrictive than those contained within this document, the responsible engineer should evaluate whether the local practices/criteria are more appropriate for that particular area.
サクラメントサンウォーキンバレーの中の都市域と都市化している地域に、2015年の後に新しい開発を承認することに先がけて洪水防御の都市のレベルを持つことに関連していることを「確認」させるために必要であろうのが、現在カリフォルニア (州)法である一方、この文書は、また、カリフォルニア州に位置するどのような他の都市または都市化している地域ででも洪水防御を評価するためのガイドラインとして利用可能であることを意図している。サクラメントサンウォーキンバレーの境界の外のそれらの他の地域で、ここに説明されたものと異なる可能性のある場所にローカルの実施方法/標準がある可能性がある。これらのローカルの実施方法/標準がこの文書の中に含まれているものより制限的でないならば、責任エンジニアは、ローカルの実施方法/標準がその特定の地域により適切であるかどうかを評価するべきである。

This document is limited to engineering (and draft procedural) criteria for levees; mitigation and conservation requirements are not discussed. Implementation of these criteria may affect existing agreements and requirements set by regulatory and resources agencies. It is the responsibility of levee project implementers to work with the appropriate agencies in obtaining, updating, and complying with existing contracts, biological opinions, memorandums of understanding, and other agreements. DWR supports and encourages integration of ecosystem restoration and enhancement measures into levee repair and improvement projects. Moreover, DWR recognizes that projects that integrate other benefits, including water supply and recreation, provide more sustainable and resilient flood risk management solutions than single-purpose projects that simply address public safety; thus to the extent possible, multi-benefit levee repair and improvement projects are encouraged. 
この文書は堤防のためのエンジニアリング(そして手続上の案の)基準に限定される；ミティゲーションと保全の要件は議論されていない。これらの基準の実行は、規制と資源の機関によって設定された既存の合意と要件に影響する可能性がある。既存の契約、生態学的な意見、覚書、及び他の協定を、維持し、アップデートし、順守することにおいて、適切な機関とともに働くことは、堤防プロジェクトの実施者の責任である。DWRは、堤防の修理と改良の計画の中に生態系復元と向上の手段を統合することを支援し奨励する。さらに、DWRは、水供給とレクリエーションを含む他の便益を統合するプロジェクトが、単に公衆安全に対処する単一目的のプロジェクトより、持続可能で災害耐性がある(resilient)、洪水危機管理対策を提供すると認めている；従って、可能な範囲までの、多目的の堤防のと修理と改良のプロジェクトは奨励される。

This document covers criteria for levees and floodwalls, without addressing unique situations that occur when levees tie into levee-like structures, such as roadway or railway embankments. Such levee-like structures must be evaluated carefully, considering that they are generally not designed, constructed, operated, or maintained for retention of flood waters. If such structures do not comply with the ULDC and are relied upon for finding that an area has an urban level of flood protection, the procedure for exceptions is to be followed. 
この文書は、堤防が、道路または鉄道などの、堤防状の構造物の中に組み込まれている時に起こるユニークな状況には対処せずに、堤防と洪水壁のための基準をカバーする。そのような堤防状の構造物は、それらが、一般に洪水の保持のために、設計されなく、施工されず、操作されていず、維持管理されていないと考えて、慎重に評価されなければならない。そのような構造がULDCに従わなく、地域が洪水防御の都市のレベルを持っていることを「確認」するように信頼されているならば、例外についての手続がとられることになっている。

Users of this document should understand that the principles and criteria described herein are subject to change. As new information becomes available concerning the performance of levees and floodwalls, the criteria will be updated in response. Depending on the type or magnitude of any particular change in criteria, the impact on levee projects could be significant; therefore, every reasonable effort to incorporate the most current criteria should be made when designing and constructing levee repair or improvement projects. However, it should be recognized that improving the level of flood protection provided by a levee system is beneficial and substantially delaying the implementation of badly needed levee improvements, for a small increment of improvement, may not be in the public’s best interest. 
この文書のユーザーは、ここに説明された原則と基準が変更される可能性があると理解するべきである。新しい情報が、堤防と洪水壁の機能について入手可能になるにつれて、基準は対応しててアップデートされるであろう。基準のすべての特定の変更のタイプまたは大きさに依存して、堤防プロジェクトへの影響は顕著であり得るであろう；従って、最も最近の基準を組み込むためのすべての合理的な作業は､堤防の修理または改善のプロジェクトを設計し建設する時に、なされるべきである。しかし、堤防システムによって提供された洪水防御のレベルを高めることが有益であることは認められているべきであり、改良の小さな増進のために、大いに必要な堤防改良の実行を大幅に延期することは、大衆の最善の利益にならない可能性がある。

The initial urban level of flood protection finding by a city or county can either be based on the current criteria in place at the time the finding is made or the design criteria that were in place when the final plans and specifications were completed so long as the finding is made within five years of this milestone. In cases where the current criteria are not used, the procedure for exceptions is to be followed. All subsequent findings must be based on the design criteria that are in place when the process of making the finding begins. 
市または郡による洪水防御の初期の都市のレベルの「確認」は、「確認」がこのマイルストーンの5年以内になされる限り、「確認」が成される時に適切であった現状の基準か、または、最終的な計画と仕様書が完成した時に適切であった設計基準のどちらかに基づくことができる。現在の基準が使われない場合には、例外のための手続がとられることになっている。その後のすべての「確認」は、「確認」を行うプロセスが始まる時に適切であった設計基準に基づかなければならない。

Depending on the topography of the area protected by a levee system, it may be possible to find that a particular area of land in that overall leveed area relies on only a portion of the entire levee system to comply with the ULDC. Therefore, a city or county that makes a finding for only a portion of the levee system, and all or some of the land that portion protects, would also need to support that finding with a floodplain mapping study demonstrating that the particular area of land is not subject to flooding from a 200-year flood should other non-compliant portions of the levee system breach. See Figure 1-1 as an example. 
堤防システムによって防御された地域の地勢に依存して、その全体的に堤防で囲われた特定の地域が、ULDCを順守した全体の堤防システムのほんの一部に依存していることが「確認」されることはあり得る可能性がある。従って、堤防システムのほんの一部及び部分が防御する土地の全部またはいくらかについて、「確認」を行う市または郡はまた、土地の特定の地域が200年の洪水による浸水に晒されないという洪水マッピングの表示による「確認」が、堤防システムの決壊の他の順守の部分であるはずであることをサポートする必要があるであろう。図1-1を例と考えなさい。

Finally, it must be remembered that there is a 14 percent chance over the typical 30-year-life of a home mortgage that a flood equal to or greater than a 200-year flood will occur. While improving our levees to a 200-year level of flood protection provides significant reduction in flood risk, there is always the chance that a larger flood will occur and overwhelm the flood protection system. This suggests that over time we should continually seek higher and higher levels of flood protection in order to keep the risk from increasing as we add more people and infrastructure to the floodplain. It may be the price we pay for continuing to live and further develop within floodplains. Furthermore, levee improvement alternatives that have minimal expansion potential (e.g., partially penetrating cut-off walls) should be avoided or initially designed with factors of safety greater than the current design minimums. Conversely, levee improvement alternatives that incorporate an adaptive management design approach that can be more easily expanded if needed should be considered.
最終的に、住宅ローンの典型的な30年の期間の間に、200年洪水以上の洪水が起こるであろう14パーセントの可能性があることは覚えられていなければならない。私達の堤防を洪水防御の200年のレベルに高めることが洪水リスクにおける重要な縮小を提供する一方、より大きな洪水が起こり、洪水防御システムを圧倒するであろうという可能性がいつもある。これは、時間とともに、私達が、私達がより多くの人々とインフラストラクチャーを氾濫原に追加するので、増大することからリスク防止するために継続的に洪水防御のますますより高いレベルを捜すべきであることを示唆する。それは、私達が、氾濫原の中で住みさらに発展し続けることに対して支払う代償であるかもしれない。さらに、最小限の拡大の可能性を持っている堤防改善の代替策(例えば部分的に貫通している遮断壁)は避けられるか、現在の設計最小より大きい安全のファクターによって当初に設計されるべきである。逆に、順応的な管理を、必要ならばより容易に拡張されることができる設計アプローチに組み入れる堤防改良の選択肢は考慮されるべきである。
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Figure 1-1. Example of Part of a Levee System Providing a 200-year Level of Flood Protection
2.0 Purpose 
2.0 目的

The purpose of this document is to provide analytical (and draft procedural) criteria and guidance for civil engineers, cities, and counties to follow in meeting the requirements of California’s Government Code Sections 65865.5, 65962, and 66474.5 with respect to finding that levees and floodwalls provide protection against a flood that has a 1-in-200 chance of occurring in any given year, and to provide guidance to engineers, cities, and counties throughout California. These urban levee design criteria (ULDC) apply until such time they become regulations in the California Code of Regulations (CCR). 
この文書の目的は、堤防と洪水壁がどのような年にでも200年に1回の発生確率を持つ洪水に対する防御を提供していることを「確認」する関連から、カリフォルニア州のGovernment Code Sections 65865.5, 65962, and 66474.5(政府コードのセクション65865.5、65962、および66474.5)の要件の合致に従うために、土木技術者､市及び郡のために、解析的な(及び手続き案)とガイダンスを提供し、カリフォリニア州に亘る技術者、市､郡にガイダンスを提供することにある。これらの都市の堤防設計基準(ULDC)は、それらが、California Code of Regulations (CCR)(カリフォルニア州規制コード)の中で規則になるそのような時まで、適用される。

The ULDC were developed through a collaborative stakeholder involvement process with representatives from cities, counties, flood agencies, State agencies, and federal agencies. The ULDC will continue to be refined before being finalized, most likely as regulations, by around 2013-2014. Even after being finalized as regulations, amendments may be needed from time to time.
ULDCは、市、郡、洪水機関、州機関、および連邦機関の代表者と協力的な利害関係者の関与プロセスによって策定された。ULDCは、約2013年-2014年までにおそらく規則として完成される前に精緻化され続けるであろう。規則として完成した後にさえ、改正は時々必要である可能性がある。
3.0 Definitions 
3.0定義

200-Year floodplain means an area that has a 1-in-200 chance of flooding in any given year, based on hydrological modeling and other engineering criteria accepted by the Department of Water Resources (DWR) (Government Code § 65300.2(a)). 
200年確率の洪水氾濫原は、 Department of Water Resources (DWR)(水資局)によって承認された水文学的モデリングと他の技術的標準に基づいて、どのような年にでも200年に1回の氾濫の確率を持つ地域を意味している。

Accreditation means recognition by the Federal Emergency Management Agency (FEMA) that a levee provides protection for the base flood (100-year or one percent annual chance) event, based on certification provided by a registered professional engineer or a federal agency with responsibility for levee design. 
認定は、堤防設計についての責任がある登録されたプロフェッショナル・エンジニアまたは連邦機関によって提供された証明に基づいて、堤防が基本洪水(base flood)(100年すなわち1パーセントの年間確率)イベントについて、防御を提供しているという、連邦緊急事態管理庁(FEMA)による認定を意味している。

Adequate progress means all of the following: 
適正な進捗は以下のすべてを意味している：

• The total project scope, schedule, and cost of the completed flood protection system have been developed to meet the appropriate standard of protection. 
o 完成した洪水防御システムの全体のプロジェクト範囲、工期、およびコストは、防御の適切な基準を満たすように策定されている。

• Revenues that are sufficient to fund each year of the project schedule developed in paragraph (a) have been identified and, in any given year and consistent with that schedule, at least 90 percent of the revenues scheduled to be received by that year have been appropriated and are currently being expended. 
o パラグラフ(a)中で策定されたプロジェクトの工程表の毎年に充分に予算付けされている収入が識別されていて、どのような年にもそしてそのスケジュールと一致して、その年までに受け取られることを予定された収入の少なくとも90パーセントが、計上されていて現在使われている。
• Notwithstanding paragraph (b), for any year in which state funding is not appropriated consistent with an agreement between a state agency and a local flood management agency, the Central Valley Flood Protection Board may find that the local flood management agency is making adequate progress in working toward the completion of the flood protection system. 
o パラグラフ(b)にもかかわらず、州の予算付けが、州の機関とローカルの管理機関の間の協定と一致するように計上されていない全ての年について、Central Valley Flood Protection Board(セントラルヴァリー洪水防御ボード)は、ローカルな洪水管理機関が、洪水防御システムの完成に向かって働くことにおいて適正な進捗をしていると見出す可能性がある。

• Critical features of the flood protection system are under construction, and each critical feature is progressing as indicated by the actual expenditure of the construction budget funds. 
o 洪水防御システムの重大な構造物が工事中で、各々の重要な構造物が、建設予算ファンドの実際の支出によって示される通りに、進捗している。

• The city or county has not been responsible for a significant delay in the completion of the system. 
o 市または郡はシステムの完成の顕著な遅れに責任がなかった。

• The local flood management agency shall provide the Department of Water Resources and the Central Valley Flood Protection Board with the information specified in this subdivision sufficient to determine substantial completion of the required flood protection. The local flood management agency shall annually report to the Central Valley Flood Protection Board on the efforts in working toward completion of the flood protection system (Government Code § 65007(a)). 

o ローカルの洪水管理機関は、必要とされている洪水防御の実質的な完成を決定するために、この小項目で特定された情報を、Department of Water Resources（水資源局）とCentral Valley Flood Protection Board (セントラルヴァリー洪水防御ボード)に提供することとする。ローカルの洪水管理機関は、毎年、洪水防御システムの完成に向かって働くことにおける作業をCentral Valley Flood Protection Board (セントラルヴァリー洪水防御ボード)に報告することとする(政府コード§ 65007(a))。

Assurance is a measure of confidence that the estimated 200-year water surface elevation used as the basis for design is equal to or higher than the true 200-year water surface elevation. This accounts for uncertainty about the true value that arises from fitting frequency curves with small samples of streamflow data, using imperfect knowledge and imperfect models of the hydrologic and hydraulic system.
保証は、設計の基礎として使われた見積もられている200年の水位が、実際の200年の水面標高と等しいかそれ以上であると言う信頼性の手段である。このことは、水文学的及び水理的なシステムに関する不完全な知識と不完全なモデルを使って、河川流量データの小さなサンプルによる頻度曲線の当てはめによって生じる真の値に関する確実性を説明する。

Blanket layer means a top stratum of clayey and/or silty soil extending landward of the landside levee toe that has low vertical permeability in comparison to the horizontal permeability of deeper soils. 
ブランケットレイヤーは、より深い土壌の水平の透過性に比べて、低い垂直の透過性を持っている堤内地の堤防法尻の堤内側へ拡張している粘土質および／またはシルト性の土壌の一番上の層を意味している。

Board means the Central Valley Flood Protection Board (formerly The Reclamation Board). 
ボードは、Central Valley Flood Protection Board (セントラルヴァリー洪水防御ボード)(以前はReclamation Board (開拓ボード))を意味している。

Central Valley Flood Protection Plan (CVFPP) means a State plan that will describe the challenges, opportunities, and a vision for improving integrated flood management in the Central Valley. The CVFPP will document the current and future risks associated with flooding and recommend improvements to the State-federal flood protection system to reduce the occurrence of major flooding and the consequence of flood damage that could result. The plan is to be submitted by DWR to the Board by January 1, 2012, and adopted by the Board by July 1, 2012, and is to be updated every five years thereafter. The CVFPP is being developed under DWR’s Central Valley Flood Management Planning Program. 
Central Valley Flood Protection Plan (CVFPP)(セントラルヴァリー洪水防御計画)は、セントラルヴァリーでの統合した洪水管理を改善することの挑戦、機会、およびビジョンを記述するであろう州の計画を意味している。CVFPPは、洪水に関連した現在と将来のリスクを文書化し、主要な洪水の発生と、結果として生じ得るであろう洪水被害の結果を軽減するために、州と連邦の洪水防御システムへの改良を勧告するであろう。計画は、2012年1月1日までにボードにDWRによって提出され、2012年7月1日までにボードによって採用される予定であり、その後5年ごとにアップデートされる予定である。CVFPPはDWRのCentral Valley Flood Management Planning Program(セントラルヴァリー洪水管理計画プログラム)の下で策定されている。

Certification means a statement provided by a registered professional engineer that data submitted to FEMA supporting that a levee system complies with criteria specified in 44 Code of Federal Regulations (CFR) 65.10 for protection against the base flood (100-year or one percent annual chance) is accurate to the best of the engineer’s knowledge. Alternatively, certification may mean that a federal agency with responsibility for levee design provides a statement that the levee has been adequately designed and constructed to provide protection against the base flood (44 CFR 65.10). 
証明は、ステートメントが、堤防システムが、基本洪水(100年すなわち毎年の確率が1パーセント)に対する防御について、44 Code of Federal Regulations (CFR) 65.10で指定された基準に従っていることを支持しているFEMAに提出されたデータが、技術者の知識の知る限り正確であるという、登録されたプロフェッショナル・エンジニアによって提供されたステートメントを意味する。代わりに、証明は、堤防設計についての責任がある連邦機関が、堤防が、基本洪水(44 CFR 65.10)に対する防御を提供するために適正に設計されて建設されているというステートメントを提供することを意味する可能性がある。

Civil engineer means a licensed civil engineer in the State of California. 
土木技術者は、カリフォルニア州で免許を与えられた土木工学者を意味している。

Comprehensive Study means the 2002 Sacramento-San Joaquin River Basins Comprehensive Study. This study, led by the Corps, provided estimates of median 100-year, 200-year, and 500-year flows and water surface elevations using various scenarios or sets of assumptions regarding whether and when upstream levees are breached. One set of assumptions, which is the set assumed in these criteria, had levees act as weirs and allow overtopping flows without levee breaching. This assumption is required by the Corps for National Flood Insurance Program (NFIP) levee system evaluations and is supported by FEMA in its levee system accreditations. 
包括的研究は2002年のSacramento-San Joaquin River Basins Comprehensive Study(サクラメントサンウォーキン流域包括的研究)を意味している。工兵隊によって指導されたこの研究は、上流の堤防が決壊するかどうかとそれがいつかに関する、様々なシナリオまたは一連の仮定を使って、100年、200年、および500年の流量と水面標高の中央値の見積りを提供した。これらの基準において仮定されたセットである一連の仮定は、堤防を堰として働かせ、堤防の決壊なしで越流流を可能としている。この仮定は、工兵隊によって、National Flood Insurance Program (NFIP)(全国洪水保険プログラム)の堤防システム評価のために要求されていて、その堤防システム認定の中でFEMAによって支持されている。

Corps means the United States Army Corps of Engineers.
工兵隊は米国陸軍工兵隊を意味している。

Corps’ risk and uncertainty (R&U) approach means the analysis of flood hazard in which the uncertainty of contributing factors is accounted for explicitly – especially uncertainty in hydrologic and hydraulic inputs and in levee performance. The R&U procedures considered herein are those described in the Corps’ EM 1110-2-1619 and included in the Corps’ HEC-FDA software application. 
工兵隊のリスク及び不確実性(R&U)アプローチは、その中で寄与する要因の不確実性(特に、水文的及び水理学的成果と、堤防の機能に関する不確実性)が明示的に説明される、洪水ハザードの分析を意味している。ここに考慮されるR&Uの手順は、工兵隊のEM1110-2-1619において説明され、工兵隊のHEC-FDAソフトウェアアプリケーションに含められているものである。

Creep ratio means the length of the seepage path along the line of creep divided by the maximum hydraulic head that could occur. 
クリープ比は、起こり得る最大の水頭によって割られた、クリープ線に沿った浸透経路の延長を意味している。

Critical gradient means the average head loss per foot of seepage traveling upward through a blanket layer at which seepage-induced movement of the soil particles will occur. 
限界勾配は、土粒子の浸透によって引き起こされた動きが起こるであろう、ブランケット層を通して上向きの、浸透の経路のフィートあたりの平均的なヘッドの損失を意味している。

Critical infrastructure means the systems and assets, whether physical or virtual, that are so vital that their incapacitation or destruction may have a debilitating impact on the security, economy, public health or safety, environment, or any combination of these matters, across any federal, State, regional, territorial, or local jurisdiction. 
重要なインフラストラクチャーは、物理的か仮想的かに関わらず、全ての、連邦､州､リージョナル､テリトリアルまたはローカルの管轄に亘り非常に重要なので、それらの能力不足または破壊が、安全、経済､公衆の健康または安全、環境、またはこれらの事項の組み合わせに、衰弱的な影響を持つ可能性があるシステムと財産を意味している。

Design Water Surface Elevation (DWSE) means the 200-year stage or water level used to design a levee or floodwall. 
設計水面標高(DWSE)は、堤防または洪水壁を設計するために使われる、200年の水位または水面標高を意味している。

Developed area means an area of a community that is: 
開発された地域は、以下であるコミュニティの地域を意味している：

• A primarily urbanized, built-up area that is a minimum of 20 contiguous acres, has basic urban infrastructure, including roads, utilities, communications, and public facilities, to sustain industrial, residential, and commercial activities, and 
- within which 75 percent or more of the parcels, tracts, or lots contain commercial, industrial, or residential structures or uses; or 

- is a single parcel, tract, or lot in which 75 percent of the area contains existing commercial or industrial structures or uses; or 

- is a subdivision developed at a density of at least two residential structures per acre within which 75 percent or more of the lots contain existing residential structures at the time the designation is adopted. 
o連続した最低で20エーカ(8ha)であり、産業的、居住的及び商業的活動を維持するための、道路､ユーティリティ、通信施設及公共施設を含む基本的な都市のインフラを持つこと及び以下の条件を持つ既に都市化し、建設された地域、

- その中に、75パーセント以上の、区画、地域、または敷地が、商業用、産業用、または、居住用の構造物または用途を含んでいる；または
- 75パーセントの地域の中の単一の区画、地域または敷地が、既存の商業用または産業用の構造物または用途を含んでいる；または

- 指定が適用される時に、75パーセント以上の区域が既存の居住用構造物を含んでいる、1エーカーあたり少なくとも2つの居住用構造物の密度で開発されたサブ区画である。

• Undeveloped parcels, tracts, or lots, the combination of which is less than 20 acres and contiguous on at least three sides to areas meeting the criteria of paragraph (a) at the time the designation is adopted. 
o 指定が適用される時に、20エーカーより少ないことと、パラグラフ(a)の基準を満たしている地域に少なくとも3つの側の上で隣接していることの組み合わせの、未開発の区画、地域、または敷地。

• A subdivision that is a minimum of 20 contiguous acres that has obtained all necessary government approvals, provided that the actual “start of construction” of structures has occurred on at least 10 percent of the lots or remaining lots of a subdivision or 10 percent of the maximum building coverage or remaining building coverage allowed for a single lot subdivision at the time the designation is adopted and construction of structures is underway. Residential subdivisions must meet the density criteria in paragraph (a)(iii) (Title 44 CFR Section 59.1 and Government Code § 65007(c)). 
o 指定が適用される時に、構造物の実際の｢建設の開始｣が敷地の少なくとも10パーセントまたはサブ区域の残りの敷地で、または、最大の建築範囲の10パーセントまたは単一の敷地のサブ区域についての残りの敷地で生じることと、構造物の建設が実行中であることを前提として、建築の全ての必要な政府の承認を得ている、最小限､連続した20エーカーであるサブ区域。居住用のサブ区域は、パラグラフ(a)(iii)( Title 44 CFR Section 59.1 and Government Code § 65007(c))中の密度基準を満たさなければならない。

DWR means the California Department of Water Resources. 
DWRは、カリフォルニア州水資源局を意味している。

Early Implementation Program means the DWR program that funds critical flood risk reduction projects that will be initiated prior to adoption of the CVFPP. These projects represent “no regrets” types of projects that are likely to be consistent with an adopted CVFPP. 
早期実施プログラムは、CVFPPの適用に先がけて開始されるであろう重要な洪水リスク削減プロジェクトに予算付けするDWRのプログラムを意味している。これらのプロジェクトは、適用されたCVFPPと一致する可能性がある、「no regrets(悔いがない)」タイプのプロジェクトを表している。

Encroachment means any obstruction or physical intrusion by construction of works or devices, planting or removal of vegetation, or by whatever means for any purpose, into any of the following: 

• any flood control project works; 

• the waterway area of the project; 

• the area covered by an adopted plan of flood control; or 

• any area outside the above limits, if the encroachment could affect any of the above. (Title 23 CCR, Division 1, Chapter 1, Article 2, § 4) (Board, 2010) 

占用は、以下の全てへの、工作物または機器の建設、植生の植栽または除去、または、全ての目的のための全ての手段による、全ての障害物または侵入を意味している：

　　・全ての洪水防御プロジェクトの工作物；

・プロジェクトの水路の地域；

・採用された洪水制御計画によってカバーされる地域；または
・占用が上記のすべてに影響し得るであろうならば、上記の限界を超えた外部の全ての地域(Title 23 CCR, Division 1, Chapter 1, Article 2, § 4) (Board, 2010年)
Exit gradient means the average head loss per foot for seepage traveling upward through a blanket layer. 
出口勾配は、ブランケット層を通って浸透が上向きに動くための、フィート当たりの平均的な水頭の損失を意味する。

Facilities of the State Plan of Flood Control means the levees, weirs, channels, and other features of the federal and State authorized flood control facilities located in the Sacramento and San Joaquin River drainage basin for which the Board or DWR has given the assurances of nonfederal cooperation to the United States required for the project, and those facilities identified in Section 8361 of the California Water Code (Public Resources Code § 5096.805(e)). 
洪水制御の州の計画の施設は、それに対してボードまたはDWRが、プロジェクトのために必要とされる、米国との非連邦の協働の保証を与えている、サクラメントとサンウォーキン川流域に位置する認可された洪水制御施設の連邦と州の、堤防、堰及び他の構造物と、Section 8361 of the California Water Code (Public Resources Code § 5096.805(e))で識別されたそれらの施設を意味する。

FEMA means the Department of Homeland Security’s Federal Emergency Management Agency. 
FEMAは、国土安全保障省の連邦緊急事態管理庁を意味している。

Finding means a duly adopted statement by a city or county, based upon substantial evidence in the record, pertaining to whether the urban level of flood protection exists for a specifically identified area of land (Government Code § 65865.5, 65962, and 66474.5). 
「確認」は、洪水防御の都市のレベルが特に識別された土地の地域について存在しているかどうかについての、記録の実質的な証拠に基づいた、市または郡による正しく採用されたステートメントを意味している(Government Code § 65865.5, 65962, and 66474.5)。
Flood risk is the likelihood and consequence of inundation. The consequence may be direct or indirect economic cost, loss of life, environmental impact, or other specified measure of flood effect. Flood risk is a function of (i) loading, which is the frequency and magnitude of flood discharge or stage; (ii) limits to exposure to the loading due to flood defense measures; and (iii) consequence. Therefore, flood management actions may reduce risk by changing loading, exposure, or consequence. For clarity, flood risk is commonly quantified within an identified area for a specified climate condition, land use condition, and with a flood management system (existing or planned) in place. 
洪水リスクは、浸水の可能性と被害結果である。被害結果は、直接的または間接的な、経済コスト、人命の損失、環境影響、または洪水の影響の他の特定の測度である可能性がある。洪水リスクは、(i)外力(これは、洪水の流量又は水位の頻度と大きさである)；(ii)洪水防御手段による外力への暴露の限定；そして、(iii)被害結果、の関数である。従って、洪水管理行動は、外力、暴露、または被害結果を変更することによってリスクを減らす可能性がある。明確に言うと、洪水リスクは、一般的に、特定の気候条件、土地利用条件について、そして現地にある洪水管理システム(存在するか、計画されるているもの)によって、識別された地域の中で定量化される。

Floodwall means a manmade barrier constructed of material other than soil along a water course for the primary purpose of providing flood protection. 
洪水壁は、洪水防御の提供の主要な目的のために、水路に沿って土以外の素材で建設された人造の障壁を意味している。

Freeboard means the height of the physical top of levee or floodwall above the median 200-year water surface elevation. 
余裕高は、200年の水面標高の中央値の上の、堤防または洪水壁の物質的な天端の高さを意味している。

Frequently-loaded levee means a levee that experiences a water surface elevation of one foot or higher above the elevation of the landside levee toe at least once a day for more than 36 days per year on average. 
頻繁に水荷重を受ける堤防は、平均で1年当たり36日以上の間の1日に少なくとも1回、堤内地の法尻の標高以上に、1フィート以上の水面標高を経験する堤防を意味する。

Hydraulic top of levee (HTOL) is a water surface elevation at or between the Design Water Surface Elevation (DWSE) and the Minimum Top of Levee (MTOL) that is used to provide reasonable assurance that the levee will be stable for extreme loading conditions. The HTOL is the higher of either A or B, where A is the lower of (1) the median 200-year water surface elevation plus three feet, (2) the median 500-year water surface elevation, or (3) the MTOL, and B is the DWSE. 
水理的な堤防天端(HTOL)は、堤防が極端な外力の条件について安定するであろうという合理的な保証を提供するために使われる、設計水面標高(DWSE)とMinimum Top of Levee (MTOL)(堤防最小天端)における、または、その間の水面標高である。HTOLは、AまたはBのどちらかの高い方(ここで、Aは､(1)200年の水面の中央値プラス3フィート、(2)500年の水面、または、(3)MTOLのどれかの低い方で、BはDWSEである。
Intermittently-loaded levee means a levee that does not experience a water surface elevation of one foot or higher above the elevation of the levee toe at least once a day for more than 36 days per year on average. 
間欠的に水荷重を受ける堤防は、毎年の平均36日以上において、少なくとも１日に一度、堤防の法尻の標高の上に1フィート以上の水面標高の水位を経験しない堤防を意味する。

Levee means a manmade barrier constructed of soil along a water course for the primary purpose of providing flood protection. 
堤防は､洪水防御を提供することの第一の目的のために、水路に沿って土で建設された人造の障壁を意味している。

Levee system means one or more discrete reaches of levee and/or floodwall and other flood management structures along one or more streams that together provide flood protection to a common, defined area (i.e., the protected area).
堤防システムは、一緒になって、共通の定義された地域(すなわち防御地域)に洪水防御を提供する、一つ以上の流路に沿った、堤防および／または洪水壁と、他の洪水管理構造物の一つ以上の個別の区間を意味する。
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Figure 3-1. Levee Toe Schematic 
図3-1。堤防の法尻の図表

Levee toe means the most landward point of the levee where the landside levee slope, or constructed landside berm, meets natural ground (Figure 3-1). 
堤防の法尻は、堤内地の堤防法面または建設された堤内地側の側帯が、自然の地盤と出会う、堤防の最も陸側の地点を意味する (図3-1)。

Level of (flood) protection means the return period of the highest water surface elevation for which a levee or floodwall will withstand flooding, using criteria and safety margins consistent with, or developed by, the California Department of Water Resources for achieving the urban level of flood protection (Government Code § 65007(k) and California Water Code § 9602(i)). 
(洪水)防御のレベルは、堤防または洪水壁が、都市レベルの洪水防御(Government Code § 65007(k) and California Water Code § 9602(i))を達成するために、California Department of Water Resourcesと合致している、または、それによって策定された基準と安全の余裕を使って、洪水に耐えるであろう最も高い水面標高の再起期間を意味している。

Median water surface elevation means the best estimate for the stage associated with the median flow for a given frequency. Median flow is as defined in the Guidelines for Determining Flood Flow Frequency, Bulletin 17B of the Hydrology Subcommittee (Interagency Advisory Committee on Water Data, 1982). The median flow for a given frequency may be estimated with standard procedures, including fitting a statistical model with unregulated streamflow observations; configuring, calibrating, and applying a watershed runoff model with design precipitation; or applying regional regression equations acceptable to FEMA, Caltrans, the Corps, or DWR. In determining the median water surface elevation, all levees in the region and upstream from the region are assumed to act like weirs and not breach when overtopped.
水面標高の中央値は、与えられた頻度についての流量の中央値と関連した水位についての最善の見積りを意味する。流量の中央値は、Guidelines for Determining Flood Flow Frequency(洪水流量頻度の決定のためのガイドライン)( Bulletin 17B of the Hydrology Subcommittee(水文小委員会(の公報17B)、水文地質学小委員会(Interagency Advisory Committee on Water Data, 1982(1982年の水データについての省庁間諮問委員会))で定義されたものである。与えられた頻度についての流量の中央値は、調節されていない河川流量の観測による統計的モデルの調整；設計降雨による流域流出モデルの作成､計算及び適用；FEMA、Caltrans､工兵隊またはDWRに受け入れられたリージョナルな回帰方程式を含む、標準的な手順によって見積もられるであろう。水面標高の中央値の決定において、リージョン内とリージョンから上流のすべての堤防は、堰のように機能し、越水時に決壊しないと仮定される。

Minimum top of levee (MTOL) means the required minimum elevation of the physical top of the levee for providing reasonable assurance of containing the Design Water Surface Elevation, including waves, assuming the levee is stable. 
最低の堤防天端(MTOL)は、波浪を含み、堤防が安定していると仮定して、Design Water Surface Elevation(設計水面標高)を保持するとの合理的な保証を提供するために、必要とされる堤防の物理的な天端を意味する。

Non-project levee means a levee or floodwall that is not a project levee. 
非プロジェクト堤防は、プロジェクト堤防ではない、堤防または洪水壁を意味している。

Nonurbanized area means a developed area or an area outside a developed area in which there are fewer than 10,000 residents (Government Code § 65007(e)). 
都市化していない地域は、発展途上の地域または、10,000人の居住者以下の開発された地域の外側の地域を意味する(Government Code § 65007(e))。

Penetration means a manmade object that crosses through or under a levee or floodwall and has the potential to provide a preferential seepage path or hydraulic connection with the waterside. Typically, a penetration is a pipe or transportation structure, such as a roadway or rail line. 
貫通構造物は、堤防または洪水壁を通ってまたは下を横切り、優先的な漏出パスを提供し、または､水側と水理的に接続する可能性を持っている人工の構造物を意味している。一般に、貫通構造物は､パイプまたは、車道または鉄道路線などの交通の構造物である。

Periodic review means an inspection, and review of pertinent maintenance records, inspection records, and correspondence, performed by a civil engineer and documented in a report no less frequently than once every five years. The periodic review is performed to assess whether damage or degradation has occurred, or maintenance inadequacies have been identified, for a levee and/or floodwall system that would compromise its ability to provide an urban level of flood protection as defined by the ULDC in effect at the time of the most recent finding by the city or county. 
定期的なレビューは、5年に一度より低くない頻度での、土木技術者によって実行されて、レポートに記録される、検査と、関連する維持管理レポート、検査レポート、及び遣り取り文書のレビューを意味する。定期的なレビューは、市または郡による最も最近の「確認」の時に実施されて、ULDCによって定義されるように、都市レベルの洪水防御を提供するその能力を損うであろう堤防および／または洪水壁のシステムについて、被害または劣化が起こっているか、維持管理の不十分な点が識別されるかどうかをアセスするために行われる。
Project levee means a levee or floodwall that is a facility of the State Plan of Flood Control, as defined in Public Resources Code § 5096.805. 
プロジェクト堤防は、Public Resources Code (公共資源規則)§ 5096.805で定義される、State Plan of Flood Control(洪水制御の州の計画)の施設である、堤防または洪水壁を意味している。

Relief cut means a man-made breach in a levee that is made by excavation or blasting that provides for evacuation of flood waters from within the protected area back to a stream or bypass. 
リリーフカットは、氾濫水を防御地域から流路またはバイパスに逃がすために提供される掘削または爆破によって行われる堤防の人工的な破壊を意味する。

Sacramento-San Joaquin Valley means any lands in the bed or along or near the banks of the Sacramento River or San Joaquin River, or any of their tributaries or connected therewith, or upon any land adjacent thereto, or within any of the overflow basins thereof, or upon any land susceptible to overflow therefrom. The Sacramento-San Joaquin Valley does not include lands lying within the Tulare Lake Basin, including the Kings River (Government Code § 65007(g)). 
サクラメントサンウォーキンバレーは、サクラメントサンウォーキン川または、それの支川またはそれに接続したすべての、河床または、堤防に沿ったまたは近くの全ての土地、それに隣接したまたはそれらの越流する流域内のすべての土地、またはそこから越流する恐れのある全ての土地を意味する。サクラメントサンウォーキンバレーは、Kings川を含むTulare湖流域内にある土地を含まない(Government Code § 65007(g))。

State means the State of California. 
州はカリフォルニア州を意味する。

State-Federal Flood Protection System means the collective works or facilities of the State Plan of Flood Control (California Water Code § 9602(c)). 
州と連邦の洪水防御システムは、State Plan of Flood Control(洪水制御の州の計画)の集合的な工作物または施設を意味している(California Water Code § 9602(c))。

Urban area means a developed area in which there are 10,000 residents or more (Government Code § 65007(j)).
都市域は、10,000人以上の居住者がいる開発された地域を意味している(Government Code § 65007(j))。

Urbanizing area means a developed area or an area outside a developed area that is planned or anticipated to have 10,000 residents or more within the next 10 years (Government Code § 65007(k)). 
都市化している地域は、次の10年以内に10,000人以上の居住者を持つことが計画されるか、予期されている開発された地域の外の地域を意味している(Government Code § 65007(k))。

Urban levee design criteria (ULDC) means the levee and floodwall design criteria developed by DWR for providing the urban level of flood protection (Government Code § 65007(k) and California Water Code § 9602(i)). 
都市堤防設計基準(ULDC)は、都市レベルの洪水防御を提供するためにDWRによって策定された、堤防と洪水壁の設計基準を意味する(Government Code § 65007(k) and California Water Code § 9602(i))。

Urban level of flood protection means the level of protection that is necessary to withstand flooding that has a 1-in-200 chance of occurring in any given year using criteria consistent with, or developed by, the Department of Water Resources (Government Code § 65007(l) and California Water Code § 9602(i)). 
都市レベルの洪水防御は、Department of Water Resources(水資源局)にと一致しているか、それによって策定された基準を使って、どのような年にでも起こる確率が200年に1回である洪水に氾濫に耐えることに必要な防御のレベルを意味する(Government Code § 65007(l) and California Water Code § 9602(i))。

Vegetation management zone means the area on and near a levee in which vegetation is managed for visibility and accessibility using a life-cycle management approach. The vegetation management zone includes the entire landside levee slope plus a 15-foot wide easement beyond the landside toe (or less if the existing easement is less than 15 feet), the levee crown, and the top 20 feet (slope length) of the waterside levee slope. For levees that have a waterside slope of less than 20 feet, the vegetation management zone includes the entire waterside slope plus the extent of berm within 20 feet of the crown as measured along the ground surface. For levees that have a short waterside slope above the water surface elevation that submerges the lower waterside slope frequently enough to prevent long-term tree establishment, the lower 5 feet (slope distance) of the waterside slope immediately above that water surface elevation is not included in the vegetation management zone. For levees with a landside berm, the vegetation management zone is determined by using the projected landside levee slope instead of the actual landside levee slope. See Figures 7-4 through 7-7.
植生管理ゾーンは、ライフサイクル・マネージメント・アプローチを使って、植生が、可視性とアクセス可能性のために管理される堤防上と近くの地域を意味している。植生管理ゾーンは、堤内側の堤防法面の全体とそれに加えた堤内地側の法尻を超えた15フィートの幅の地役権の部分(または、既存の地役権が15フィートより少ないならばこれ以下)、堤防天端、及び、堤外側の堤防法面の頂から20フィート(斜面長)を含む。20フィート未満の水側の法面を持っている堤防について、植生管理ゾーンは、水側の法面の全体に加えて、地表に沿って測定された、天端から20フィート以内の側帯の範囲を含む。長期的な樹木の成立を防止するのに十分に頻繁に下部の水側の法面が水没する水面上の短い水側の法面を持つ堤防については、水側の法面の下部の5フィート(斜面距離)は、植物管理ゾーンに含められない。堤内側の側帯を持つ堤防については、植物管理ゾーンは、実際の堤内地堤防の法面の代わりに計画された堤内地堤防法面を使って決定される。図7-4から7-7を参照。

4.0 Need 
4.0必要性
State law enacted in 2007 (Senate Bill (SB) 5) calls for 200-year flood protection to be the minimum level of flood protection for urban and urbanizing areas in the Sacramento-San Joaquin Valley (i.e., the urban level of flood protection). Beyond 36 months after adoption of the Central Valley Flood Protection Plan, the new law limits the conditions for approval of development if adequate progress towards achieving this standard is not met (Government Code § 65865.5, 65962, 66474.5). Urban and urbanizing areas protected by project levees (i.e., levees or floodwalls that are a facility of the State Plan of Flood Control) cannot use adequate progress as a condition to approve development after 2025. SB 5 requires that the urban level of flood protection be consistent with criteria used or developed by DWR (Government Code § 65007(l)). To avoid delaying urgently needed flood protection, levee and floodwall design criteria are needed. The ULDC fulfill this need until they are revised and/or become regulations. 
2007年に制定された州法(Senate Bill (SB) 5)は、200年の洪水防御がサクラメントサンウォーキンバレーの都市と都市化している地域のための洪水防御の最小のレベル(すなわち都市レベルの洪水防御)であることを要求している。Central Valley Flood Protection Plan(セントラルヴァリー洪水防御計画)の採用の36ヶ月後を超えて、新しい法律は、この標準を達成することへの適正な進捗に合致しないならば、開発の承認のための条件を制限している(Government Code § 65865.5, 65962, 66474.5)。プロジェクト堤防(すなわち、洪水防御の州の計画の施設である堤防または洪水壁)によって防御された都市域と都市化している地域は、2025年の後に開発を承認するための条件として「適正な進捗」を使うことができない。SB 5は、都市レベルの洪水防御が、DWRを使ったか、または、これによって策定された標準と一致していることを要求している(Government Code § 65007(l))。至急に必要な洪水防御の遅延を避けるために、堤防と洪水壁の設計基準が必要である。ULDCは、それらが改訂され、および／または規則になるまで、この必要性を果たす。

DWR reviewed current guidance and levee and floodwall criteria by the Corps and FEMA. With the exception of hydrologic, hydraulic, and levee freeboard requirements, FEMA’s levee and floodwall design guidance contains no specific criteria and suggests use of various Corps documents. The Corps has developed most of the guidance needed for engineers to design levee systems, and most engineers in the nation who are involved in levee and floodwall design and construction utilize that guidance. However, some important aspects of the Corps’ guidance lack specificity, need to be modified, or are still under development (this is explained further in Section 4.0). Furthermore, there are no federal procedural criteria that would be applicable for engineers, cities, or counties in making a finding that an urban level of flood protection exists for an area. 
DWRは、工兵隊とFEMAによる、現在のガイダンスと、堤防と洪水壁の基準をレビューした。水文学的、水理学的および堤防の余裕高の要件を除いて、FEMAの堤防と洪水壁の設計ガイダンスは、具体的な基準を全然含んでいなく、様々な工兵隊の文書の使用を示唆している。工兵隊は、エンジニアが堤防システムを設計するために必要であるガイダンスのほとんどを策定し、堤防と洪水壁の設計と施行に関係している国の中のほとんどのエンジニアはそのガイダンスを利用している。しかし、工兵隊のガイダンスのいくつかの重要な面は、特定性を欠き、修正される必要があるか、まだ、開発中である(これはセクション4.0でさらに説明される)。さらに、都市レベルの洪水防御が地域のために存在しているという「確認」を行うことにおける、エンジニア、市、または郡のために適用可能であろう連邦の手続きの基準が全然ない。

Due to the changing state of practice and the absence of specific guidance from the federal government on some levee design considerations, DWR needs to provide guidance and criteria for design water surface elevations and levee and floodwall design that will be used for: 
いくつかの堤防設計の考慮において、変化する実施状態と、連邦政府による具体的なガイダンスの欠如のために、DWRは、以下のために使われるであろう、設計水面標高と、堤防と洪水壁の設計のためのガイダンスと基準を提供する必要がある：

• Evaluations of project levees in urban and urbanizing areas 

• Evaluations of non-project levees in urban and urbanizing areas 

• Guidance for urban and urbanizing area levee and floodwall designs to be initiated/completed in the near future 

• Eligibility criteria for urban Early Implementation Program funding１
• Assisting engineers, cities, counties, and local flood agencies in achieving FEMA 100-year flood protection

• Assisting engineers, cities, counties, and local flood agencies in achieving the urban level of flood protection

• Planning studies, such as the Central Valley Flood Protection Plan
・ 都市域と都市化する地域におけるプロジェクト堤防の評価

・都市域と都市化する非プロジェクト堤防の評価

・近い将来に開始される／完成する予定の都市域と都市化する地域の堤防と洪水壁のためのガイダンス

・都市域のEarly Implementation Program(早期実施のプログラム)の予算付けのための適格な基準１
・FEMAの100年洪水の防御の達成において、エンジニア、市、郡、およびローカルの洪水機関を補助すること

・Central Valley Flood Protection Plan(セントラルヴァリー洪水防御計画)などの、計画策定の調査。
――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
1 The citizens of California passed two bond measures on November 6, 2006 that provide $4.9 billion of bond funds for reducing flood risk in California. By 2020, approximately $2 billion of State bond funds is expected to be spent for improving urban flood protection in the Sacramento-San Joaquin Valley. Several urban areas in the Sacramento-San Joaquin Valley are receiving bond funding under DWR’s Early Implementation Program.  
1 カリフォルニアの市民は、カリフォルニアでの洪水リスクを減らすために、ボンドファンドの49億ドルを提供する、2006年11月6日の2つのボンド法案を可決した。2020年までに、州のボンドファンドの約20億ドルが、サクラメントサンウォーキンバレーで都市の洪水防御を改善することに使われることが期待されている。サクラメントサンウォーキンバレーのいくつかの都市部は、DWRのEarly Implementation Program(早期実施のプログラム)の下でボンドの予算付け受け取っている。

5.0 Background 
5.0背景
Except for some Sacramento Valley levee construction early in the 20th century by the Board and the bypass levees constructed by DWR in the 1960s on the San Joaquin River, the State has only built or improved project levees in the Sacramento-San Joaquin Valley by partnering with the Corps. In these partnerships the Corps set the design standard and constructed the levees accordingly. For the first time since the 1960s, the State is now in the lead in performing (or providing funding for local agencies to perform) new levee construction and improvements to existing levees. It is highly desirable to follow the Corps’ design criteria to provide consistency in system improvements, comply with existing standards, and to facilitate federal crediting. However, the Corps’ levee and floodwall design criteria are evolving and some important aspects are not established in writing at this time. 
ボードによる20世紀の早期におけるいくつかのサクラメントバレーの堤防の建設と、サンウォーキン川で1960年代にDWRによって建設されたバイパスの堤防を除いて、州は、サクラメントサンウォーキンバレーにおいて、工兵隊と組むことによってプロジェクト堤防の建設または改良を行った。これらのパートナーシップにおいて、工兵隊は設計標準を設定し、それに従って堤防を建設した。1960年代以来初めて、州は、今、新しい堤防の建設と既存の堤防への改良を実行すること(または、実行するためにローカルの機関に予算付けを提供する)において、州は現在指導的立場にある。システムの改良における一貫性を提供し、既存の基準に従うために工兵隊の設計基準に従い、連邦の認証を容易にすることは高度に望ましいことである。しかし、工兵隊の堤防と洪水壁の設計基準は策定中で、いくつかの重要な面はこの時点で書面において確立されていない。

Floodplain maps throughout the nation are being updated by FEMA under its Map Modernization Program pursuant to the procedures contained in Procedure Memoranda 34 and 43, issued in August 2005 and September 2006 respectively. These procedures require certification of the data supporting the adequacy of levees for protection against the base flood (i.e., 100-year flood) in order to maintain their current accreditation by FEMA (44 CFR Part 65-10). Levee owners and communities relying on these accredited and previously accredited levees are seeking to maintain or restore accreditation by performing engineering evaluations of their levees using available FEMA and Corps guidance. 
国家にわたる氾濫原マップは、それぞれ2005年8月と2006年9月に出された、Procedure Memoranda 34 and 43(手続メモランダム34と43)に含まれている手続に従っている、そのMap Modernization Program(マップ近代化プログラム)の下でFEMAによってアップデートされている。これらの手続は、FEMAによるそれらの現在の認定(44 CFR Part 65-10)を維持するために基本洪水(すなわち100年の洪水)からの防御のために堤防の妥当性をサポートしているデータの証明を必要としている。これらの認定されたものと、以前に認証された堤防に依存している堤防オーナーとコミュニティは、利用可能なFEMAと工兵隊のガイダンスを使って、彼らの堤防の技術審査を実行することによって認定を維持するか、再取得することに努めている。

Project levees and appurtenant non-project levees in the Sacramento-San Joaquin Valley are being evaluated for geotechnical adequacy by DWR. The evaluations will be used to support planning studies and decisions, the design of repairs and improvements, and floodplain mapping studies. Sacramento-San Joaquin Valley communities desire to maintain, or regain at the earliest opportunity, accreditation of the levees affecting their communities – thereby allowing urban growth to continue and flood insurance to be optional instead of mandatory. 
サクラメントサンウォーキンバレーのプロジェクト堤防とそれに従属した非プロジェクト堤防は、地質工学的な適切性についてDWRによって評価されている。評価は、計画策定の調査と決定、修理と改良の設計、および洪水氾濫原マッピングの調査を支援するために使われるであろう。サクラメントサンウォーキンバレーのコミュニティは、それらのコミュニティに影響する堤防の認証(それによって、継続する都市の成長と水害保険が義務付けの代わりに選択制であることを可能にする)を、最も早期の機会に維持するか、再取得することを望んでいる。

In addition to FEMA’s requirements, SB 5 (i.e., Government Code § 65865.5, 65962, 66474.5) requires urban and urbanizing areas in the Sacramento-San Joaquin Valley to achieve, or have adequate progress toward, the urban level of flood protection within 36 months after adoption of the Central Valley Flood Protection Plan in order to continue development in the 200-year floodplain. Urban and urbanizing areas protected by project levees in the Sacramento-San Joaquin Valley will need to achieve the urban level of flood protection by 2025 in order to continue development in the 200-year floodplain. Consequently, an early goal of most Sacramento-San Joaquin Valley communities is to provide 100-year FEMA-level protection as an important milestone on the way toward achieving an urban level of flood protection. By having criteria for an urban level of flood protection while the levee construction is performed for achieving FEMA-level protection, the constructed features can be made compatible or expandable for achieving an urban level of flood protection. 
FEMAの要件に加えて、SB5(すなわちGovernment Code § 65865.5, 65962, 66474.5)は、サクラメントサンウォーキンバレーの都市域と都市化している地域に、200年の氾濫原での開発を継続するために、Central Valley Flood Protection Plan(セントラルヴァリー洪水防御計画)の適用の後の36ヶ月以内に、都市レベルの洪水防御を達成するか、または、それに向かって適切な進捗を示すことを要求している。サクラメントサンウォーキンバレーのプロジェクト堤防によって防御された都市域と都市化している地域は、200年の氾濫原での開発を続けるために2025年までに都市レベルの洪水防御を達成する必要があるであろう。その結果、ほとんどのサクラメントサンウォーキンバレーのコミュニティの早期の目標は、都市レベルの洪水防御を達成することへの途中の重要なマイルストーンとして100年のFEMAレベルの防御を提供することである。堤防建設がFEMAレベル防御の達成のために実行される一方で、都市レベルの洪水防御のための基準を持つことによって、建設された構造物は、都市レベルの洪水防御のレベルを達成するために、互換であるか、拡張が可能になり得る。

In designing and certifying levees there are two commonly used approaches: 
堤防を設計し認証を受けることにおいて、2つの一般的に使われるアプローチがある：

• The FEMA Approach – used by most civil engineers to certify and/or design levees for accreditation by FEMA, is a deterministic design approach based on the median 100-year water surface elevation. The levee must be analyzed for erosion, stability, seepage, and settlement based on this water surface and a minimum amount of freeboard (typically three feet) provided above this water surface elevation. As little as two feet of freeboard may be allowed if the uncertainty in flow and stage is characterized and justifies less than three feet of freeboard. Except for the last 10 to 15 years, the Corps typically used this deterministic approach also. In recent years, the Corps has been developing and using a combined probabilistic and deterministic approach. FEMA has been working with the Corps on the concept of transitioning from its current deterministic approach to the Corps' new approach. 
o FEMAのアプローチ - FEMAによる認証のために、堤防を保証しおよび／または設計するためにほとんどの土木技術者によって使われている、100年の水面標高の中央値に基づいた決定論的な設計アプローチである。堤防は、この水面とこの水面の上に提供される余裕高の最小の値(一般的に3フィート(91cm))に基づいて、浸食、安定性、浸透および沈下についてと解析されなければならない。流量と水位における不確実性が特徴付けられていて､3フィート以下の余裕高が正当化されるならば、わずか2フィートの余裕高が許される可能性がある。最近の10から15年を除いて、工兵隊は一般にまたこの決定論的なアプローチを使った。近年、工兵隊は、combined probabilistic and deterministic approach(結合された確率論的及び決定論的なアプローチ)を策定して使っている。FEMAは、その現在の決定論のアプローチから工兵隊の新しいアプローチへの移行する概念について工兵隊とともに働いている。

• The Corps Approach – developed and used by the Corps, is a combined probabilistic and deterministic approach that considers uncertainty in design water surface elevation, combined with a deterministic geotechnical levee evaluation. The design water surface elevation is calculated using probabilistic methods (discussed in more detail below) so that uncertainty is quantified. The design water surface elevation is then used to perform a deterministic geotechnical evaluation of the levee. The Corps’ procedure for certification, called an NFIP levee system evaluation, uses deterministic seepage and slope stability analyses and conventional factors of safety for the 90 percent assurance 100-year water surface elevation. The Corps’ procedure for NFIP evaluations also requires at least three feet of freeboard unless the top of levee is at or above the 95 percent assurance 100-year water surface elevation and provides at least two feet of freeboard. It also requires that the hydraulic modeling assume that other levees and floodwalls in the region not breach, even when overtopped. 

o 工兵隊のアプローチ – は、工兵隊によって開発されて使われていて、決定論的な地質工学的な堤防評価と結合されて、設計水面標高における不確実性を考慮する、結合された確率論的及び決定論的なアプローチである。不確実性が定量化されるように、確率論的手法(以下でより多くの詳細な記述の中で議論される)を使って、設計水面標高が計算されている。設計水面標高は、その次に、堤防の決定論の地質工学的な評価を実行するためにその時使われる。NFIP堤防システム評価と呼ばれる認証のための工兵隊の手順は、決定論的な浸透と安定性の解析と、90パーセントの保証の100年の水面標高についての伝統的な安全ファクターを使う。NFIPの評価のための工兵隊の手順はまた、堤防の天端が95パーセントの保証の100年の水面標高以上でない限り、少なくとも3フィートの余裕高を必要としていて、少なくとも2フィートの余裕高を提供する。それはまた、水理学的なモデリングが、地域の他の堤防と洪水壁が越水される時にさえ、決壊しないと仮定することを要求している。
Because a completely probabilistic approach for developing the DWSE would consider and describe with a probability distribution all of the important uncertainties influencing the DWSE, the Corps Approach to date in the Sacramento-San Joaquin Valley can be properly characterized as a conditional probabilistic approach: simplifying assumptions are made to fix values of some uncertain inputs in the risk and uncertainty analysis. In most cases, the simplifying assumptions introduce conservatism. The result is that the Corps Approach described herein tends to result in water surface elevations with less likelihood of being exceeded than stated (i.e., a 90 percent assurance water surface elevation for a 200-year event actually has less than a 10 percent chance of being exceeded). This is also true for the FEMA Approach, since some conservative assumptions are employed in developing the median water surface elevation.
DWSEを策定するための完全な確率論的なアプローチがDWSEに影響している重要な不確定要素のすべてを確率分布によって考慮し説明するであろうので、サクラメントサンウォーキンバレーでの今までの工兵隊のアプローチは条件付きの確率論的アプローチと適切に見なされることができる：簡素化の仮定は、リスクと不確実性解析におけるいくつかの不確実なインプットの値を固定するためにされる。ほとんどの場合に、簡素化の仮定は保守的な考え方を導入する。結果は、ここに説明された工兵隊のアプローチが、述べられているものより上回わるより少ない可能性を持つ水面標高を結果としてもたらす傾向がある(すなわち、200年のイベントについての90パーセントの保証の水面標高は、実際には、10パーセント以下の超過確率を持っている)。いくつかの保守的な仮定が、水面標高の中央値を策定することにおいて使用されるので、これはFEMAのアプローチについてまた真実である。

Historically, most of the levee breaches in the Sacramento-San Joaquin Valley have been caused by slope instability or seepage (including underseepage). Such breaches tend to occur rapidly and with little or no warning – leaving little opportunity for evacuation prior to flooding. On the other hand, breaches caused by levee overtopping are foreseeable and such levee breaches tend to progress more slowly, and in some cases can be prevented through aggressive flood fighting. Levee breaches from overtopping provide much better opportunity to successfully evacuate the threatened area and to take steps to minimize damage to personal property. Consequently, although this is not a consideration in FEMA’s 44 CFR 65.10, the Corps considers capacity exceedance in its NFIP levee system evaluations. Furthermore, for designing levees, the Corps has begun considering new criteria that require factors of safety for seepage and slope stability in excess of 1.0 for flood water at the top of the levee. The Corps has not yet established the minimum factors of safety or a definition for the top of levee, or evaluated the cost-effectiveness of this requirement to justify it in an economic analysis. Because it is primarily a life-saving and injury-reducing criterion, it may not be possible to justify it economically. Nevertheless, DWR supports this approach for levees and floodwalls that protect urban and urbanizing areas as a reasonable requirement for protecting life and personal property and provides detailed criteria for this approach later in this document. 
歴史的に、サクラメントサンウォーキンバレーでの堤防決壊のほとんどは斜面不安定性または浸透(地下浸透を含む)によって起こされている。そのような決壊は、急速で、警報が全くないかほとんどなしで起こる傾向がある - 氾濫に先がけてほとんど避難の機会を残さない。一方では、堤防の越水によって起こされる決壊は予知できて、そのような堤防決壊はよりゆっくり進捗する傾向があり、場合によっては、積極的な水防活動で防止されることができる。越水による堤防決壊は、脅かされている地域からうまく避難し、個人の資産への被害を最小化するために対策を講じるずっとよい機会を提供する。その結果、これはFEMAの44 CFR 65.10において考慮されていないが、工兵隊はそのNFIP堤防システム評価において能力の超過を考慮する。さらに、堤防を設計するために、工兵隊は、堤防の天端での洪水水について、1.0を超える浸透と法面安定のために要求される安全係数を必要とする、新しい基準を考慮しはじめた。工兵隊は、堤防の天端についての最小の安全の係数または定義を設定していず、経済分析においてそれを正当化するために費用対効果のこの要件を評価していない。それが第一に生命の救助と負傷の減少の標準であるので、経済的にそれを正当化することは可能でない可能性がある。それにもかかわらず、DWRは、人命と個人の資産を防御することのための妥当な要件として、都市域と都市化している地域を防御する堤防と洪水壁のために、このアプローチをサポートし、この文書の中で後でこのアプローチに詳細な基準を提供する。

Evaluation and mitigation for seismic performance of levee systems has generally had low priority in the past, except for levees with a high likelihood of having coincident high water and earthquake loading, such as many levees in the Delta. More current thinking is that intermittently-loaded levees should be evaluated for seismic performance using typical water surface levels and addressing the post-seismic flood risk through emergency response, interim and long-term repairs following the earthquake, and/or seismic remediation prior to the earthquake.
堤防システムの地震の性能のための評価と被害緩和は、一般に、デルタの多くの堤防などの高水と地震の荷重が同時に発生する高い可能性を持つ堤防を除いて過去に低いプライオリティを持っていた。より現在の考察は、間欠的に水荷重を受ける堤防が、一般的な水面標高を使い、緊急対応、地震の後の暫定的及び長期的な修理、および／または、地震に先がけた地震に対する改善によって地震後の洪水リスクに対処する、地震の性能のために評価されるべきである。

6.0 Guiding Principles 
6.0指導原則
Guiding principles serve as the foundation for specific levee and floodwall design criteria that follow in subsequent sections of this document. The ULDC are built upon Corps guidance, and to a lesser extent, FEMA guidance. Except for criteria specifically provided in this document, the guidance for levee and floodwall design provided in the Corps’ EM 1110-2-1913, EM 1110-2-2502, ETL 1110-2-569, EC 1110-2-6067, the Geotechnical Levee Practice SOP for the Sacramento District, and other Corps guidance documents for the selected design flood event is considered to be applicable. The ULDC address three distinct cases: 

• Existing guidance lacks some specific details 

• Existing guidance is under development 

• Existing guidance needs modification 

指導原則は、この文書のその後のセクションの中に続いている具体的な堤防と洪水壁の設計基準のための基礎として役立つ。ULDCは、工兵隊のガイダンスの上に、そしてより小さな範囲でFEMAのガイダンスの上に構築されている。この文書の中で特に提供された基準を除いて、工兵隊のEM 1110-2-1913, EM 1110-2-2502, ETL 1110-2-569, EC 1110-2-6067、Geotechnical Levee Practice SOP for the Sacramento District (サクラメント区のための地質工学的な堤防実施方法SOP)、及び選定された設計洪水イベントについての他の工兵隊のガイダンス文書で提供されている､堤防と洪水壁の設計のためのガイダンスが､適用可能と考えられる。ULDCは、3つの個別のケースに対処する：

・既存のガイダンスがいくつらかの具体的な詳細を欠く

・既存のガイダンスが策定中である

・既存のガイダンスが修正の必要がある。
6.1 General Principles 
６．１一般的な原則
• To the extent applicable, the FEMA Approach is considered acceptable. However, the FEMA Approach is not explicit in some of its requirements and does not consider the consequences of a levee breach or floodwall failure in an urban area or the failure mode of the levee for events that exceed design. 
o 適用可能な範囲まで、FEMAアプローチは容認できると考えられる。しかし、FEMAのアプローチは、その要件のいくつかにおいて明示的でなく、都市部での堤防決壊または洪水壁の崩壊、または設計を越えるイベントについての堤防の崩壊モードの結果を考慮しない。

• To the extent applicable, the Corps Approach is considered acceptable. Most aspects of the approach can be utilized by the State and local agencies as a basis of design, with some modifications and clarifications. 
o 適用可能な範囲まで、工兵隊のアプローチは容認できると考えられる。アプローチのほとんどの面は、いくつかの部分修正と明確化によって、設計の基礎として州とローカルの機関によって利用されることができる。

• To the extent practical, sufficient right-of-way should be acquired to provide vehicular access along the landside levee toe, control activities that could impact levee performance, and to provide for future levee expansion should it be needed. 
o 実用的な範囲まで、それが万一必要ならば、十分な通行権は、堤内地の堤防法尻に沿った車両のアクセスを提供し、堤防の機能に影響を与え得るであろう活動を制御し、将来の堤防拡張に備えるために取得されるべきである。

• Encroachments and vegetation should be evaluated and managed so as to not impact levee and floodwall safety, while recognizing their benefits. 
o それらの便益を認める一方で、占用と植生は、堤防と洪水壁の安全に影響を与えないように評価され管理されるべきである。

　
• With few exceptions, urban levee systems should be designed to perform without relying upon emergency actions, such as flood fighting, and should have associated flood safety plans for emergency response that reduce the chance of levee breaches, floodwall failures, and loss of life. 

o ほとんど例外なく、都市の堤防システムは、水防などの緊急行動に依存せずには機能を果たすように設計されるべきであり、堤防決壊、洪水壁の崩壊、および人命の損失の可能性を減らすための緊急対応のための洪水安全計画と関連付けるべきである。

•Levee systems protecting urban areas need levee security plans with appropriate measures in place to protect against acts of terrorism and other malicious and negligent acts. 
・都市部を防御している堤防システムは、テロと他の悪意と、過失の行為にたいして防御する現地での適切な手段を持つ堤防セキュリティ計画が必要である。

• Criteria for operation, maintenance, inspection, monitoring, and remediation of poor performance are needed to provide reasonable assurance that levee systems are being properly maintained and performing as intended. 
o 操作、維持管理、検査、モニタリング、および粗末な実施の改善のための標準は、堤防システムが適切に維持管理されて意図されたように機能しているという合理的な保証を提供するために必要である。

• Future changes to the ULDC will need to be carefully evaluated for potential impacts on levee repair and improvement projects that are underway or have been completed recently. 
o ULDCの将来の変更は、実施中及び最近完成した、堤防の修理と改良のプロジェクトへの可能性のある影響について慎重に評価される必要があるであろう。

6.2 Geotechnical Design Principles 
6.2 地質工学的な設計原則
• Urban and urbanizing area levees should be designed for a landside slope stability factor of safety greater than 1.0 (stable) for flood stages at the top of the levee so that erosion from overtopping would be the expected cause of levee breaching for extreme flood events. However, there will be exceptions to this general rule where the physical top of levee provides more than the minimum required freeboard. By establishing design criteria based on the HTOL, these exceptions are considered to be acceptable and levee crown degradation (as a way of increasing the likelihood of overtopping before levee breaching) is not encouraged. 
o都市域と都市化している地域の堤防は、越水による浸食が極端な洪水イベントについての堤防決壊の予期される原因になるであろうので、堤防の天端における洪水水位について、堤内側の法面の安全率が1.0以上(安定)の安全係数で設計されるべきである。しかし、堤防の物質的な天端が最小の必要とされている余裕高より大きく提供されている所ではこの原則の例外があるであろう。HTOLに基づいた設計基準を設定することによって、これらの例外は、容認できると考えられて、堤防の天端の劣化(堤防決壊の前に越水の可能性を増大させる方法としての)は促進されない。

• Performance of urban and urbanizing area levees and floodwalls during a seismic event with 200-year return period ground motions should be considered for existing levees as well as in the selection of all levee repair and improvement alternatives. Repairs or improvements primarily for the purpose of seismic strengthening generally would not be justifiable for intermittently-loaded levees. But there can be situations where such repairs or improvements are warranted. Otherwise, seismic remediation could occur as needed after the earthquake, pursuant to an appropriate post-earthquake remediation plan. 
o 200年の再起期間の地震動を持つ地震イベントの間の、都市域と都市化している地域の堤防と洪水壁の性能は、すべての堤防修理と改良の選択肢の選択においてだけでなく、既存の堤防のために考慮されるべきである。一義的に地震の強化を目的とした修理または改良は一般に、間欠的に水荷重を受ける堤防のために正当でないであろう。しかし、そのような修理または改良が保証される状況があり得る。他の場合には、地震の改善は、適切な地震以後の改良計画に従って、地震の後で必要であるように起こされ得るであろう。

• Frequently-loaded levees and floodwalls should have additional reliability, approaching that expected of dams, and should continue to function during and after ground motions from a 200-year return period earthquake. 
o 頻繁に水荷重を受ける堤防と洪水壁は、ダムに期待されたものに近づいて、追加的な信頼性を持つべきであり、200年の再起期間の地震による地震動の間と後に機能し続けるべきである。
6.3 Hydrologic and Hydraulic Design Principles 
6.3　水文的及び水理的設計原則

• Urban and urbanizing area levee and floodwall designs should assume that (1) other levees and floodwalls in the regional system upstream and downstream from the area do not breach, even when overtopped, (2) other levees and floodwalls in the regional system upstream and downstream from the area are no lower than their authorized design elevations, and (3) other urban levees in the regional system upstream and downstream from the area will have at least three feet of freeboard with respect to the 200-year water surface, which should be computed through appropriate analytical methods. 

・都市域と都市化している地域の堤防と洪水壁の設計は、(1)地域から上流と下流のリージョナルなシステムの中の他の堤防と洪水壁が、越水された時にさえ、決壊せず、(2)地域から上流と下流のリージョナルなシステムの他の堤防と洪水壁が、それらの認可された設計標高より低くなく、及び(3)地域から上流と下流のリージョナルなシステムの他の都市の堤防が、200年の水面(適切な解析的手法によって計算されるべきである)について少なくとも3フィートの余裕高を持っているであろうことを、仮定するべきである。

• Urban and urbanizing area levee and floodwall designs should consider the potential for sea level rise and climate change to increase runoff and peak stages over those calculated using previous hydrology and hydraulics studies, considering the physical limitations of the regional system. A sensitivity analysis of increased stream flows can be useful in evaluating how high the DWSE should be raised. 
o 都市域と都市化している地域の堤防と洪水壁の設計は、リージョナルなシステムの物質的な制限を考慮して、以前の水文学と水理学の研究を使って、計算されたものの上に、流出とピーク水位を増加させる海水面上昇と気候変化についての可能性を考慮するべきである。増加する流路の流量の感度分析は、DWSEがどのように高く上昇するかの評価において有益であり得る。

• Levees and floodwalls protecting urban and urbanizing areas should be designed as a system. 
o 都市域と都市化している地域を防御している堤防と洪水壁は、システムとして設計されるべきである。

6.4 Procedural Principles 
6.4　手続き的な原則
• Procedures are needed for finding that a levee or floodwall provides the urban level of flood protection from a particular source (or sources) of flooding and for maintaining the applicability of that finding. After approximately 2015, before cities and counties in the Sacramento-San Joaquin Valley can approve new development for urban and urbanizing areas within a flood hazard zone, they must first find, based on substantial evidence in the record, one of the following: 
- that the urban level of flood protection exists, 

- that adequate progress towards the urban level of flood protection is being made, or 

- that the city or county has imposed conditions that will protect the property to the urban level of flood protection. 
o 手続は、堤防または洪水壁が、特定の洪水の源(または源群)からの都市レベルの洪水防御を提供していることの「確認」と、その「確認」の適応性を維持するために必要である。おおよそ2015年の後に、サクラメントサンウォーキンバレーの市と郡が洪水ハザードゾーンの中での都市域と都市化している地域のために新しい開発を承認することができる前に、彼らは、最初に、記録の中の実質的証拠に基づいて、以下の1つを「確認」しなければならない：

- 都市レベルの洪水防御が存在している

-  都市レベルの洪水防御に向かってその「適正な進捗」がなされている、 または

- 市または郡が、都市レベルの洪水防御で資産を防御するであろう条件を課した。

• A finding by a city or county should not last indefinitely, nor should substantial evidence in the record be considered adequate if not updated. The finding should expire within a reasonable time period that provides enough time for stability in urban planning, but not so much time as to significantly jeopardize public safety in the area should standards, hydrology, sea level, or system performance change. Twenty years is generally considered to be a reasonable time period for the maximum life of a finding. 

o 市または郡による「確認」は、無制限に続くべきでなく、記録の中の実質的証拠もアップデートされないならば適正であると考えられるべきでない。「確認」は、都市計画における安定性のための十分な時間を提供するが、標準、水文、海水面、またはシステムの機能が変わるならば、地域で顕著に公衆安全を脅かすのでそれほどは長くの時間を提供するわけではない合理的な期間内に期限切れになるべきである。20年が、「確認」の最大の妥当な期間であると一般的に考えられる。

• Cities and counties should have flexibility to decide for themselves, based on their own unique circumstances, when to initiate renewal of a finding before it expires at the end of its twenty-year life. 

o 市と郡は、それがその20年の有効期間の終わりに期限切れになる前に、彼ら自身のユニークな状況に基づいて、彼ら自身で「確認」の更新を何時開始するかを決める柔軟性を持つべきである。

• The consequences of levee breaching and floodwall failure in urban and urbanizing areas are too severe to completely rely upon the judgment of a single engineer or engineering firm for designing or evaluating a levee system and determining that it meets criteria for the urban level of flood protection. Accordingly, peer review by an independent panel of experts is needed. 
o 都市域と都市化している地域の堤防の決壊と洪水壁の崩壊の結果は、堤防システムの設計と評価と、それが都市レベルの洪水防御についての基準に合致していることの決定のために、単一のエンジニアまたはエンジニアリング会社に完全に依存するには、あまりにも厳しすぎる。従って、独立的な専門家のパネルによるピア・レビューは必要である。

• Levee and floodwall operation and maintenance should be thoroughly reviewed periodically to address any damage, maintenance inadequacies, or significant physical changes that reduce the level of flood protection. 
o 堤防と洪水壁の操作と維持管理は、洪水防御のレベルを減らす、どのような被害、維持管理の不十分さ、または重要な物質的な変化にでも、対処するために周期的に完全にレビューされるのがいい。

• Civil engineers should have opportunities to deviate from prescribed criteria and use modified criteria where appropriate, following a procedure that provides for independent approval and public review of the exceptions. 
o 土木技術者は、例外に対する独立的な承認と公衆レビューを与える手続に従って、規定された基準から逸脱し適切な修正された基準を使う機会を持つべきである。

• Considering that urban levee and floodwall design requirements have been evolving since 2007, a city or county should be able to make its initial urban level of flood protection finding based on either the current criteria in place at the time the finding is made or the design criteria that were in place when the levee or floodwall construction contract was awarded so long as the finding is made within five years of award. 

・都市の堤防と洪水壁の設計要件が2007年以来発展してきていることを考慮して、市または郡は、「確認」が行われる時に適切である現在の基準か、または、「確認」が契約の授与の5年以内に行われる限り堤防または洪水壁の建設契約が授与された時に適切であった設計基準のどちらかに基づいて、その当初の都市レベルの防御の「確認」を行うことができるのがいい。
7.0 Urban Levee Design Criteria  

7.0　都市堤防の設計基準
The following criteria and guidance are presented according to specific topics. Most of the criteria and guidance pertain to levee and floodwall design. However, some criteria and guidance pertain to other topics, such as emergency response, security, and operation and maintenance. As mentioned earlier, criteria are presented with terms such as “must,” “shall,” “is required,” and “needs to.” These and similar terms are considered to be mandatory; if not followed, an exception is needed (following the procedure for exceptions). Guidance is presented with the word “should.” Guidance is a recommendation and is not mandatory; if not followed, an exception is not needed. 
以下の基準とガイダンスは具体的なトピックに従って示される。基準とガイダンスのほとんどは堤防と洪水壁設計に付随している。しかし、いくつかの標準とガイダンスは、緊急対応、セキュリティ、および操作と維持管理などの他のトピックに付随している。前に言及されたように、基準は、「しなければならない」、「することとする」、「要求されている」、および「そうする必要がある」などの用語が与えられる。これらのものと同様な用語は、義務的であると考えられる；従われていないならば、例外は、必要である、(例外のための手続に従う)。ガイダンスは、「するのがいい。」という言葉を与えられる。ガイダンスは推薦であり、義務的でない；従われていないならば、例外は必要でない。

7.1 Design Water Surface Elevation 
7.1 設計水面標高

Two options are offered for determining the Design Water Surface Elevation (DWSE) for urban and urbanizing area levee system design: 

• FEMA Approach 

• Corps Approach 
2つのオプションが、都市域と都市化している地域の堤防システムの設計のために、Design Water Surface Elevation (DWSE) (設計水面標高)を決定するために提示される：

o FEMAのアプローチ

o 工兵隊のアプローチ

For an urban area or urbanizing area, the entire levee system needs to be designed to provide a finding of the urban level of flood protection using only one of the two options. 
都市域または都市化している地域について、堤防システム全体が、2つのオプションのうちの1つだけを使って、都市レベルの洪水防御を「確認」を提供するために設計される必要がある。

7.1.1 FEMA Approach 
7.1.1 FEMAのアプローチ

The DWSE is computed using the median 200-year discharge rate for the design event at the site. Appropriately-configured channel models are to be used for computation of the elevation that corresponds to that discharge, as described below. The median discharge rate is to be determined from the best available results of recent flood-frequency studies and the channel models are to be configured using, or adjusted for, channel roughness values consistent with vegetation that is anticipated or likely to grow over the next 20 years. If results of a recent frequency study completed by the Corps or DWR are available, the median 200-year discharge rate from that study is to be used. In the absence of an appropriate discharge rate from such a recent study, the 200-year discharge rate at the site from the 2002 Comprehensive Study may be used, if that is available. Finally, if an appropriate design discharge rate is not available for either a recent Corps or DWR study or the Comprehensive Study, the median 200-year discharge may be computed by the engineer with appropriate methods. Those methods include fitting a statistical model with unregulated streamflow observations; configuring, calibrating, and applying a watershed runoff model with design precipitation; or applying regional regression equations acceptable to FEMA, Caltrans, the Corps, or DWR. 
DWSEは、現地での設計イベントについての200年の流量の中央値を使って計算される。適切に設定された水路モデルは、下で説明されるように、その流量と一致する標高の計算のために使われることになっている。流量の中央値は、最近の洪水頻度の調査の最善の入手可能な結果から決定されることになり、水路モデルは、次の20年にわたって成長すると予測されるか、その可能性がある、植生に一致した水路の粗度を使うか、それによって調整されて形づくられることとなっている。工兵隊またはDWRによって完成された最近の頻度研究の結果が利用可能ならば、その研究による200年の流量の中央値が使われることになっている。そのような最近の研究による適切な流量が欠如している場合には、それが利用可能ならば、2002年のComprehensive Study(包括的調査)による現地の200年の流量が使われる可能性がある。最終的に、適切な設計流量が最近の工兵隊またはDWRの研究、または包括的調査研究のどちらかでも利用可能でないならば、200年の流量の中央値は適切な方法によってエンジニアによって計算される可能性がある。それらの方法は、調節されていない河川流量の観測；設計降水による流域流出モデルの作成、計算および適用；または、FEMA、Caltrans、工兵隊、またはDWRに受け入れられるリージョナルな回帰方程式、による統計モデルを当てはめることを含む。

The hydraulic models are to use the following assumptions: 
水理モデルは、以下の仮定を使うことになっている：

• Upstream, downstream, and nearby levees and floodwalls protecting urban areas are assumed to be raised to the median 200-year water surface elevation plus three feet and not allowed to breach, even if overtopped. Overtopping flows are assumed to leave the channel and remain in the 200-year floodplain. 

o 都市域を防御している上流、下流、および近くの堤防と洪水壁は、200年の水面標高の中央値に3フィートを加えたものに嵩上げされていて、越水されても決壊することがないと仮定される。越水流量は、水路から出て200年の氾濫原にとどまると仮定される。

• All project levees and floodwalls are to be modeled to incorporate a minimum crown elevation equal to the authorized (usually the 1955/1957) Corps design profiles – this affects nonurbanized areas for the most part – all such levees and floodwalls are to be allowed to overtop, act as weirs, and not breach for floods up to and including the median 500-year flood. Overtopping flows are assumed to leave the channel and remain in the 200-year floodplain. 
o すべてのプロジェクト堤防と洪水壁は、認可された(通常は1955年/1957年に)工兵隊の設計断面と等しい最小の天端の標高を含むとしてモデル化され(これは、ほとんどの部分について都市化していない地域に影響する)、すべてのそのような堤防と洪水壁は、越水すること、堰のように作用すること、および、500年洪水の中央値までの洪水に対して決壊しないことを許容されることとしている。越水の流量は、水路から出て200年の氾濫原にとどまると仮定される。

• Non-project levees and floodwalls in nonurbanized areas in the region, to the extent they may affect the DWSE, are to be modeled at their existing or authorized height, whichever is higher, and to act as weirs without breaching if overtopped. 
o リージョンの地域の都市化していない地域の非プロジェクト堤防と洪水壁は、それらがDWSEに影響し得る範囲まで、たとえどれがより高くても、それらの現状かまたは認可された高さでモデル化され、越水されたとしても決壊せずに堰として作動することとされている。

• Debris loading on bridges must be considered. Bridges with less than three feet of clearance above the DWSE may experience extraordinary debris loading that must be evaluated. The evaluation should include historic and potential debris transport in the stream, an analysis of loading on the bridge, and analysis of backwater impacts on the DWSE in the vicinity of the bridge. 
o 橋のがれきの荷重は考慮されなければならない。DWSEの上の3フィートより小さなクリアランスを持つ橋は、評価されなければならない特別のがれきの荷重を経験する可能性がある。評価は、流路における歴史的及び可能性のあるがれきの輸送、橋の上の荷重の分析、および橋の近くのDWSEへの背水の影響の分析を含むのがよい。

The median 200-year water surface elevation becomes the unadjusted DWSE. 
200年の水面標高の中央値は調整されていないDWSEになる。

7.1.2 Corps Approach 
7.1.2 工兵隊アプローチ

This approach requires specification of the median 200-year water surface elevation and a description of uncertainty about that elevation. The median water surface elevation from which the DWSE will be established should be computed with a channel model configured as described below, using the median 200-year discharge rate for the design event at the site, along with a description of uncertainty about that discharge and the corresponding stage that considers anticipated or likely vegetation growth over the next 20 years (procedures for developing the description of the uncertainty are presented in Corps’ publication EM 1110-2-1619 and are included in the Corps’ HEC-FDA computer program). The discharge-frequency function from which the required design discharge is to be taken should be the best available function from recent flood-frequency studies. If results of a recent frequency study completed by the Corps or DWR are available, the 200-year discharge rate from that study and the description of uncertainty about that should be used. In the absence of an appropriate discharge rate from such a recent study, the 200-year discharge rate at the site from the 2002 Comprehensive Study may be used, if that is available. Finally, if an appropriate design discharge rate is not available for either a recent Corps or DWR study or the Comprehensive Study, the median 200-year discharge rate and uncertainty about that may be computed by the engineer with appropriate methods. Those methods include fitting a statistical model with unregulated stream flow observations; configuring, calibrating, and applying a watershed runoff model with design precipitation; or applying regional regression equations acceptable to FEMA, Caltrans, the Corps, or DWR. Ratings or hydraulic models used to predict stage, given the design discharge, must represent channel conditions anticipated over the next 20 years, including growth or removal of vegetation and other features that influence elevation. 
このアプローチは、200年の水面標高の中央値の指定と、その標高についての不確実性の説明を必要としている。それによってDWSEが確立されるであろう水位標高の中央値は、その流量についての不確実性の記述と、次の20年に亘り予測されるか可能性のある植生の成長を考慮したそれに対応した水位と一緒に、現地における設計イベントについての200年流量の中央値を用いて、以下に記述されるように形成された水路モデルによって計算されるのがいい (不確実性の記述についての手順は、工兵隊の出版物のEM1110-2-1619に示されていて、工兵隊のHEC-FDAコンピュータプログラムに含められている)。必要とされる設計流量が得られることになっている流量-頻度関数は、最近の洪水-頻度の研究による最善の入手可能な関数にするのがいい。工兵隊またはDWRによって完成された最近の頻度研究の結果が入手可能ならば、その研究からの200年の流量とそれについての不確実性の説明が使われるのがいい。そのような最近の研究による適切な流量がない場合には、それが利用可能ならば、2002 Comprehensive Study (2002年の包括的研究)による現地での200年の流量が使われる可能性がある。最終的に、適切な設計流量が、最近の工兵隊またはDWRの研究、またはComprehensive Studyのどちらかでも利用可能でないならば、それについての200年の流量の中央値と不確実性は、適切な方法によってエンジニアによって計算される可能性がある。それらの方法は、調節されていない流路流量の観測値を統計モデルに入れること；設計降水を用いて流域流出モデルを設定し、キャリブレーションし、適用すること；または、FEMA、Caltrans、工兵隊、またはDWRが容認できるリージョナルな回帰方程式のあてはめ、を含む。設計流量を与えられて、水位を予測するために使われる、レイティングまたは水理モデルは、植生の成長または除去と水位に影響する他の構造物を含む次の20年の間に予期される水路条件を表さなければならない。

The hydraulic models are to use the following assumptions: 
水理モデルは、以下の仮定を使うことになっている：

• Upstream, downstream, and nearby levees and floodwalls protecting urban areas are assumed to be raised to the median 200-year water surface elevation plus three feet and not allowed to breach, even if overtopped. Overtopping flows are assumed to leave the channel and remain in the 200-year floodplain. 
o 都市域を防御している、上流、下流、および近くの堤防と洪水壁は、200年の水面標高の中央値に3フィート加えたものに嵩上げされていて、越水されても決壊することはないと仮定される。越水の流量は、水路から出て200年の氾濫原にとどまると仮定される。

• All project levees and floodwalls are to be modeled to incorporate a minimum crown elevation equal to the authorized (usually the 1955/57) Corps design profiles – this affects nonurbanized areas for the most part – all such levees and floodwalls are to be allowed to overtop, act as weirs, and not breach for floods up to and including the median 500-year flood. Overtopping flows are assumed to leave the channel and remain in the 200-year floodplain. 
o すべてのプロジェクト堤防と洪水壁は、認可された(通常は1955/57年)工兵隊設計断面に等しい最小の天端標高をもつようにモデル化され--これは大部分が都市化していない地域に影響する--、すべてのそのような堤防と洪水壁は、越水し堰として作動し、500年洪水の中央値までの洪水について決壊しないことが許容されることになっている。越水流量は、水路から出て、200年の氾濫原にとどまると仮定される。

• Non-project levees and floodwalls in nonurbanized areas in the region, to the extent they may affect the DWSE, are to be modeled at their existing or authorized height, whichever is higher, and to act as weirs without breaching if overtopped. 
o リージョンの都市化していない地域の非プロジェクト堤防と洪水壁は、それらがDWSEに影響する可能性がある範囲まで、たとえ、どれもがより高くても、彼らの現存しているか、認可された高さでモデル化されて、越水しても決壊せずに堰として作動することになっている。

• Debris loading on bridges must be considered. Bridges with less than three feet of clearance above the median water surface elevation may experience extraordinary debris loading that must be evaluated. The evaluation should include historic and potential debris transport in the stream, an analysis of loading on the bridge, and analysis of backwater impacts on the DWSE in the vicinity of the bridge. 

o 橋のがれきの荷重は考慮されなければならない。水面標高の中央値の上に3フィートより小さなクリアランスを持つ橋は、評価されなければならない並みはずれたがれきの荷重を経験する可能性がある。評価は、流路における歴史的で可能性のあるがれき、橋への荷重の分析、および橋の近くにおけるDWSEへの背水の影響の分析を含めるのがいい。

Determine the median 200-year water surface elevation and the corresponding 90 percent and 95 percent assurance 200-year water surface elevations with the procedures described above. The 90 percent assurance 200-year water surface elevation becomes the unadjusted DWSE.
上で記述された手順によって、200年の水面標高の中央値と、200年の水面標高に対応する90パーセントと95パーセントの確実性を決定する。90パーセントの確実性の200年の水面標高は調整されていないDWSEになる。

7.1.3 DWSE Adjustments and Other Considerations 
7.1.3　DWSEの調整と他の考慮
The civil engineer needs to consider making adjustments to the DWSE and whether there are other scenarios that could increase the DWSE as a result of nearby or upstream levee or floodwall breaches, as discussed below. 
土木技術者は、下で議論されるように、DWSEへの調整と、近くまたは上流の堤防または洪水壁の決壊の結果としてDWSEを増大させ得るであろう他のシナリオがあるかどうかを、考慮する必要がある。
The civil engineer needs to evaluate whether there is a bend in the channel that could cause superelevation along the outside of the bend to become a concern. Superelevation is a tilting of the water surface; this may occur as water flows through a bend in the channel. In other than straight sections of a channel, superelevation is to be checked with velocity consistent with the 200-year discharge. EM 1110-2-1601 describes computational methods for superelevation. On the outside of a bend, the superelevation needs to be added to the DWSE (and HTOL). The DWSE (and HTOL) may not be reduced on the inside of a bend to account for negative superelevation as this stage reduction cannot be relied upon to occur at all times. 
土木技術者は、屈曲の外に沿って、懸念になり得る水位上昇を水路において起こし得るであろう、屈曲があるかどうかを、評価する必要がある。水位上昇は水面の傾きである；これは水路おける屈曲による水流として起こる可能性がある。水路の直線的なセクション以外において、水位上昇は、200年の流量と一致している流速によってとチェックされることになっている。EM1110-2-1601は、水位上昇のためのコンピュータ計算方法を記述する。屈曲の外側で、水位上昇は、DWSE(そしてHTOL)に追加される必要がある。DWSE(そしてHTOL)は、この水位の低下が、いつも起こることが信頼されることができないので、ネガティブな水位上昇を勘定に入れずに屈曲の内側で減らされない可能性がある。

Based on the potential for underestimating the DWSE, the civil engineer should consider increasing the DWSE to account for the potential increases in water surface associated with climate change, updated hydrology, updated hydraulic models, and sea level rise. To the extent that the hydrology being utilized does not explicitly take into consideration climate change, the decision to increase the DWSE, and the actual amount to increase it by, should be based on a sensitivity analysis of the reach-specific variables. Communities can consider the potential for increases in the DWSE and address it in a range of ways from not incorporating any change to adding one foot or more. The benefits of increasing the DWSE include providing a higher level of flood protection and minimizing the need to modify flood management structures in the future should the DWSE increase. 
DWSEを少なく見積もることの可能性に基づいて、土木技術者は、気候変化、アップデートされた水文学、アップデートされた水理モデル、および海水面上昇と、関連した水面の可能性のある増大を、説明するためにDWSEを増大させることを考慮するべきである。利用されている水文学が気候変化を明示的に考慮に入れていない範囲において、DWSEを増大させる決定と、それを増大させる実際の量は、区間固有の変数の感度分析に基づくのがいい。コミュニティは、DWSEの増加の可能性を考慮し、1フィート以上を追加することへのどのような変化も含まないことによっる方法の範囲でそれに対処することができる。DWSEを増大させる便益は、より高いレベルの洪水防御を提供し、DWSEが万一増大するならば将来に洪水管理構造物を修正する必要を最小化することを含む。

The above procedures should generally result in a conservative DWSE. However, the civil engineer also needs to consider two other situations: (1) whether upstream levee or floodwall breaches could produce overland flows that would reach the area protected by the levee system or increase the water surface elevation along the levee system, and (2) whether flooding in a nearby leveed area could fill that area and breach a nearby levee or floodwall, returning flow to the stream and increasing the DWSE for a portion of the levee system. 
上記の手順は一般に、保守的な(安全側の)DWSEを結果として生じるはずである。しかし、土木技術者はまた、2つの他の状況を考慮する必要がある：(1) 上流の堤防または洪水壁の決壊が、堤防によって防御された地域に達するか、または、堤防システムに沿った水面標高を増大させるであろうような、地表面上の流れを生み出し得るであろうかどうか、(2)近くの堤防で囲われた地域における氾濫が、流れが流路に戻り、堤防システムの一部についてDWSEを増加させ、その地域を満たすことと近くの堤防または洪水壁を決壊させることがあり得るであろうかどうか。

7.2 Minimum Top of Levee 
7.2　堤防の最小の天端
The minimum top of levee (MTOL), which may be measured either along the levee centerline or shoulder (and may include the roadway surface), is a required minimum elevation for the physical top of the levee to provide an adequate factor of safety that the levee will contain the 200-year flood without being overtopped. Under the FEMA Approach, freeboard is used to provide this factor of safety. Under the Corps Approach, this factor of safety is provided by a combination of freeboard and use of a DWSE with a high degree of assurance (either 90 percent or 95 percent assurance). Levees that meet the MTOL requirement are considered to be high enough to keep water out of the leveed area for the 200-year flood. Conversely, levees that are lower than the MTOL lack an adequate factor of safety for containment and are less likely to keep water out of the leveed area for the 200-year flood; unless such levees are designed for overtopping, they cannot be assumed to sustain overtopping during the 200-year flood without substantial damage or breaching. Levees that fail to meet elevation requirements are not generally accredited under FEMA or Corps guidelines for FEMA flood insurance studies (so the floodplain mapping study would assume the levee is absent or breached) But there may be rare situations where it is prohibitively expensive to meet the MTOL requirement and an alternative engineering solution can be employed. Such cases must be approved as an exception and must address the prospect that the 200-year flood could overtop the levee, flooding property in the leveed area as well as breaching the levee. 
堤防の最低の天端(MTOL)(堤防センターラインまたは肩に沿って測られる可能性がある(そして、道路面を含む可能性がある))は、越水されずに、堤防が200年の洪水を保持するであろう、適正な安全計数を提供するために、必要とされる堤防の物理的な天端についての最低の標高である。FEMAのアプローチの下で、余裕高がこの安全率を提供するために使われる。工兵隊のアプローチの下で、この安全率は余裕高の高い保証(90パーセントまたは95パーセントの保証のどちらかの)の程度を持つDWSEの使用との組み合わせによって提供される。MTOLの要件を満たしている堤防は、200年の洪水のために水を堤防で囲われた地域から排除するために十分に高いと考えられる。逆に、MTOLより低い堤防は、保持するための適切な安全係数を欠き、200年の洪水について堤防で囲われた地域から、水を除去する可能性がより少なく；そのような堤防が越水について設計されない限り、それらは、多大な被害または決壊なしに、200年の洪水の間に、越水を維持すると仮定されることができない。標高の要件を満たすことが出来ない堤防は、一般的に、FEMAまたはFEMAの洪水保険調査のための工兵隊のガイドラインの下で認証されない(そのために、洪水氾濫原マッピング調査は堤防が存在しないかまたは決壊していると仮定するであろう)。しかし、MTOL要件を満たすことが法外に高価なまれな状況があるかもしれず、代わりの工学的な解決策が採用され得る。そのようなケースは例外として承認されなければならず、200年の洪水が、堤防を決壊させることと同様に堤防で囲われた地域で資産を浸水させて、堤防を越水し得るであろうという見込みに対処しなければならない。

Using the FEMA Approach, the MTOL is the higher of the DWSE plus three feet or the DWSE plus the computed wind setup and wave runup. Specific wind-wave analyses need to be completed using the DWSE. For the special case of the DWSE being fully contained within the channel, such that the reach of levee is only providing freeboard, it is recognized that floodplain mapping procedures generally would not require such a levee. This is because floodplain mapping procedures would identify the 200-year floodplain as being fully contained within the channel, with no overbank flow. So there would be no consequence for a city or county that chooses not to find that the “freeboard levee” complies with the ULDC; they could still claim the area that would have been protected by the “freeboard levee” as having the urban level of flood protection (if it is not subject to flooding from other sources). The civil engineer should carefully consider providing a “freeboard levee” in this case, weighing the consequences of flooding caused by waves or by water surface elevations that exceed the DWSE in the event it is underestimated or exceeded by a larger flood. 
FEMAのアプローチを使うと、MTOLはDWSE プラス3フィート、またはDWSEプラス計算された風セットアップと波ランナップのより高い方である。具体的な風と波分析は、DWSEを使って、完遂される必要がある。堤防の区間が余裕高を提供しているだけのように、水路の中に完全に含まれているDWSEの特別なケースについて、氾濫原のマッピング手順は一般にそのような堤防を必要としないであろうということは認められている。これは、氾濫原のマッピング手順が、200年の氾濫原を、河岸を越す流れなしで、水路の中に完全に保持されていることと認定するであろうためである。従って、「余裕高堤防」がULDCに従っていると「確認」しないことに決める市または郡についての結果が全然ないであろう；彼らは、まだ、都市レベルの洪水防御(それが他の氾濫の源からの洪水に晒されないならば)を持つこととして「余裕高堤防」によって防御されているであろう地域と表明し得るであろう。土木技術者は、この場合には、波によって、またはそれが少なく見積もられたか、または、より大きな洪水によって上回られた場合に、DWSEを越える水面標高によって起こされるかの結果を熟考して、「余裕高堤防」とすることを慎重に考慮するのがいい。
Using the Corps Approach, the MTOL is the higher of the DWSE, or the median 200-year water surface elevation plus three feet, or the median 200-year water surface elevation plus computed wind setup and wave runup. Specific wind-wave analyses need to be completed using the median 200-year water surface elevation. A lower MTOL is allowed if it is both: (1) at or above the 95 percent assurance 200-year water surface elevation, and (2) at least two feet above the median 200-year water surface elevation, plus any additional height needed to account for wind setup and wave runup. Under this approach, a “freeboard levee” is required if the median 200-year water surface elevation is less than two feet below the top of bank; and it may be required for a lower median 200-year water surface elevation.
工兵隊のアプローチを使う場合には、MTOLは、DWSEか、または、200年の水面標高の中央値プラス3フィート、または、200年の水面標高の中央値プラス計算された風セットアップと波ランナップの、より高い方である。具体的な風波分析は、200年の水面標高の中央値を使って、完遂される必要がある。より低い下のMTOLは、以下の両方であれば、許される：(1) 95パーセントの保証の200年の水面標高以上、(2)少なくとも、200年の水面標高の2フィート以上で、これに、風セットと波のランナップを説明するために必要であるすべての追加の高さに加えたもの。このアプローチの下で、200年の水面標高の中央値が河岸の天端の2フィート未満下にあるならば、「余裕高堤防」は必要とされている；そして、それは200年の水面標高の中央値以下について必要とされる可能性がある。

7.3 Soil Sampling, Testing, and Logging 
7.3 土壌のサンプリング、試験、および記録

Soil sampling, testing, and logging should follow standard procedures described in guidance documents such as Geotechnical Levee Practice Standard Operating Procedures (SOP) and DWR’s Geotechnical Analysis Protocol Guidance Document, exercising proper care to: 

• Sample soils, especially soft soils, used for strength and deformation analysis in a way that minimizes disturbance 

• Perform consolidation tests that ensure the strain level exceeds virgin compression 

• Conduct strength tests with appropriately low strain rates and reflective of the low confining pressures near the landside levee toe 

• Use an appropriate field logging manual, such as appropriate American Society for Testing and Materials (ASTM) guidance 

土壌のサンプリング､試験、および記録は、以下をするために適切な注意を払って、Geotechnical Levee Practice Standard Operating Procedures (SOP)(地質工学的な標準堤防実施管理手順)とDWRのGeotechnical Analysis Protocol Guidance Document(地質工学的な分析プロトコルガイダンス文書)などのガイダンス文書の中で説明された標準的な手順に従うべきである：

・攪乱を最小限にする方法で、強度と変形の解析のために使う土壌(特に軟弱な土壌)を採取すること。

・ひずみレベルがバージンの圧縮を上回っていることを保証するために圧密試験を実施すること。

・適切に低いひずみ速度によって、および、堤内側の堤防の法尻近くの低拘束圧を反映して強度試験を実施すること

・適切なAmerican Society for Testing and Materials (ASTM)( 米国試験材料学会)のガイダンスなどの、適切な現地記録マニュアルを使うこと。
7.4 Slope Stability for Intermittently-Loaded Levees 
7.4 間欠的に水荷重を受ける堤防についての法面安定性

7.4.1 Landside Slope Stability 
7.4.1 堤内地側の法面安定性

Landside slope stability analyses are to use appropriate phreatic surfaces based on the DWSE and HTOL (if the HTOL is more than 0.5 foot above the DWSE -- otherwise a separate slope stability analysis with the HTOL is not required). A minimum factor of safety of 1.4 is required for failure surfaces based on the DWSE that intersect the levee crown and are greater than a few feet deep in the levee slope. A minimum factor of safety of 1.2 is required for failure surfaces based on the HTOL that intersect the levee crown and are greater than a few feet deep in the levee slope, as discussed later. 
堤内地の斜面の安定解析は、DWSEとHTOLに基づいた適切な浸潤面を使うことになっている(HTOLがDWSEの上の0.5フィート以上より高いならば--さもなければ、HTOLによる別個の斜面の安定解析は必要とされていない)。1.4の最小の安全係数は、天端を横切り堤防斜面の数フィートの深さより大きいDWSEに基づいた崩壊面のために必要とされている。1.2の最小の安全係数は、天端を横切り、後で議論されるように、堤防斜面の数フィートの深さのより大きいHTOLに基づいた崩壊面のために必要とされている。
The steady state phreatic surface is generally considered to be appropriate, but a lower phreatic surface may be justified for slope stability analysis depending on the duration of the design hydrograph, the composition and dimensions of the levee, and the levee’s performance history. Except for levees with a positive cutoff or internal drainage features, a phreatic surface lower than the steady state phreatic surface is only justified for levee/foundation materials and construction methods that are well-understood and documented. The lowest phreatic surface that normally could be justified for a homogeneous levee would be along a straight line extending from the landside levee toe to the point where the DWSE (or HTOL) intersects the waterside levee slope. Deviations from use of a steady state phreatic surface for levees subjected to river stage loading for short durations must be substantiated through appropriate presentation of information such as hydraulic data, field piezometric data and engineering evaluations. In certain circumstances, this can be achieved through transient seepage analyses. However, steady-state pore pressures within confined aquifers should generally be assumed for the purposes of underseepage analyses. 
定常状態の浸潤面は、一般に、適切であると考えられるが、低い浸潤面は、設計ハイドログラフ、堤防の構成と形態、及び堤防の機能の歴史に依存して、斜面の安定解析のために正当である可能性がある。ポジティブなカットオフと内部の排水構造物を持つ堤防を除いて、定常状態の浸潤面より低い浸潤面は、よく理解されて文書化されている堤防/基礎の材料と工法について正当であるだけである。通常、均質な堤防について正当であり得るであろう最低の浸潤面は、堤内地の堤防法尻から、DWSE(またはHTOL)が水側の堤防斜面を横切るポイントに伸びている直線に沿ってであるであろう。短期間の間に河川の水位の荷重に晒される堤防についての、定常状態の浸潤面の使用からの例外は、水理データ、現場のピエゾメーターのデータ、及び工学的評価などの情報の適切な表示を通して実体化しなければならない。一定の状況において、これは過渡的な浸透解析によって達成されることができる。しかし、被圧帯水層の中の定常状態の間隙圧は一般に地下浸透分析の目的のために仮定されるのがいい。

If the phreatic surface corresponding to the DWSE or HTOL emerges on a landside levee slope consisting of erodible soils, then remediation will be required to prevent unraveling and progressive slope failure that may lead to a levee breach (see discussion of extremely wide levees in Section 7.8, if applicable). 
DWSEまたはHTOLと一致している浸潤面が、浸食されやすい土壌からなる堤内地側の堤防斜面に現れるならば、その時には、改善が、堤防決壊を引き起こす可能性がある、unraveling(くずれる)で進行的な斜面崩壊を防止するために必要とされるであろう(適用可能ならば、セクション7.8で極めて広い堤防の議論を参照)。
Shallow slip surfaces often develop on the slopes of levees during periods of heavy rain and/or elevated river stage. Shallow slides typically cut only a small portion of the levee slope and do not penetrate more than a few feet into the levee section. In cases where the shallow slide is above the phreatic surface and within a non-erosive cohesive material, the slide might be considered as not a serious threat to the integrity of the levee. These shallow surfaces are not a concern since they may be considered maintenance issues and will not lead to a levee breach. This is in contrast to the generally much more serious deeper sliding surfaces that might pass through the levee crown and remove much of the levee section (see deeper circular and noncircular sliding surfaces in Figure 7-1) or local toe slip surfaces which may remove a piece of the slope at the base of the slope and provide conditions for a progressive failure. On the other hand, a shallow slide in the lower portion of a levee constructed with non-cohesive materials where seepage is exiting relatively high on the landward slope can be extremely dangerous (see lower black shallow sliding surface in Figure 7-1). This is because a small slide at this location can lead to a progressive through-levee seepage/stability failure. 
浅いすべり面は、しばしば大雨および／または高くなった河川水位の期間の間に堤防の斜面で発達する。浅いすべりは、一般に堤防斜面の小さな部分だけをカットし、数フィート以上には堤防断面に侵入しない。浅いすべりが、浸潤面以上にあり、浸食されにくい固着的な素材の中にある場合には、すべりは堤防の完全性への重大な脅威と考えられない可能性がある。これらの浅い面は、それらが維持管理の問題と考えられることができて、堤防決壊を引き起こさないであろうので、懸念ではない。これは、一般的に、天端を通過し堤防断面の多くを取り除くかもしれないもっとずっと重大な深いスベリ面(図7-1における深い、円形と非円形のスベリ面を参照)または、斜面の基礎で斜面の部分を除去し、進行的な破壊のための条件を提供する可能性があるローカルな法尻のすべり面と対照的である。一方では、浸透が堤内地側の斜面において比較的に高く存在している所の、非固着的な素材で建設された堤防の下部における浅いスベリは、極めて危険であり得る(図7-1における、下の黒色の浅いスベリ面を参照)。これは、この位置の小さなスベリが、進行的な堤防内部の浸透/安定性の損失に通じ得るためである。

The potential threat to levee integrity from small sliding surfaces will vary greatly for different levees. Engineers should use sound judgment and guidance from Corps EM 1110-2-1902 to decide what constitutes a minor, insignificant slip surface versus a sliding surface that threatens the integrity of the levee. These determinations should be based on performance history, levee geometry, type of levee fill material, stratigraphy of the levee embankment and foundation soils, seepage conditions (including pore water pressures calculated for the seepage analysis), soil strength characteristics, and potential for erosion. Those surfaces which significantly threaten the integrity of the levee must meet minimum slope stability criteria.
小さなスベリ面による堤防の完全性への潜在的な脅威は、異なる堤防について大いに変わるであろう。エンジニアは、何が、小さく取るに足りないすべり面に対して、堤防の完全性を脅かしているスベリ面を構成しているかを決めるために、工兵隊のEM1110-2-1902によるしっかりした判断とガイダンスを使うのがいい。これらの決定は、機能の歴史、堤防の形態、堤防盛土の素材のタイプ、堤防盛土と基礎土壌の断層撮影、浸透条件(浸透解析のために計算されたpore water pressures(過剰間隙水圧)を含む)、土強度特性、および浸食の可能性に基づくのがいい。顕著に堤防の完全性を脅かしているそれらの面は、最小の斜面安定性基準を満たさなければならない。
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Figure 7-1. Potential Slip Surfaces for Steady State Condition Stability Analysis 
図7-1。定常状態の安定性解析のための可能性のあるスベリ面
7.4.2 Waterside Slope Stability 
7.4.2 堤外側の斜面安定性

A rapid lowering of water level from a sustained high water condition causes rapid drawdown loading of a levee’s waterside slope. This condition may occur due to either a decrease in upstream reservoir releases, decreases in surface drainage inflow, or as a result of a levee or floodwall breach in an adjacent/upstream levee reach. The rapid drawdown shall be considered from the DWSE. The amount of drawdown should be established based on site specific data and/or hydrologic and hydraulics (H&H) studies. The drawn down water level should be established based on reason and judgment. 
持続的な高水の状況からの水位の急速な低下は、堤防の表法の急速な荷重の減少を起こす。この状況は、上流の貯水池の放流の減少、地表面排水流入の減少、または、隣接/上流の堤防区間の堤防または洪水壁の決壊の結果として、のどれかのために起こる可能性がある。急速な低下は、DWSEから考慮されることとする。低下の量は、サイトに特有なデータ、および／または、水文学と水理学(H&H)の調査に基づいて、設定されるのがいい。低下する水位は、理性と判断に基づいて、設定されるのがいい。

As with the condition for the steady state seepage stability analyses, shallow failures represented by small localized slips should be examined for their potential threat to levee safety. This would include the potential for narrowing the crown width as well as possibly exposing permeable layers within the embankment. Past performance of the levee under similar drawdown conditions should be examined. Slopes steeper than 3h: 1v should be closely reviewed for stability. Judgment and guidance from Corps design manuals should be used. 
定常状態の浸透安定性解析のための条件と同様に、小さな局地的なスベリによって示された浅い崩壊は堤防安全へのそれらの可能性のある脅威について検証されるのがいい。これは、可能性のある盛土の中の浸透性の高い層の露出と同様に天端の幅を狭めることの可能性を含むであろう。同様な低下の状況の下の堤防の過去の実績が検証されるのがいい。3h：1vより急勾配な斜面は、安定性について密接にレビューされるのがいい。工兵隊による判断とガイダンスは、マニュアルが使われるのがいい。
7.5 Underseepage for Intermittently-Loaded Levees 
7.5 間欠的に水荷重を受ける堤防についての地下浸透

Levee underseepage criteria for intermittently-loaded levees and floodwalls are as follows: 
間欠的に水荷重を受ける堤防と洪水壁のための堤防の地下浸透の基準は次の通りである：

• The underseepage exit gradient for levees is required to be 0.5 or less at the landside levee toe using a steady state seepage analysis for a water surface set at the DWSE. For levees with a landside blanket layer with a saturated unit weight less than 112 pounds per cubic foot (pcf), a minimum factor of safety for underseepage of 1.6 is required at the landside levee toe. 
o 堤防についての地下浸透の出口勾配は、DWSEの水面セットについて定常状態の浸透解析を使って、堤内地の堤防法尻で0.5以下であることが要求される。飽和時の単位重量が立方フィート当たり112ポンド(pcf)の堤内地のブランケット層(表層)を持つ堤防について、1.6の地下浸透についての最小の安全係数が堤内地の堤防法尻で必要とされている。

・The underseepage exit gradient is required to be 0.8 or less at the toe of a seepage berm less than 300 feet wide using steady state seepage analysis for a water surface set at the DWSE. If the saturated unit weight of the blanket layer is less than 112 pcf, a minimum factor of safety for underseepage of 1.0 is required at the toe of the seepage berm. 
o地下浸透の出口勾配は、DWSEの水面セットについての定常状態の浸透解析を用いて、300フィート以下の幅の浸透側帯の法尻において、0.8以下であることを要求される。ブランケット層の飽和単位重量が、112pcf以下であれば、1.0の地下浸透のための最小の安全率が、浸透側帯で必要とされている。

• Engineering judgment should be applied where the DWSE results in an elevated seepage gradient beyond the toe of a 300 foot wide seepage berm (i.e., greater than 0.8 or a factor of safety of less than 1.0 for blanket layer soils with saturated unit weight of less than 112 pcf). Factors that should be included in the engineering judgment include: 
o 工学的判断は、DWSEが300フィートの幅の浸透側帯の法尻を越えて高まった浸透勾配を結果として生じている所に適用されるのがいい(すなわち、112pcf以下の飽和単位重量を持つブランケット層について、0.8以上または1.0以下の安全率)。工学的判断に含められるのがいい、ファクターは以下を含む：
- Performance history of the levee reach based on a review of whether heavy seepage/boils have previously been reported in the vicinity 
- Site specific geomorphic conditions or surficial geologic conditions that could exacerbate or concentrate seepage by construction of an undrained seepage berm 

- Geophysical data, if available, that indicates anomalous subsurface conditions may be present 

- Variability of subsurface conditions along the levee reach based on site specific explorations that confirm blanket layer conditions along the toe of the proposed seepage berm 

- 激しい浸透/ボイリングが以前に付近で報告されているかどうかのレビューに基づいた堤防区間の機能の歴史

- 排水されない浸透側帯の建設によって、浸透を悪化させるかまたは集中させ得るであろうサイトに特有な地形条件または表面の地質条件

- 入手可能であれば、異例の地下状態が存在する可能性があることを示す土質物理学的なデータ

- 提案された浸透側帯の法尻に沿った、ブランケット層の状況を確認するサイトに特有な探究に基づいた堤防区間に沿った地下状態の変動性

• Before a computed seepage gradient above 0.8 for the DWSE should be allowed beyond the toe of a 300 foot wide seepage berm, a sensitivity analysis of the seepage model should be performed. This sensitivity analysis should include: 
o DWSEについての0.8を超える計算された浸透勾配が、300フィートの幅の浸透側帯の法尻を越えて許される前に、浸透モデルの感度分析は実行されるのかいい。この感度分析は以下を含むのがいい：

- Consideration of model boundary conditions 
- Variations in assumed layer permeability/anisotropy 

- Presence of highly permeable underlying layers which may affect the ability to flood fight the condition 

- Empirical relationships such as the creep ratio 

- モデルの境界条件の考慮

- 仮定された地層の透過性/異方性におけるバリエーション

-水防活動の条件の能力に影響する可能性がある、非常に透過性の高い地下にある地層の存在

- クリープ比などの経験的な関係

• Where a seepage berm is needed, the required minimum berm width is four times the levee height. 
o 浸透側帯が必要な所で、必要とされている最小の側帯の幅は、堤防高さの4倍である。

• The allowable underseepage exit gradient through the combined seepage berm/blanket layer between the levee toe and the seepage berm toe for a water surface set at the DWSE is 　determined by interpolation, using 0.5 at the levee toe and 0.8 at the seepage berm toe. The evaluation is to be done throughout the seepage berm, paying close attention to areas where the blanket layer is thinnest. If the saturated unit weight of either the blanket layer or seepage berm material is less than 112 pcf, the minimum factor of safety for underseepage through the combined seepage berm/blanket layer is 1.6 at the levee toe and 1.0 at the seepage berm toe, with linear interpolation applying between. 
o DWSEでの水面セットについての、堤防の法尻と浸透側帯の法尻の間の結合された浸透側帯/ブランケット層を通る許容される地下浸透の出口勾配は、堤防の法尻の0.5と浸透側帯の法尻の0.8を使って、補間によって決定される。評価は、ブランケット層が最も薄い地域に細心の注意を払って、浸透側帯に亘ってなされることになっている。ブランケット層または浸透側帯の素材のどちらかの飽和単位重量が112pcf未満であるならば、結合された浸透側帯/ブランケット層を通しての地下浸透についての最小の安全率は、堤防法尻で1.6で、浸透側帯の法尻で1.0であり、その間は線形の補間があてはめられる。

• In order for the levees to be more resilient for higher water levels up to the HTOL, the following criteria apply (if the HTOL is more than 0.5 foot above the DWSE – otherwise a separate seepage analysis with the HTOL is not required):
o 堤防がHTOLまでのより高い水位についてよりresilient(災害耐性)を持たせるために、以下の基準があてはまめられる(HTOLがDWSEの上の0.5フィート以上であるならば - さもなければ、HTOLによる別個の浸透解析は必要とされていない)：

 - The underseepage exit gradient at the landside levee toe is required to be 0.6 or less through the combined seepage berm/blanket layer using a steady-state seepage analysis for a water surface set at the HTOL. If the saturated unit weight of either the blanket layer or seepage berm material is less than 112 pcf, the minimum factor of safety for underseepage through the combined seepage berm/blanket layer is required to be 1.3 at the levee toe. 
- 堤内地側の堤防法尻での地下浸透の出口勾配は、HTOLの水面セットについて、定常の浸透解析を使って、結合された浸透側帯/ブランケット層を通して0.6以下であることが要求される。ブランケット層または浸透側帯の素材のどちらかの飽和単位重量が、112 pcf未満であるならば、結合された浸透側帯/ブランケット層を通しての地下浸透についての最小の安全率は、堤防法尻で1.3であることが要求される。

- For seepage berms less than 300 feet wide designed to have a maximum 0.8 underseepage exit gradient at the berm toe for the DWSE, steady state analyses using water surfaces set at the HTOL will be expected to yield higher gradients and lower factors of safety. In some cases seepage calculations may indicate a factor of safety of less than 1.0. This by itself does not necessarily indicate a lack of resiliency of the levee system as the berm toe is generally a distance of at least four times the levee height from the levee itself. Seepage berms should be able to experience some repairable foundation damage from boils for a limited period during an extreme event without seriously compromising the integrity of the levee. This would be expected to be particularly true for berms wider than 100 feet or so. To meet criteria regarding HTOL resiliency while using seepage berms, sound engineering judgment should be used to evaluate if the safety of the levee would be compromised with elevated seepage exit gradients beyond the berm toe. Factors to consider in this assessment should include: 　

- DWSEについて、側帯の法尻で最大の0.8の地下浸透の出口勾配を持つように設計された300フィート未満の幅の浸透側帯について、HTOLでの水面のセットを使った定常解析は、より高い勾配とより低い安全係数を生み出すことが予期されているであろう。場合によっては、浸透計算は1.0未満の安全率を示す可能性がある。このこと自身は、側帯の法尻が一般に堤防自身から堤防高さの少なくとも4倍の距離である時に、必ずしも堤防システムの災害耐性の不足を示さない。浸透側帯は、極端なイベントの間の限定的な期間の間に、堤防の完全性を重大に損うことなしに、ボイリングによるいくらかの修理可能な基礎の被害を経験することができ得るであろう。これは、特に100フィートより広い程度の側帯のために真実であることが予期されているであろう。浸透側帯を使う一方で、HTOLの災害耐性についての基準を満たすために、健全な工学的判断が、堤防の安全性が側帯の法尻を越えて、高まった浸透の出口勾配によって損われるならば、、評価するために使われるのがいい。このアセスメントにおいて考慮べきファクターは以下を含むのがいい：

・Width and thickness of berm and distance from landside levee toe 

・Thickness and composition of the blanket layer 

・Thickness and characteristics of pervious stratum beneath blanket layer and berm. Extreme caution should be used if thick deposits of relatively clean sands, gravels, or cobbles are present immediately beneath the blanket layer. 

・Duration of the hydrograph corresponding to the HTOL 

・Conservatism of the analysis 

・Exit gradient and factor of safety calculated at both the landside levee toe and at the berm toe for the DWSE 

・Magnitude of increase in average exit gradient, or decrease in factor of safety, at berm toe for the HTOL water surface compared to values obtained using the DWSE. In general, if the berm is less than 100 feet wide, for steady state seepage at the HTOL the allowable exit gradient may increase by up to 20 percent (as compared to the DWSE). For blanket layer soils with a saturated unit weight of less than 112 pcf, if the berm is less than 100 feet wide, for steady state seepage at the HTOL the allowable factor of safety for underseepage may not decrease by more than 10 percent (as compared to the DWSE). 

・側帯の幅と厚さと、堤内側の堤防の法尻からの距離

・ブランケット層の厚さと構成

・ブランケット層と側帯の下の浸透性の高い層の厚さと特徴。相対的にクリーンな砂、砂利または玉石の厚い堆積物がブランケット層のすぐ下に存在するならば、極端な注意が払われるのがいい。

・HTOLと一致しているハイドログラフの期間

・分析のConservatism(保守主義)(安全側の判断)
・DWSEについて、堤内地側の堤防の法尻と側帯の法尻の両方において、計算された出口勾配と安全率

・DWSEを使って得られた値と比較して、HTOLの水面について側帯の法尻において、平均的な出口勾配の増加、または、安全係数の減少の大きさ。一般に、側帯が100フィート未満の幅であるならば、HTOLの定常状態の浸透について、許容される出口勾配は最高20パーセント増加する可能性がある(DWSEに比較して)。側帯が100フィート未満の幅であるならば、112 pcf未満の飽和単位重量を持つブランケット層の土壌について、HTOLの定常状態の浸透について、地下浸透についての許容される安全率は、10パーセントを超えては減少しない可能性がある(DWSEに比較して)。

• Underseepage exit gradient and factor of safety criteria also apply within a ditch, canal, or depression near either the levee toe or seepage berm toe. The following requirements relate to the evaluation of underseepage in ditches, canals, and depressions: 
o 地下浸透の出口勾配と安全係数の基準はまた、堤防の法尻または浸透側帯の法尻のどちらかの近くの、溝、運河、または窪地の中に適用される。以下の要件は、溝、運河、および窪地での地下浸透の評価と関連している：

- Gradient calculations must be performed assuming that the water level in the ditch, canal, or depression is at the bottom of the ditch, canal, or depression, unless it can be assured that the ditch, canal, or depression would be filled or partially filled. 
- 勾配の計算は、溝、運河、または窪地における水位が、溝、運河、または窪地が埋め立てられるか、または、部分的に埋め立てられると確信され得ない限り、溝、運河、または窪地の底にあると仮定して、実行されなければならない。

- For cases where the ditch, canal, or depression is expected to contain water, sound judgment must be exercised regarding the margin of safety being provided, the ability to observe seepage distress through the water, and the ability to flood-fight should a boil develop. Where either of these abilities is in doubt, lower allowable gradients and higher minimum factors of safety should be provided to mitigate for these limitations. Actual field performance during high water should be used to verify that a boil, should it develop, would likely be observable. 
- 溝、運河、または窪地が、水を保持することが予期されているケースについて、健全な判断は、提供されている安全性の余裕、水による浸透の撹乱を観察する能力、及び、ボイリングが万一発達した場合の水防の能力に関して行われなければならない。これらの能力のどれかが疑わしい場合には、より低い許容勾配とより高い最小安全係数は、これらの限定を補うために提供されるのがいい。高水の間の実際の現場の機能は、万一それが発達するならばボイリングが観察できる可能性があるであろうことを確認するために用いられるのがいい 。

- Following Corps procedures, for steady state seepage at the DWSE, the maximum allowable exit gradients in a ditch, canal, or depression are 0.5 at the levee toe and 0.8 at 150 feet from the 　levee toe and beyond (up to 300 feet), with linear interpolation applying between the levee toe and 150 feet. For blanket layer soils with saturated unit weights of 112 pcf or less, the required minimum underseepage factors of safety are 1.6 at the levee toe and 1.0 at a distance of 150 feet and beyond, together with linear interpolation between the levee toe and 150 feet. If the underseepage exit gradient in a ditch, canal, or depression at least 300 feet from the levee toe exceeds 0.8, or if the factor of safety calculated is less than 1.0 for low saturated unit weights of the blanket layer, sound engineering judgment should be applied in deciding whether the design is acceptable. 

- DWSEにおける定常的な浸透についての工兵隊の手順に従うと、溝、運河、または窪地の最大の許容される出口勾配は、堤防の法尻において0.5で、堤防の法尻から150フィートとそれを超えたところ(最大300フィートまで)で0.8であり、堤防の法尻と150フィートの間で線形補間を持があてはめられる。112pcf以下の飽和単位重量を持つブランケット層の土壌について、必要とされる最小の地下浸透の安全係数は、堤防の法尻で1.6で、150フィートとそれを超える距離において1.0であり、堤防の法尻と150フィートの間で線形補間される。堤防の法尻から少なくとも300フィートにある、溝、運河または窪地における窪地の地下浸透の出口勾配が0.8を越えているならば、または、計算された安全率がブランケット層の低く飽和した単位重量について、1.0未満であるならば、健全な工学的判断は、設計が容認できるかどうかを決めることに適用されるのがいい。

• For steady state seepage at the HTOL (if the HTOL is more than 0.5 foot above the DWSE – otherwise a separate seepage analysis with the HTOL is not required), the maximum allowable exit gradient in the ditch, canal, or depression is 0.6 at the levee toe. Gradients beyond the toe are allowed up to 20 percent higher than the maximum allowable exit gradients specified above for the DWSE for the same distance from the levee toe. For blanket layer soils with saturated unit weights of 112 pcf or less, the minimum factors of safety are allowed to be 10 percent lower than the minimum underseepage factors of safety specified above for the DWSE for the same distance beyond the levee toe. 
o HTOLにおける定常状態の浸透解析について(HTOLがDWSEの上に0.5フィートを超しているならば - さもなければ、HTOLにおける別個の浸透解析は必要とされていない)、溝、運河、または窪地における最大の許容される出口勾配は、堤防の法尻で0.6である。法尻を越えた所の勾配は、堤防法尻からの同じ距離についてDWSEについての上で指定された最大の許容される出口勾配より高く最高20パーセントまで許される。112pcf以下の飽和単位重量を持つブランケット層の土壌について、最小安全係数は、堤防法尻を越えて同じ距離について、DWSEについて上で指定された最小の地下浸透の安全係数より10パーセント少ないことが許される。

• Instrumentation should also be included at the toe of the seepage berm as part of the remedial construction in order to measure actual piezometric conditions during elevated river stage conditions and compare to seepage model results. Further, the berm design should be "expandable" with sufficient space to either extend the berm footprint or install relief wells at the berm toe if it is deemed necessary in the future. 
o 機器は、また、高い河川水位の間の実際のピエゾ圧力の状況を測定し、浸透モデルの結果と比較するための、改良の建築の一部として浸透側帯の法尻に含まれるのがいい。さらに、側帯の設計は、それが将来において必要であると想定されるなら、側帯のフットプリント(大きさ､量)を拡張するか、側帯の法尻でリリーフウェルを設置するための十分なスペースを持って、「拡張可能」であるのがいい。

Notes: 

In calculating the factor of safety for underseepage, the following equations apply: 

FS = ic/ie
 ic = (γs – γw)/γw 

where: 

FS = Factor of Safety 

ic = critical gradient 

ie = calculated exit gradient 

γs = saturated unit weight of soil (blanket layer) 

γw = unit weight of water (62.4 pcf) 

If relief wells are constructed for seepage control, exit gradient criteria and factors of safety for underseepage must be achieved midway between relief wells.
注：
地下浸透についての安全率を計算することにおいて、以下の方程式があてはまる：

FS = ic/ie 
ic = (γs  -  γw)/γw

ここに：

FS = 安全係数
ic = クリティカルな勾配

ie = 計算された出口勾配
γs=土壌(ブランケット層)の飽和単位重量
γw=水の単位重量(62.4 pcf)

リリーフウェルが浸透の制御のために建設されるならば、地下浸透についての出口勾配の基準と地下浸透のための安全係数は、リリーフウェルの間のぽ中途で達成されなければならない。

7.6 Frequently-Loaded Levees 
7.6 頻繁に水荷重を受ける堤防

The Corps’ Engineering Manual for the Design and Construction of Levees (EM 1110-2-1913, 30 April 2000) states the following: 
堤防の設計と建設のための工兵隊の技術マニュアル(EM1110-2-1913､2000年4月30日)は、以下のように述べている：

Embankments that are subject to water loading for prolonged periods (longer than normal flood protection requirements) or permanently should be designed in accordance with earth dam criteria rather than the levee criteria given herein. 
長期化した期間(通常の洪水防御の要件より長いもの)または恒久的に水荷重に晒される盛土は、ここに与えられた堤防標準というよりも、アースダムの基準に従って設計されるべきである。

To make the Corps’ guidance more specific, a frequently-loaded levee is defined as a levee that experiences a water surface elevation of one foot or higher above the elevation of the landside levee toe at least once a day for more than 36 days per year on average. 
工兵隊のガイダンスをより具体的にするために、頻繁に水荷重を受ける堤防は、平均して1年に36日以上について、少なくとも1日に一度、堤内側の堤防の法尻の標高上に、1フィート以上の水面標高を経験する堤防と定義される。

Frequently-loaded levees should include seepage control and crack-stopping features, like those commonly included in earthen dams of similar height, whenever such levees protect urban or urbanizing areas. In general, seepage exiting the landside slope of the levee without being controlled by filter drains is not acceptable. 
頻繁に水荷重を受ける堤防は、そのような堤防が都市域または都市化している地域を防御する時はいつでも、一般的に同様な高さのアースダムに含められているものように、浸透の制御とクラックを止める構造物を含むのがいい。一般に、フィルタ排水によって制御されずに、堤防の堤内側の斜面に存在する浸透は、容認できない。
In addition to levee design criteria for intermittently-loaded levees as provided in other sections of this document, the criteria for frequently-loaded levees include the following more stringent requirements: 
この文書の他のセクションの中で提供されるような間欠的に水荷重を受ける堤防のための堤防設計基準に加えて、頻繁に水荷重を受ける堤防のための基準は以下のより厳格な要件を含む：

• A phreatic water surface lower than that calculated using steady state seepage analysis is not allowed for landside slope stability analyses. 
o 定常状態の浸透解析を使って計算されたものより低い浸潤面は、堤内側の斜面の安定解析のために許容されない。

• The minimum allowable landside slope stability factor of safety for steady state seepage at the DWSE is 1.5; and 1.3 for a water surface at the HTOL.
o DWSEでの定常状態の浸透についての最小の許容される堤内地側の斜面安定性の安全係数は1.5である；そして、HTOLにおける水面について1.3である。

• The minimum allowable rapid drawdown slope stability factor of safety is 1.2 for a pre-drawdown water surface at the DWSE; for analyses of frequent, large tidal fluctuations, the minimum allowable factor of safety is 1.4 for pre-drawdown and post-drawdown water surfaces corresponding to the mean high-high tide and the mean low-low tide from published data, if available. See Figure 7-2. 
o 最小の許容される急速な水位低下時の斜面安定性の安全率は、DWSEでの低下前の水面について1.2である；頻繁で、大きな潮の変動の分析において、最小の許容される安全率は、入手可能ならば、出版されたデータによる平均の高い満潮と平均の低い干潮と一致している低下前と低下後の水面について1.4である。図7-2を参照。

• The requirements for seismic stability and the ability to rapidly remediate the levee following an earthquake are more extensive – see Section 7.7. 

o 地震の安定性と地震の後に堤防を急速に修理する能力のための要件はより広範である - セクション7.7を参照。
Extra caution is advised for frequently-loaded levees that have a ditch, canal, or depression near the levee toe. 
特別な注意が、堤防法尻の近くに溝、運河、または窪地を持つ、頻繁に水荷重を受ける堤防のために勧められる。

Frequently-loaded levees also require a higher standard of maintenance to prevent damage from vegetation and burrowing animal activity. Design features such as the incorporation of burrowing animal barriers into slope protection, that aid in lower cost and more reliable maintenance are encouraged.
頻繁に水荷重を受ける堤防はまた、植物と穴掘り動物の活動による被害を防止するために、維持管理のより高い水準を必要としている。より低いコストとより信頼できる維持管理を助ける、穴掘り動物へのバリヤーの斜面防御への組み込みのような設計構造物は奨励される。
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Figure 7-2. Rapid Drawdown Loading for Frequently-Loaded Levee with Frequent, Large Tidal Fluctuations
図7-2．頻繁で大きな潮の変動を持つ、頻繁に水荷重を受ける堤防についての急速な低下の荷重

7.7 Seismic Vulnerability 
7.7 地震の脆弱性

An analysis of seismic vulnerability of the levee system for 200-year return period ground motions is required to meet the urban level of flood protection. This analysis should employ typical summer and winter water surface elevations or mean annual high tide and mean annual low tide over the period of gage record. Additionally, potential damages due to either tsunami or seiche wave loading must be considered for levees potentially exposed to such loading. 
200年の再起期間の地震動についての堤防システムの地震の脆弱性の解析は、都市レベルの洪水防御と合致させるために必要とされている。この解析は、一般的な夏と冬の水面標高か、観測器の記録の期間に亘る平均の満潮と平均の干潮が採用されるのがいい。さらに、津波またはセイシュの波の荷重のどちらかによる可能性のある被害は、そのような荷重に晒される可能性のある堤防のために考慮されなければならない。

The most common mode of earthquake-induced damage is expected to be lateral spreading and cracking associated with earthquake shaking together with potential strength losses in the levees and their foundations (e.g. liquefaction). The seismic vulnerability analyses must make use of the most current seismologic interpretations of potential faulting and earthquake sources, together with recent acceleration and velocity attenuation relationships for the soil profiles being analyzed. In some cases, simplified analyses (e.g., Youd et al., 2001) may be used, while other cases may require dynamic response analyses, pseudodynamic slope stability analyses used in conjunction with Newmark-style displacement analyses, and other more detailed numerical displacement analyses. All such analyses should employ recent correlations between field testing (e.g., SPT and CPT penetration results) and liquefaction triggering and residual shear strengths. The end product of these analyses should be estimates of the ranges of deformations along the levee system and an overall estimate of the amount of damage that could be sustained during a 200-year earthquake. In many cases, an estimate regarding potential longitudinal and transverse cracking should also be made, particularly for transverse cracking between liquefied levee reaches and non-liquefied levee reaches and at locations where liquefied levee reaches contain or abut appurtenant structures with rigid or deep foundations.
地震によって引き起こされる被害の最も一般的なモードは、堤防とそれらの基礎における可能性のある強度の損失(例えば､液状化)と一緒になった地震の揺れに伴った、横方向の潰れとクラック発生であることが予期されている。地震の脆弱性の分析は、分析されている土壌プロフィールについての最近の加速度と速度の弱まり関係とともに、可能性のある断層と震源の最も最新の地震学的な解釈を利用しなければならない。場合によっては、簡素化された分析(例えばYoudなど、2001年)は使われる可能性がある一方、他のケースは、動的応答解析、Newmarkスタイルの変位解析と結合されて使われる疑似動的な斜面の安定解析、および他のより詳細な数値的変位解析法を必要とする可能性がある。すべてのそのような分析は、フィールドテスト(例えばSPTとCPT貫通力結果)と、液化の引き起こしと残留せん断強度との最近の相互関係を使用するのがいい。これらの分析の最終成果は、200年の地震の間に継続し得るであろう堤防システムに沿った変形の範囲の評価と被害の額の全般的な評価であるのがいい。多くの場合に、可能性のある縦方向と横方向のクラッキングに関する評価はまた、特に、液状化した堤防区間と液状化しなかった堤防区間の横断方向のクラッキングについて、また、液状化し堤防区間が、堅固であるか深い基礎に付属している構造物を保持するか、これに隣接している地点で行われるのがいい
Levees and floodwalls that are to be repaired or improved to provide the urban level of flood protection and that are vulnerable to seismic damage should be repaired or improved with alternatives that are more resistant to seismic damage and/or easily and economically repaired following an earthquake over other cost-comparable alternatives (e.g., a berm is usually preferable to a slurry cutoff wall). 
都市レベルの洪水防御を提供するために修理され改良されることになっていて、地震の被害に脆弱である堤防と洪水壁は、他のコストが同等の選択肢に比べ(例えば、側帯は通常、スラリーカットオフウォールより好ましい)、地震の被害により抵抗力を持ち､及び/または､地震の後に簡単で経済的に修理される選択肢によって修理され改良されるのがいい。
7.7.1 Intermittently-Loaded Levees 
7.7.1　間欠的に水荷重を受ける堤防

For intermittently-loaded levees (and floodwalls), if seismic damage from 200-year return period ground motions is expected after the urban level of flood protection is achieved, a post-earthquake remediation plan is required as part of an emergency response plan that is developed in coordination with pertinent local, State, and federal agencies. Although the plan must address 200-year return period ground motions at a minimum, civil engineers should consider a range of earthquakes significantly exceeding the 200-year return period. At a minimum, the post-earthquake remediation plan must contain provisions for emergency preparations, mobilization, data gathering, actions, interim repairs, long-term repairs, and public notifications. Included in this plan is an estimate of the amount and extent of damage that might be sustained following an earthquake, and the general magnitude of earth and other materials that would be required to restore a modest level of flood protection within eight weeks. This plan must also include a general set of repair procedures for the interim remediation of cracked and slumped levee sections, including general procedures for excavating and filling cracks, removing disturbed or slumped ground, and keying in new fill. During each periodic review, the post-earthquake remediation plan needs to be reviewed and updated as appropriate. Similarly, if appropriate for amendments to the General Plan and/or zoning ordinances, such amendments should address the availability and preservation of sources of post-earthquake construction materials. Specific considerations for the interim repairs for intermittently-loaded levees include: 
間欠的に水荷重を受ける堤防(そして洪水壁)について、都市レベルの洪水防御が達成された後に、200年の再起期間の地震動による地震被害が予期されているならば、地震後の修理計画は、関係したローカル、州、および連邦の機関との統合において策定される緊急対応計画の一部として必要とされている。計画は最小で200年の再起期間の地震動に対処しなければならないが、土木技術者は200年の再起期間を顕著に越える地震の範囲を考慮するのがいい。最小でも、地震後の修理計画は、緊急事態準備、動員、データ収集、行動、暫定的な修理、長期的な修理、および公衆への通知への準備を含まなければならない。地震に続いて被られるかもしれない被害の量と範囲と、8週間以内に洪水防御の控えめなレベルに復旧するために必要とされているであろう土と他の素材の一般的な大きさの見積りはこの計画に含められている。この計画は、また、クラックを掘り埋めるための一般的な手順、撹乱されたか沈下した地面を取り除いて、新しい埋土を調節することを含み、クラックが入り沈下した堤防部分の暫定的な修理のための修理手順の一般的なセットを含まなければならない。各々の定期的なレビューの間に、地震後の修理計画は、レビューされ、適切な場合にアップデートはされる必要がある。同様に、General Plan(基本計画)、および／または、ゾーニング制条例の改正が適切ならば、そのような改正は、地震後の建設材料のソースの入手可能性と保存に対処するのがいい。間欠的に水荷重をうける堤防についての暫定的な修理のための具体的な考慮は以下を含む：

• An estimate is to be developed of the general magnitude and locations of damage expected throughout the levee system along with the amounts and locations of material needed to restore the levee system’s grade and dimensions (e.g., appropriate crown width and 3h:1v levee slopes) sufficient for protection against the 10-year flood, with three feet of freeboard. 
o 見積りは、3フィートの余裕高を持って10年の洪水に対する防御に十分な堤防システムのグレードと次元(例えば、適切な天端幅と3h：1vの堤防斜面)を復元するために必要な素材の量と位置とともに、堤防システムにわたって予期されている被害の一般的な大きさと位置について策定されることになっている。

• The interim repairs would need to restore 10-year grade and dimensions within eight weeks or less to avoid prolonged exposure of the community during flood season. 
o 暫定的な修理は、洪水期の間ぼコミュニティの長引く暴露を避けるために8週間以下以内に10年のグレードと次元に復元する必要があるであろう。

• Borrow areas and/or stockpiles that could easily provide the materials needed for interim repairs need to be identified. Such materials should meet the levee fill requirements of the Sacramento District Corps (Geotechnical Levee Practice, 2008) and the Central Valley Flood Protection Board (Title 23) (Board, 2010). 

o 暫定的な復旧のために必要な材料を容易に供給し得るであろう、土取場、及び/または､ストックパイルが識別される必要がある。そのような材料は、Sacramento District Corps (Geotechnical Levee Practice, 2008)(サクラメント区工兵隊(地質工学的な堤防実施方法､2008年))とCentral Valley Flood Protection Board (Title 23) (Board, 2010)(セントラルヴァリー洪水防御ボード(タイトル23)(ボード､2010年))の堤防盛土要件に合致させるのがいい。

• Haul routes for fill placement need to be identified. 
・盛土の設置のための運搬路は識別される必要がある。

• Slope protection for the newly placed fill needs to be included. 
o 新しく設置された盛土のための斜面防御は、含まれる必要がある。

• To the extent that seismic damage to the levee system would be so significant and widespread that it would be infeasible to restore 10-year protection within eight weeks, seismic strengthening is required to provide the urban level of flood protection. 
o 堤防システムへの地震被害が、とても重要で広範囲に及んでいるであろうので、8週間以内に10年の防御を復元することが実行不可能であろう範囲では、地震への強化は都市レベルのを提供するために必要とされている。

• The public should be informed as quickly as possible after a damaging earthquake as to system damages and the resulting interim level of protection that will be provided. 
o 一般大衆は、システムの被害と提供されるであろう結果として生じる暫定的な防御のレベルについて、被害を起こした地震の後にできるだけ速く情報提供されるのがいい。

7.7.2 Frequently-Loaded Levees 
7.7.2　頻繁に水荷重を受ける堤防

Frequently-loaded levees (and floodwalls), such as many levees in the Sacramento-San Joaquin Delta, are required to have seismic stability sufficient to maintain the integrity of the levee and its internal structures without significant deformation. In most cases, for frequently-loaded levees with less than five feet of freeboard, earthquake-induced deformations should be limited to less than three feet of total deformation and about one foot of vertical displacement. Levees with rigid penetrations or appurtenances may require smaller allowable seismic deformations. Considerations of potential transverse and longitudinal cracking are even more important for frequently-loaded levees and such assessments are required to meet the urban level of flood protection. However, frequently-loaded levees with larger cross-sections and freeboard may be allowed larger seismic deformations subject to engineering analyses and judgment. 
サクラメントサンウォーキンデルタの多くの堤防などの頻繁に水荷重を受ける堤防(そして洪水壁)は、堤防の完全性と顕著な変形のない､その内部構造を維持することについて十分な地震の安定性を持つことが必要とされている。5フィート以下の余裕高を持つ頻繁に水荷重をうける堤防について、ほとんどの場合に、地震によって引き起こされる変形は、3フィート以下の全体の変形と、約1フィートの鉛直変位に制限されるはずである。堅い貫通構造物または付属物を持つ堤防は、より小さな許容の地震の変形を必要とする可能性がある。可能性のある、横方向と縦方向の、クラッキングの考慮は、頻繁に水荷重を受ける堤防のためによりいっそう重要で、そのようなアセスメントは、都市レベルの洪水防御と合致させるために必要とされている。しかし、より大きな横断面と余裕高を持つ頻繁に水荷重を受ける堤防は、技術的な解析と判断の対象になるより大きな地震の変形が許容される可能性がある。

For frequently-loaded levees and floodwalls, design ground motions higher than the 200-year return period level should also be considered based on the potential consequences of a levee breach or floodwall failure. 
頻繁に水荷重を受ける堤防と洪水壁について、200年の再起期間のレベルより大きい設計地盤動はまた、堤防の決壊または洪水壁の崩壊の可能性のある結果に基づいて考慮されるのがいい。
7.8 Levee Geometry 
7.8　堤防の幾何的形態
Minimum levee geometry criteria have previously been specified by various Corps and State guidance documents. The guidance for various minimum levee geometry and their references are as follows in Table 7-1:
最小の堤防の幾何的形態の基準は、以前に様々な工兵隊と州のガイダンス文書によって指定されている。様々な最小の堤防形態のためのガイダンスとそれらの参考文献は次の通り表7-1中にある：

Table 7-1. Summary of Existing Levee Geometry Guidance
テーブル7-1。既存の堤防の幾何的形態のガイダンスの要約
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	工兵隊のマニュアルEM 1110-2-1913(2000年4月30日)
	Title23.Waters Division 1.

ｾﾝﾄﾗﾙﾊﾞﾚｰ洪水防御ﾎﾞｰﾄﾞｶﾘﾌｫﾙﾆｱ　規制ｺｰﾄﾞ(2010年1月22日)
	工兵隊ｻｸﾗﾒﾝﾄ区

地質的堤防実施方法

PRFP10L0(2008年4月11日)

	最小天端幅(ﾌｨｰﾄ)


	10
	20(主要な流路の堤防)

12(小さな流路の堤防)


	20(本川､主要な支川及びバイパスの堤防)
12(小さな支川の堤防)

	最小の水側の堤防の斜面

	2h:1v
	3h:1v
4h:1v(バイパスの堤防)

	3h:1V

	最小の堤内側の堤防の斜面

	2h:1v
	2h:1v
3h:1v(バイパスの堤防)

	3h:1v(新しい堤防)
2h:1v(良好な機能を持つ既存の堤防)


For new levees, or levees with extensive reconstruction, situated along major waterways, a minimum 20-foot-wide crown width and 3h:1v waterside and landside slopes (4h:1v waterside slope for bypass levees) is required. Exceptions may be allowed for reconstruction of existing levees where the authorized geometry provides for a steeper slope or narrower crown, the levee has performed well, and it meets stability and seepage criteria. These geometry requirements represent minimum requirements, and wider levee crowns and/or flatter slopes may be necessary in some areas depending upon geologic and geotechnical considerations. At the same time, however, minimum requirements should be associated with generally uniform, levee materials and homogeneous embankments. Steeper slopes may be allowed in certain circumstances where there is limited space available, and where levees are demonstrated to meet minimum seepage and stability criteria. Steeper waterside levee slopes may be acceptable where stability criteria are met and either slope protection is provided or it is determined that wavewash erosion for a water surface at or below the DWSE could not result in breaching of the levee. For example, levees with slopes steeper than new minimum requirements may be acceptable with elements such as central clay cores, slurry cutoff walls, landside filters or drains, or soil reinforcement which substantially decrease seepage hazards and increase slope stability. 
主要な水路に沿って位置する、新しい堤防または広範に復旧された堤防について、最小の20フィートの幅の天端と3h：1vの水川と堤内側の斜面(バイパスの堤防について、4h：1vの堤外側の斜面)が、必要とされている。例外は、認可された形態がより急勾配な斜面またはより狭い天端を規定していて、堤防がよく機能していて、それが安定性と浸透の基準に合致している所の、既存堤防の復旧のために許される可能性がある。これらの幾何的形態の要件は最小の要件を表していて、より広い天端、および／または、より平らな斜面は、地質学的及び地質工学的な考慮に依存していくつかの地域で必要である可能性がある。しかし、同時に、最小の要件は、一般に均一の、堤防の素材と、均質な盛土と関連づけて考えるのがいい。より急勾配な斜面は、入手可能な制限されたスペースしかなく、堤防が最小の浸透と安定性の基準を満たすことを示された一定の状況で許される可能性がある。より急勾配の堤外側の堤防の斜面は、安定性の基準が満たされていて、斜面防御が提供されているか、DWSE以下の水面について波に洗われる浸食が堤防の決壊を結果としてもたらし得ないであろうと決定されているところで、許される可能性がある。例えば、新しい最小の要件より急勾配な斜面を持つ堤防は、中心部の粘土のコア、スラリーカットオフウォール、堤内地側のフィルタまたは排水管、または、大幅に浸透のハザードを減少させ斜面の安定性を増加させる土壌強化などの要素によって容認可能になる可能性がある。

The levee prism should be considered to continue underground based on projection of the above-ground levee slopes. The projected levee slopes are useful for evaluating erosion, excavations, and encroachments near the levee.
堤防プリズム(基本形)は、グラウンドの上の堤防斜面の投射に基づいて、地下に続くと考えられるのがいい。投影された堤防斜面は、堤防近くの浸食、掘削、および浸食を評価することに有益である。
7.8.1 Wide Levees 
7.8.1　幅広い堤防
Levees that are wider than the minimum requirement may have steeper slopes if the minimum required dimensions would fit entirely within the actual levee, and if seepage and slope stability criteria are met (for both deep and shallow failure surfaces). 
最小限に必要とされている次元が、実際の堤防に完全に適合するならば、そして浸透と斜面の安定性基準(深いものと、浅い崩壊面について)が満たされているならば、広い堤防は最小限の要件に比べより急勾配な斜面を持つ可能性がある。

For extremely wide levees (e.g., more than 50-foot crown width), seepage and slope stability criteria do not need to be met for the outer levee slopes as long as the following criteria are met: 
極めて広い堤防(例えば50フィート以上の天端幅)について、浸透と斜面の安定性の基準は、以下の基準が満たされている限り外側の堤防斜面について満たされている必要がない：

• An analysis must be performed which demonstrates that the anticipated slope failure soil mass would effectively buttress the remaining levee slope to meet stability criteria. The analysis must consider that seepage, sloughing, and erosion can lead to a progressive failure and breaching of the levee. 
o 分析は実行されなければならない(それが、予期されている斜面崩壊の土壌が、安定性基準を満たすように、残っている堤防斜面を効果的に支えるであろうということを証明する)。分析は、浸透、抜け落ち、及び浸食が、堤防の進行性の崩壊と決壊を引き起し得ることを考慮しなければならない。

• The central remnant portion of the levee after sliding or slumping of the outer slopes must incorporate a minimum levee geometry cross section (i.e., the minimum required dimensions would fit entirely within the remnant levee mass). 
o 外側の斜面のスベリ又は落下の後の、堤防の中央部の残った部分は、最小の堤防の幾何学的断面に組み入れなければならない(すなわち最小の必要とされている次元は、残った堤防のマスの以内で完全に適合するであろう)。
• The combined remnant levee and slumped portions must meet seepage and slope stability criteria for both landside and waterside slopes and for both deep and shallow failure surfaces. Residual soil shear strength parameters must be used along sliding surfaces beneath slumped soil masses. 
o 結合された残った堤防と落下した部分は、堤内側と水側の斜面の両方について、また、深層と浅層の面の両方について、浸透と斜面安定性の基準に合致しなければならない。残りの土壌のせん断強度のパラメータは、落下した土壌のマスの下の、スベリ面に沿って使われなければならない。

• For a rapid drawdown condition, the resulting slide mass on the waterside slope should be considered to be eroded away and cannot be relied upon to create a stabilizing or buttressing soil mass. 
o 急速な水位低下について、水側の斜面の結果として生じているスベリのマスは、浸食し去られることを考慮するのがよく、安定化または支えのマスを形成するようには依存できない。
7.8.2 Access Roads, Turnouts, and Ramps 
7.8.2　アクセス道路､退避所、及びランプ

Access roads to the levee should be provided at reasonably close intervals and should be all weather roads that will allow access for the purpose of inspection, maintenance, and flood fighting. Access road on levees, turnouts, turnarounds and ramps should be designed in accordance with the requirements of Corps EM 1110-2-1913 - and Title 23 (for levees regulated by the Board). 
堤防へのアクセス道路は、適度に近い間隔で提供されるのがよく、検査、維持管理、および水防の目的のためにアクセスを可能にするであろう全天候の道路であるのがいい。堤防へのアクセス道路、退避所、転向所、およびランプは、工兵隊のEM1110-2-1913、及びTitle 23(ボートによって規制された堤防について)の要件に従って設計されるべきである。

7.9 Interfaces and Transitions 
7.9　接合部と遷移部
The civil engineer must consider, evaluate, and explicitly design for interfaces and transitions between different types of levee sections and features along a levee system. Appropriate overlaps, transitions, and connections between features must be evaluated and designed to ensure that the levee system functions holistically, such that no levee reach is more susceptible to problems than an adjacent reach due to gaps in features, loading/demand concentrations, or other three-dimensional effects. Such interfaces, transitions, and connections commonly occur at the ends of seepage berms, seepage cutoff walls, revetments, and floodwalls. 
土木技術者は、堤防の断面と堤防システムに沿った構造物の異なったタイプの間の接合部と遷移部について、考慮し、評価し、明示的に設計しなければならない。構造物の間の、適切なオーバーラップ、変遷部、及び接続は、どのような堤防区間も、構造物の中のギャップ、荷重/要求の集中、または、他の三次元的な影響のために、隣接の区間に比べて、問題に陥りやすくないように、堤防システムが全体的に機能していることを保証するように、評価され設計されなければならない。そのような接合部、遷移部、及び接続部は、一般的に浸透側帯、浸透カットオフウォール、護岸の舗装、および洪水壁の終端で起こる。

7.10 Erosion 
7.10　浸食
The potential for erosion damage must be evaluated and addressed. Erosion damage to riverine levees is usually due to the following conditions: 1) high velocity flows coupled with erosive levee materials and/or poor hydraulic conditions; 2) large waves developed by wind over large, open bodies of water like a bypass; and 3) boat wakes. Erosion hazard is increased by a number of factors, which include: 
浸食の被害の可能性は、評価され対処されなければならない。河川内の堤防への浸食被害は通常、以下による：1) 浸食されやす堤防素材、および／または、貧弱な水理状況と結び付けられた高い流速の流れ；2) バイパスのような大きく開いた水体での風によって発達した大きな波；そして、3）航跡波。浸食のハザードは、以下を含む多くのファクターによって増大させられる：

• Compromised levee prism geometry 

• Geomorphologic trends as indicated by channel migration and historical damage 

• Loss or narrowing of the natural “berm” located between the levee and stream bank 

• Streamflow velocity, depth, duration, and shear 

• Wind-wave shear stress 

• Levees constructed from erodible materials, particularly low cohesion sands/silts or dispersive soils 

• Stream banks or berms composed of erodible materials such as mining debris 

• Detrimental hydraulic anomalies, such as encroachments 

• Absence of beneficial vegetation or other slope protection 

o 損われた堤防プリズム(標準断面)形態

o 水路の移動と歴史的な被害によって示されるような地形的なトレンド

o堤防と流路の河岸の間に位置する自然の｢側帯｣の損失または幅の狭まり

o河川流量の速度、深さ、期間、およびせん断

o風波のせん断応力

o 浸食されやすい材料(特に、低い粘着力の砂/シルトまたは固度の低い土壌)によって建設された堤防

o採鉱の廃棄物のような、浸食されやすい材料から構成された流路の河岸または側帯
o占用のような、有害な水理的な異常状態

o有効な植生または他の斜面防御の欠如

Levees that pose an immediate erosional breaching hazard during either a flood or normal flow condition need to be repaired based on analysis of the above hazard factors. Similarly, levees that are likely to be significantly damaged during either a flood or normal flow condition should be protected with appropriate slope treatments. Field surveys of bank conditions and near-bank bathymetry may reveal new or worsened vulnerabilities after high flow events. Operation and maintenance of flood protection features should be implemented in a forward-looking manner that identifies potential levee safety risks due to erosion. Performance-based analyses should be considered as well as predictive models. At a minimum, the civil engineer’s analyses should consider the annual erosion surveys conducted under the Corps Sacramento River Bank Protection Project and the DWR erosion surveys conducted on the San Joaquin River flood protection system. The downward projection of the theoretical 3h:1v waterside levee slope that stays within the natural stream bank has traditionally been considered to represent a minimum element of slope stability for the overlying levee fill. Figure 7-3 shows how this projection is made for a typical levee section.
洪水または通常の流れのどちらかの間に、即時の浸食の決壊のハザードを提示する堤防は、上記のハザード要因の解析に基づいて修理される必要がある。同様に、洪水または通常の流れのどちらかの間に、顕著に被災する可能性のある堤防は、適切な斜面の処置によって防御されるべきである。河岸の状況と近くの河岸の水深測量の現地調査は、大流量イベントの後で、新しいもの、または、悪化させられた弱点を明らかにする可能性がある。洪水防御構造物の操作と維持管理は、浸食による可能性のある堤防安全のリスクを識別する前向きな方法で実施されるべきである。機能ベースの分析は、予測的モデルと同様に考慮されるのがいい。最低限でも、土木技術者の分析は、工兵隊サクラメント区の河岸防御プロジェクトの下で実施された年間の浸食調査と、サンウォーキン川洪水防御システムについて実施されたDWRの浸食調査を考慮するのがいい。自然の流路の河岸の中に存在する理論的な3h：1vの水側の堤防斜面の下方への投影は、伝統的に、上に横たわる堤防盛土についての斜面安定性の最小要素を表すと考えられている。図7-3は、どのように、この投影が、典型的な堤防断面のために作られるかを示す。
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Figure 7-3. Example of How to Project the Waterside Levee Slope for Determining Acceptable Bank Erosion
図7-3　許容される河岸の浸食を決定するために、水側の堤防斜面を計画する方法の例

　　　　　　3フィートの余裕高　　　　　　　　　　　　典型的な既存の堤防断面
　200年の水面標高の中央値　　　　浸食以前の側帯の幅

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　標準的な河川内の堤防プリズムの形態
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　水側の河岸勾配　3H:1V

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　堤内側の河岸勾配　2H:1V

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　過度に急な堤防斜面と堤防プリズムの中に割り込んでいる
　　　　　　　　　　　　　　　　　後退している側帯は、割り込みの修理への対応を必要として
　　　　　　　　　　　　　　　　　堤防の幾何的形態の違反を表している

　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　堤防プリズムの中へ割り込んでいる法尻または河岸のスカ―は、割り込みの修理
　　　　　　　　　への対応を必要として、堤防の幾何的形態の違反を表している
Velocity and shear stress computations for assessment of erosion potential should follow methods described in Corps EM 1110-2-1913 and EM 1110-2-1601. River channel hydraulics and migration can be assessed using the methods described in EM 1110-2-1416 and EM 1110-2-1418. Hydraulic models developed for the Sacramento River Bank Protection Project are available from the Corps Sacramento District or from DWR. 
浸食の可能性のアセスメントのための流速とせん断力の計算は、工兵隊EM1110-2-1913とEM1110-2-1601で説明された方法に従うのがいい。河川の水路の水理と移動は、EM1110-2-1416とEM1110-2-1418において説明された方法を使って評価され得る。Sacramento River Bank Protection Project(サクラメント川河岸防御プロジェクト)のために開発された水理モデルは、工兵隊のサクラメント区またはDWRから入手可能である。

National Resource Conservation Service (NRCS) maps, geomorphologic study reports prepared for DWR Levee Evaluations Program or other local sources should be reviewed to evaluate whether dispersive soils are in the vicinity and thus may have been incorporated into the levee embankments (URS Corporation, 2011 and Kleinfelder, 2011). If further evaluation is warranted, the testing procedures summarized in ASTM STP 623 "Dispersive Clays, Related Piping, and Erosion in Geotechnical Projects" should be considered.
National Resource Conservation Service (NRCS)(国立資源保全局)のマップ、DWR Levee Evaluations Program(DWRの堤防評価プログラム)のために用意された地形の調査レポート、または、他のローカルの情報源は、分離性(dispersive soils)の土が付近にあるかどうか、それから堤防盛土にそれが組み入れられているかどうかを、評価するためにレビューされるのがいい(URS Corporation, 2011年、とKleinfelder, 2011年)。さらなる評価が保証されるならば、ASTM STP 623 "Dispersive Clays, Related Piping, and Erosion in Geotechnical Projects" (ASTM STP623「地質工学的なプロジェクトの中の、パイピングと浸食に関連した、分離的な粘土」)において要約された試験手順が考慮されるのがいい。

Design of erosion repairs and erosion protection should conform to guidance in the Corps documents cited above and in the Corps Hydraulic Design Criteria, including flattening the slope, armoring the slope, and vegetation. Procedures for computation of wind setup and wave runup for the purpose of evaluating erosion potential need to conform to requirements identified elsewhere in these criteria. If the presence of dispersive soils is confirmed, in addition to rock protection, mitigation measures may include flattening the slopes or use of native grasses that can tolerate the soil chemistry. In severe cases covering of dispersive soils or removal and replacement may be appropriate.
浸食の修理と浸食の防御は、斜面の緩勾配化、斜面の被覆、及び植生設置を含めて、上記に引用された工兵隊の文書の中とCorps Hydraulic Design Criteria(工兵隊の水理設計基準)の中のガイダンスに従うのがいい。浸食の可能性を評価するための風セットアップと波ランナップの計算のための手順は、これらの基準の他の場所で同定された要件に従う必要がある。分離性の土壌の存在が確認されるならば、岩による防御に加えて、緩和手段は斜面の緩勾配化、または、土壌の化学特性に耐性がある在来の草の使用を含む可能性がある。厳しい場合に、分離性土のカバーまたは除去と置換は適切である可能性がある。
7.11 Right-of-Way 
7.11　通行権
Right-of-way criteria for levees and floodwalls in urban and urbanizing areas need to meet the following objectives: 
都市部と都市化している地域の堤防と洪水壁についての通行権の基準は、以下の目的と合致する必要がある：

• Allow adequate room for maintenance, inspection, patrolling during high water, and flood fighting. 

• To the extent practical, adequate right-of-way should be available to provide additional room to expand facilities in the future. Reasons to expand the facilities might include: 

－Desire by the community to provide higher levels of flood protection. 

－Changes in design criteria, poor performance during high water, updated hydrology and/or hydraulics, or other data that would indicate that additional modifications are necessary to maintain the urban level of flood protection. 

• Prohibit excavations and land modifications that would endanger the integrity of the levee or floodwall. 
o 維持管理、検査、高水時の巡視、及び水防活動のための適切な余地を可能にすること
o 実用的な範囲で、適正な通行権は、将来において施設を拡張するために追加の余地を提供するために利用可能にするのがいい。施設を拡張する理由は以下を含むかもしれない：

－コミュニティによる、洪水防御のより高いレベルを提供する希望
－設計基準の変更、高水の間の貧弱な機能、アップデートされた水文学および／または水理、または、追加的な修正が都市レベルの洪水防御を維持することに必要であることを示すであろう、他のデータ。

o 堤防または洪水壁の完全性を危険にさらすであろう掘削と土地の変更の禁止
7.11.1 Right-of-Way for Access and Inspection 
7.11.1　アクセスと検査のための通行権

In order to meet the first objective, fee title or an easement for the entire levee prism extending from the centerline of the channel to a minimum of 20 feet beyond the landside toe of the flood protection system needs to be acquired, except as provided below. For dry land levees or some setback levees, the waterside portion of the right of way should extend 20 feet beyond the waterside toe. Where seepage/stability berms and/or relief wells are present, the measurement of the minimum 20-foot-wide zone should be beyond the limits of those features (including seepage collection ditches). Easements are less desirable than fee title. The 20-foot wide landside zone must be maintained to meet the Board’s Title 23 requirements for inspection and flood fighting, for levees regulated by the Board. 
第一の目的と合致させるために、水路のセンターラインから、洪水防御システムの堤内地側の法尻を越える最小限20フィートに伸びる堤防プリズム全体についての、料金による権利取得（fee title）または地役権は、以下に提示される場合を除いて、取得されることが必要とされる。水がない陸地の堤防またはいくつかのセットバック堤について、通行権の堤外側の部分は、堤外側の法尻を越えて、20フィート伸ばすのがいい。漏出/安定性の側帯および／またはリリーフウェルが存在する所で、最小の20フィートの幅のゾーンの測定は、それらの構造物(浸透水収集溝を含む)の、限界を超えて行われるのがいい。地役権は、料金による権利にくらべより望ましくない。20フィートの幅の堤内地のゾーンは、ボードによって規制されている堤防について、検査と水防作業のためのボードのTitle 23の要件を満たすように維持管理されなければならない。

If the rights for this 20-foot-wide zone on the landside have not been acquired, and present a major challenge to acquire, then the following alternatives are acceptable for meeting the urban level of flood protection:
堤内地のこの20フィートの幅のゾーンのための権利が取得されていなく、取得するための主要な困難性を示すならば、その時には、以下の選択肢が、都市レベルの洪水防御と合致させるために容認できる：

• For levee systems that currently have development within 20 feet of the landside toe of the levee and where acquiring the rights for the 20-foot-wide zone presents a major challenge, another alternative would be for the city or county to note this as an exception to the criteria and to adopt a long-term plan to either obtain rights for a minimum 10 foot wide clear zone, or to obtain rights to meet visibility requirements established in Title 23 over a 20-foot-wide zone. Title 23 visibility requirements pertain to visibility through fencing, walls, structures, and for controlling vegetation. Walls, fences, vegetative screens or other physical obstructions which restrict the ability to conduct inspections of the landside toe and adjacent 20 feet shall be modified or removed to allow for visual inspection of the ground surface. Complete removal, partial removal, thinning, or trimming of vegetative growth within 20 feet (such as thick groundcovers, shrubs, wild thickets, and low hanging trees) would also be performed under this approach. Since this approach may require easements, it is expected that this approach will take significant time and financial resources. If a city or county pursues this alternative approach, they must take the following minimum actions to meet the urban level of flood protection: 
・現在堤防の堤内地の法尻の20フィート以内の開発を持っていて、20フィートの幅のゾーンのための権利の取得が主要な困難性を示す堤防システムについて、別の選択肢は、市または郡について、基準の例外としてこれに言及し、最小の10フィート幅の開けたゾーンのために権利を得るか、20フィートの幅のゾーンにわたり、タイトル23中で設定された可視性の要件を満たすための権利を得るかのどちらかのための長期計画を採用するであるであろう。タイトル23の可視性の要件はフェンス囲い、壁、構造物による可視性と、植生の制御に関係している。堤内側の法尻と近隣の20フィートの検査を実施する能力を制限する、壁、フェンス、植物のスクリーン、または、他の物理的な障害物は、地表面の目視検査を可能にするために、修正または除去されるものとする。20フィート以内の、完全な除去、部分的な除去、間引き、または、植生の成長(厚い地面の被覆、低木、野生の茂み、および低い懸架している樹木など)の刈り込みはまた、このアプローチの下で実行されるであろう。このアプローチが地役権を必要とする可能性があるので、このアプローチは顕著な時間と財源がかかるであろうということは予期されている。市または郡が、この代替アプローチを追跡するならば、彼らは、都市レベルの洪水防御と合致させるために、以下の最低限の行動をとらなければならない：

－The city or county is required to have a plan in place for the entire levee system that the finding is to cover. This plan would include, to the extent allowable by law, either that the property owner for a non-compliant parcel grant an easement or fee title for either the 10-foot-wide clear zone for access or the 20-foot-wide zone meeting Title 23 requirements for visibility at time of property sale or transfer in ownership. 
－市または郡は、「確認」がカバーすることになっている、堤防システム全体のために現地に計画を持つことを要求される。この計画は、法律よって許される範囲で、順守していない区画についての地主が、アクセスのための10フィートの幅の開けたゾーン、または、資産の売却または所有権の移転の時に、Title23の可視性についての要件に合致する20フィートの幅のゾーンのどちらかのために、地役権または料金による権利を認めることを含むであろう。

－The city or county must establish, document, and publicize a realistic target schedule for either acquiring the property rights or meeting Title 23 requirements for visibility for the levee reaches on non-compliant parcels. An example target schedule would be to obtain easements for 50 percent of the currently non-compliant parcels within the 20-year period that the initial finding is in effect for, and the easements for the remaining 50 percent should be obtained within 20 years after the second finding. 
－市または郡は、財産権を取得するか、または、順守されていない区画における堤防区間についてのTitle23の可視性の要件に合致させるかのどちらかについての、現実的なスケジュールを、設立し、文書化し、公表しなければならない。目標スケジュールの例は、当初の「確認」が効力を発揮する時期の20年以内に現在の順守されていない区画の50%についての地役権を得て、残りの50%の地役権について、二回目の「確認」の後の20年以内に取得されるはずである。

－Structural features such as a berm that serves as a road four to five feet high at the levee toe that is appropriately designed with a retaining structure can mitigate some of the access and visibility limitations, and may be considered as meeting access criteria in limited circumstances in lieu of obtaining additional right-of-way. 
－擁壁構造物によって適切に設計されている堤防の法尻において、4から5フィートの高さの道路として役立つ側帯などの構造的な構造物は、アクセス可能性と可視性の制限のいくらかを緩和し得て、追加の通行権を得る代わりに限定された状況においてアクセスの基準に合致していると考えられる可能性がある。

－In all situations where access and visibility is restricted, consideration should also be given to increasing the factor of safety for the geotechnical design of the levee to compensate for the limited access and visibility. 
－アクセスと可視性が限定されるすべての状況において、考慮はまた、堤防の地質工学的な設計が限定されたアクセスと可視性を補うために安全係数を増大させることに払われるのがいい。

• For levee systems where the adjoining lands are currently undeveloped and are currently largely agricultural or open space, there must be a long-term plan to acquire rights for the 20-foot-wide zone at the landside toe. If the community currently does not have the financial ability to obtain this right of way in the short term, they must make take the following minimum actions to meet the urban level of flood protection: 
o 隣接地が現在未開発で、主として現在農業的であるか、オープン・スペースである堤防システムについて、堤内側の法尻の20フィートの幅のゾーンのために権利を取得する長期計画がなければならない。コミュニティが現在、短期的にこの通行権を得るための財政力を持っていないならば、彼らは、都市レベルの洪水防御と合致させるために以下の最小限の行動をしなければならない：

－The city or county is required to have in place either General Plan policies, building standards, or an ordinance that prevents, to the extent allowable by law, incompatible structures or excavations in the 20-foot-wide clear zone until it is acquired. 
－市または郡は、それが取得されるまで、General Plan(基本計画)の政策、建築基準、または法律によって許される範囲で、20フィート幅のクリヤーゾーンにおける、相容れない構造物または掘削を禁止する条例を、現地に持つことを要求される。

－The city or county must establish, document, and publicize a realistic target schedule for acquiring the easements for the 20-foot-wide clear zone. An example target schedule would be to obtain fee title or easements for 100 percent of the parcels within the 20-year period for which the initial finding is in effect. 
－市または郡は、20フィートの幅のクリヤーゾーンについての地役権を取得するための現実的な目標のスケジュールを、確立し、文書化し、公表しなければならない。目標スケジュールの例は、最初の「確認」が効力を発する20以内に区画の100パーセントについて料金による権利または地役権を得ることであるであろう。

7.11.2 Right-of-Way for Long-Term Flood Protection 
7.11.2　長期的な洪水防御のための通行権
In order to meet the second objective, it is desirable to acquire right-of-way for a future needs area that has a width equal to at least 4 times the levee height or 50 feet, whichever is greater, on the land side of the 20-foot clear zone. If acquired: 
2番目の目的と合致させるために、たとえ、どれもが20フィートのクリヤーゾーンの堤内側でより大きくても、少なくとも堤防高さの4倍または50フィートに等しい幅を持っている地域が将来的に必要なので、通行権を取得することは望ましい。取得されるならば：

• No structures may be constructed in this future needs area. 

• It must also be understood that some seepage is normal and acceptable during high water, so uses incompatible with this seepage should not be allowed in this area. The future needs area may be used for open space, agriculture, bike and pedestrian trails, outdoor recreation, parking lots, or other similar uses not likely to have an adverse impact on the structural integrity of the levee or floodwall, but with the understanding that these facilities may be displaced by future levee construction. 

o どの建造物も、この将来の必要性の地域で建設されない可能性がある。

o ある程度の浸透が高水の間に普通で容認できることはまた理解されていなければならないので、この浸透と相容れない用途はこの地域で許されないのがいい。将来の必要性がある地域は、オープン・スペース、農業、バイクと歩行者の通路、アウトドア・レクリエーション、駐車場、または堤防または洪水壁の構造的な完全性への悪影響を持つ可能性がない他の同様な用途のために使われる可能性があるが、これらの施設が将来の洪水壁の建設によって置き換えられる可能があるという理解が伴う。

For urbanizing areas adjacent to levees, cities and counties should consider developing even more aggressive setback criteria that keeps permanent structures away from the levees. The criteria should also limit actions that could have adverse effects on the performance of the levee system or restrict future modifications to the levee system. Setback distances could range from 70 to 400 feet beyond the future needs area depending on the height of the levees, future plans for the levee system, and other site-specific conditions. 
堤防と隣接している都市化している地域について、市と郡は、永久的な構造物を堤防から遠ざけるという、さらにより積極的なセットバックの策定を考慮するのがいい。基準は、また、堤防システムの機能の悪影響を及ぼすか、堤防システムの将来の修正を限定することができ得る行動を制限するのがいい。セットバックの距離は、堤防の高さ、堤防システムについての将来の計画、およびその他のサイト固有の条件に依存して、将来の必要の地域を超えて、70から400フィートの範囲にし得るであろう。

7.11.3 Land Use Restrictions to Prohibit Loss of Levee Integrity 
7.11.3　堤防の完全性の損失を防止するための土地利用の制限

In order to meet the third objective, the city or county should adopt restrictions on excavations within 400 feet of levees or floodwalls greater than 15 feet in height and 200 feet for levees or floodwalls less than 15 feet in height. Excavation or grading may be allowed as long as it does not adversely affect the functioning of the levee or floodwall.
3番目の目的と合致させるために、市または郡は、堤防または洪水壁の400フィート未満での深さ15フィートを超える掘削と、堤防または洪水壁についての200フィートにおいて15フィート未満の掘削についての制限を採用するのがいい。それが堤防または洪水壁の機能に悪影響しない限り、掘削または地均しは許される可能性がある。

As a general guide, the bottom of an excavation should not extend below a plane that starts at the boundary of the future needs area and extends downward at a 10h:1v slope. Any excavation or grading that extends below this plane requires a report from a civil engineer stating that the proposed or existing activities or features “will not have an adverse impact on the integrity/operation of the flood control system.” 
一般的なガイドとして、掘削の底は、将来の必要性の地域の境界で始まり、下方に10h：1vの勾配で伸びる面の下に伸びないのがいい。この面の下に伸びる、どのような掘削または地均しでも、提案されたか、または、既存の行為または構造物は、「洪水防御システムの完全性/操作への悪影響を持たないであろうということ」を述べている土木技術者によるレポートを必要とする。

7.12 Encroachments (Excluding Penetrations, Closure Structures, and Levee Vegetation) 
7.12　占用(貫通構造物､閉鎖構造物､堤防植生を除く)
7.12.1 Assessment of Existing Encroachments 
7.12.1　既存の占用のアセスメント

In order to assess existing encroachments, the civil engineer needs to render an opinion as to the impact of the existing encroachments, within the 20-foot visibility zone and future needs area defined in Section 7.11, on the reliable performance of the levee/floodwall during the 200-year flood event. The civil engineer shall consider the following when making this opinion: type, age, condition, performance history of the encroachment, and impacts on the levee/floodwall structural integrity, impacts on the hydraulic effect on the channel and floodway, and impacts on the operation and maintenance of the levee/floodwall. 
既存の占用を評価するために、土木技術者は、200年の洪水イベントの間堤防/洪水壁の信頼できる機能に関して、セクション7.11で定義された20フィートの可視性ゾーンと将来の必要の地域の中の既存の占用の影響について意見を提示する必要がある。土木技術者はこの意見を作る時に以下を考慮することとする：占用のタイプ、経過年数、状況、機能の歴史、および、堤防/洪水壁の構造的な完全性への影響、水路と洪水水路の水理的な効果への影響、および堤防/洪水壁の操作と維持管理への影響。
A hazard assessment needs to be performed for each encroachment, permitted or not permitted. Encroachments with a high hazard need to have a full engineering evaluation, to demonstrate that the hazard is acceptable, or be removed. 
ハザード評価は、各占用について、許可されるか、または、許可されないかについて、実行される必要がある。高い危険性を持つ占用は、ハザードが容認できるか、または、除去されることを証明するために完全な技術的評価を持つ必要がある。

In cases where the existing encroachment is outside the levee minimum geometry and visibility right of way, engineering judgment may replace the detailed geotechnical and hydraulic analyses. 
既存の占用が堤防の最低限の幾何的形態と可視性の通行権の外にあるケースでは、工学的判断は詳細な地質工学的及び水理的な解析に置き換えられる可能性がある。
All existing encroachments are to be authorized by the agency responsible for permitting encroachments along the levee (or floodwall), or removed. The encroachment operation and maintenance shall respect the conditions required by the approved permit application. 
すべての既存の占用は、堤防(または洪水壁)に沿った占用の許可に責任のある機関によって、認可されるか、除去されることになっている。占用の操作と維持管理は、承認された許可の申請によって要求されている条件を尊重することとする。
Recognizing that establishing permits for existing encroachments and/or removal of unpermitted encroachments can be a lengthy process, often times requiring administrative and/or legal actions by state or federal entities, the following is acceptable for meeting the urban level of flood protection: 
既存の占用についての許可の設立及び/または非許可の占用の許可が、長いプロセスであり得て、しばしば、州または連邦の主体による、行政的､及び/または､法的な行動を必要とすることを認識して、以下は、都市レベルの洪水防御と合致させるために容認できる：

• All encroachments considered high hazard are to be removed or modified to restore the reliability of the levee/floodwall. Encroachment removal shall be performed under the direction of a civil engineer and should address, at a minimum, seepage and slope stability issues and the structural integrity of the levee. In addition, the encroachment removal must not diminish hydraulic capacity of the channel or hinder operations and maintenance. A proposed removal plan is to be approved by the levee maintaining agency and the Board (for levees regulated by the Board). Encroachment removal from levees regulated by the Board shall follow the requirements of Title 23, unless otherwise authorized by the Board. 
o 高いハザードと考えられるすべての占用は、堤防/洪水壁の信頼性を復旧するために取り除かれるか、修正されることになっている。占用の除去は、土木技術者の指導のもとで実行されることとし、最小限でも、浸透と斜面安定の課題と、堤防の構造的な完全性に対処するのがいい。さらに、占用の除去は、水路の水理的能力を減少させてはならず、操作と維持管理を妨げてはならない。提案された除去計画は、堤防維持管理機関とボード(ボードによって規制された堤防について)によって承認されることとする。ボードによって違った形で認可されない限り、ボードによって規制された堤防からの占用の除去はTitle 23の要件に従うこととする。

• For other encroachments which are not considered to be high hazard, but cannot be permitted due to issues such as maintenance, flood fighting, or agency standards, the city or county is required to have a plan in place for the entire length of levee that the finding is to cover. To the extent allowable by law, this plan would include eventual removal or permitting of all such encroachments. The city or county must establish, document, and publicize a realistic target schedule for implementation of this plan. An example target schedule would be to remove or permit 50 percent of the currently non-compliant encroachments within the 20-year period that the initial finding is in effect for, and the remaining 50 percent would be addressed in the subsequent 20 years. 
o 高いハザードであると考えられないが、維持管理、水防活動、または機関の基準などの問題のため許されることができない他の占用について、市または郡は、「確認」が、カバーすることになっている堤防の全長について現地に計画を持つことが必要とされている。法律によって許される範囲まで、この計画はすべてのそのような占用の最終的な除去または許可を含むであろう。市または郡はこの計画の実施のために、現実的な目標のスケジュールを、設立し文書化し公表しなければならない。目標スケジュールの例は、最初の「確認」が効力を発揮する20年の期間以内に現在順守されていな占用の50パーセントを取り除くか、または許すことであるであろうし残りの50パーセントはその後の20年に対処されることであろう。

7.12.2 New Encroachments 
7.12.2　新しい占用

All new (proposed) encroachments within the 20-foot visibility zone and the future needs area shall meet current Corps guidance (and the Board’s Title 23 requirements for levees regulated by the Board) for design and construction, unless otherwise authorized by the agency responsible for permitting encroachments along the levee (or floodwall). All new encroachments should be properly permitted. 
20フィートの可視化ゾーンと将来の必要性の地域の中のすべての新しい(提案された)占用は、堤防(または洪水壁)に沿って、占用の許可に責任のある機関によって異なる形で認可されない限り、設計と建設について、現在の工兵隊のガイダンス(及び、ボードによって規制される堤防についてのボードのTitle23の要件)に合致させることとする。すべての新しい占用は適切に許可されるべきである。
7.13 Penetrations 
7.13　貫通構造物
7.13.1 Assessment of Existing Penetrations 
7.13.1　既存の貫通構造物のアセスメント

Penetrations typically include pipe crossings through the levee embankment and its foundation as well as transportation structures over the levee embankment. Penetrations have the potential to produce rapid breaching as they can provide a preferential seepage path or an open conveyance for floodwaters. All penetrations need to be assessed for structural and functional integrity. All penetrations are to be authorized by the agency responsible for permitting penetrations along the levee (or floodwall), removed, or properly abandoned. 
貫通構造物は一般に、堤防の盛土の上の交通構造物だけでなく、堤防の盛土とその基礎を通じて横断しているパイプを含む。それらが洪水の優先的な浸透経路またはオープンな通過経路を提供し得るので、貫通構造物は、急速な崩壊を生み出す可能性を持っている。すべての貫通構造物は、構造的及び機能的な完全性についてアセスされる必要がある。すべての貫通構造物は、堤防(または洪水壁)に沿った貫通構造物の許可について責任がある機関によって、認可され、除去されるか、または、適切に放棄されることになる。

7.13.2 Pipes and Culverts 
7.13.2　パイプとカルバート
In order to assess pipes and culverts penetrations, an engineering assessment shall be rendered as to whether each penetration will compromise the reliable performance of the levee/floodwall during the 200-year flood event. The engineering assessment shall be performed by a civil engineer. Consideration should be given to the type of utility, pipe diameter, pipe material, pipe joint type, number of joints, angles, thrust protection, pipe bedding and method, age, degree of corrosion, location and depth below the DWSE, performance history, pipe testing or inspection (video inspection) results, and remaining life of the facility.
パイプとカルバートの貫通構造物をアセスするために、工学的なアセスメントが、各貫通構造物が200年の洪水イベントの間に堤防/洪水壁の信頼できる性能を損うであろうかどうかについて提示されることとする。工学的アセスメントは土木技術者によって実行されることとする。考慮は、ユーティリティのタイプ、パイプ直径、パイプ素材、パイプのジョイントタイプ、ジョイントの数、角度、押し込み保護、パイプの基礎と方法、経過年数、腐食の程度、DWSEの下の位置と深さ、機能の歴史、パイプの試験または検査(ビデオ検査)の結果、及び施設の残っている寿命に払われるのがいい。

Section 8.1 of Corps EM 1110-2-1913 provides guidance on factors to consider in evaluating penetrations through levees. These include the height of the levee, the duration and frequency of high water stages against the levee, the susceptibility to piping and settlement of levee and foundation soils, the type of pipeline (low or high pressure line, or gravity drainage line), the pipe material, the structural adequacy of existing pipe and pipe joints, and the adequacy of the backfill compaction, the feasibility of providing closure in event of ruptured pressure lines or failed flap valves in gravity lines during high water, the ease and frequency of required maintenance, the cost of acceptable alternative systems, possible consequences of piping or failure of the pipe, and previous experience with the owner in constructing and maintaining pipelines. Other factors to consider include but are not limited to corrosion/degradation rates, the relation of the penetration relative to the design water surface, and the design life of the penetration. 
工兵隊のEM1110-2-1913のセクション8.1は、堤防を通過する貫通構造物を評価することにおいて考慮するためのファクターについてのガイダンスを提供する。これらは、堤防の高さ、堤防に対する高水水位の期間と頻度、堤防と基礎土壌のパイピングと沈下の鋭敏性、パイプラインのタイプ(低圧または高圧のライン、及び重力排水のライン)、パイプの材質、既存のパイプとパイプのジョイントの構造的な適切性、埋め立ての締め固め、高水の期間の破裂した圧力管または重力流のラインのフラップバルブの故障のイベントにおける閉塞の提供の可能性、要求される維持管理の容易さと頻度、利用可能な代替システムのコスト、パイピングまたはパイプの故障の可能性のある結果、及びパイプラインの建設と維持管理についての所有者の以前の経験の適切性が、含まれている。考慮すべき他のファクターは、腐食/劣化の程度、設計水面と関連付けた貫通構造物の関係、および貫通構造物の設計寿命を含むが、これに限定されない。

7.13.3 Transportation Penetrations 
7.13.3　交通の貫通構造物
For each transportation penetration (e.g., closure structure for a roadway or railroad crossing of a levee below the elevation of the adjacent levee crown), an assessment needs to be provided by a civil engineer -- considering its maintaining entity, results of the last inspection, type of corridor, width of corridor, structural section thickness and types, structural section conditions, configuration of abutments and/or piles, and associated closure structure type and location. The engineering assessment also needs to include an opinion regarding the effects on seepage and stability, any three-dimensional effects, operation and maintenance of the existing closure structure, and potential for overtopping of the transportation penetration during the design event, and its consequences. 
各交通貫通構造物(例えば、堤防天端に隣接した標高の下の堤防を横切る道路または鉄道のための閉鎖構造物)のために、アセスメントは、その維持管理主体、最近の検査の結果、通路のタイプ、通路の幅、構造物の断面の厚さとタイプ、構造的な断面の条件、擁壁及び/または杭の形態、及び付随する閉鎖構造物のタイプと位置を考慮して－土木技術者によって提供される必要がある。工学的なアセスメントはまた、浸透と安定性、すべての三次元的な影響、既存の閉鎖構造物の操作と維持管理、及び設計イベントの間の交通貫通構造物の越水の可能性とその結果ついての意見を含む必要がある。

An engineering hazard assessment needs to be performed for each penetration. High hazard penetrations need to be identified and have a full engineering evaluation to demonstrate that the hazard is acceptable, or the penetration is to be removed or properly abandoned. 
工学的なハザード評価は、各貫通構造物のために実行される必要がある。高いハザードの貫通構造物は、識別されて、ハザードが容認できることを証明するための完全な工学的評価を持つ必要があるか、または、貫通構造物が除去されるか適切に放棄される必要がある。

7.13.4 Investigation for Unknown Penetrations 
7.13.4 未知の貫通構造物のための調査

The civil engineer must consider whether there could be unknown penetrations, taking into account such factors as the levee’s construction history, maintenance and encroachment control history, and any previous investigations for unknown penetrations. The objective is to provide confidence that all penetrations have been identified and their effect on levee integrity considered. If there is uncertainty as to the presence of unknown pipe penetrations, the civil engineer needs to use or conduct a study using land based continuous levee crown geophysical methods with a capability of assessing the levee material and the upper 20 feet of foundation materials. Pipe penetrations that are located from this survey need to be reported to the appropriate permitting agency for enforcement action and assessed for structural and functional integrity. A permit application for any unpermitted pipe needs to be provided to the permitting agency or the pipe should be removed or properly abandoned.
土木技術者は、堤防の建設の歴史､維持管理と占用のコントロールの歴史、及び全ての以前の未知の貫通構造物についての調査のようなファクターを考慮して、未知の貫通構造物があり得るであろうかどうかを考慮しなければならない。目的は、すべての貫通構造物が識別され、それらの堤防の完全性への影響が考慮されている信頼を提供することである。未知のパイプの貫通構造物の存在について不確実性があるならば、土木技術者は、堤防素材と上部の20フィートの基礎の素材をアセスする能力を持つ土地に基づいて連続的な堤防天端の地質物理的な方法使った、調査を使うか、または、実施する必要がある。この調査から突き止められるパイプ貫通構造物は、強制行動のために適切な許可機関に報告され、構造的及び機能的な完全性について評価される必要がある。どのような許可されていないパイプのための許可申請でも許可機関に提供される必要があるか、または、パイプは取り除かれるか適切に放棄される必要がある。

7.13.5 Abandoned Penetrations 
7.13.5　放棄された貫通構造物

Penetration abandonment needs to be performed under the direction of a civil engineer and should address at a minimum seepage issues, migration of soils, and the structural integrity of the levee. Penetration abandonment needs to follow the Corps requirements (for Project levees), requirements of Title 23 for levees regulated by the Board, and any other levee/floodwall owner requirements. Any unpermitted pipes or culverts need to be removed or modified at the pipe owner’s expense if appropriate. 
貫通構造物の放棄は、土木技術者の指導のもとで実行される必要があり、最低限の浸透の課題、土壌の移動、および堤防の構造的な完全性に対処するのがいい。貫通構造物の放棄は、工兵隊の要件(プロジェクト堤防について)、ボードによって規制された堤防についてのTitle 23の要件、およびすべての他の堤防/洪水壁の所有者の要件に従う必要がある。どのような許されなかったパイプまたはカルバートでも、取り除かれるか、適切ならば、パイプ所有者の費用で修正する必要がある。

7.13.6 Pipe and Culvert Inspection 
7.13.6　パイプとカルバートの検査

Pipe and culvert penetrations need to be inspected or tested at minimum five year intervals by a visual or video-inspection or by pressure testing. An inspection report needs to be made available upon request to qualified personnel. 
パイプとカルバートの貫通構造物は、最低限、5年間隔で、目視またはビデオの検査、または圧力試験によって、検査または試験される必要がある。検査レポートは、有資格の者に要求に応じて利用可能にされる必要がある。

7.13.7 New Penetrations 
7.13.7　新しい貫通構造物

All new (proposed) penetrations are to be authorized by the agency responsible for permitting penetrations along the levee (or floodwall). All new penetrations needs to meet current Corps guidance for design and construction and Title 23 guidance for pipes permitted by the Board (except as otherwise authorized by the Board). For smaller diameter pipes installed in larger diameter pipes through the levee or its foundation, the annular space between the two pipes must be fully grouted along the entire portion crossing the levee or its foundation. No plastic pipes are permitted for new or replacement construction. New penetrations should be designed to allow for interior video access for inspection purposes. In addition, new pressurized pipelines must have their invert placed above the DWSE and not be located in the actual levee prism or its foundation unless the civil engineer provides a professional opinion that “the pipe or culvert will not have an adverse impact on the integrity/operation of the flood control system.” EM-1130-201913 indicates the conditions of a pressurized pipe to be accepted in the levee foundation. All new pressurized pipes need to be equipped with a positive closure at the waterside edge of the levee crest. Any gravity-flowing pipe needs to be provided with a flap gate at the waterside outlet and a sluice gate located in a gatewell at the waterside edge of the levee crest. The positive closures and the sluice gates need to be accessible during high water stages. 
すべての、新しい(提案された)貫通構造物は、堤防(または洪水壁)に沿った貫通構造物の許可について責任がある機関によって認可されるものとする。全ての新しい貫通構造物は、設計と施行について現在の工兵隊のガイダンスと、ボード(ボードによって異なる形で認可されている場合を除いて)による許可されたパイプについてのTitle23のガイダンスに合致する必要がある。堤防またはその基礎を通過して、より大きな直径のパイプに設置されたより小さな直径のパイプについて、2つのパイプの間の環状の間げきは堤防またはその基礎と交差している部分全体に沿って完全にグラウトされなければならない。どのようなプラスチックのパイプも、新しいか、または、置換の建設について許可されない。新しい貫通構造物は、検査目的のために内部のビデオのアクセスを可能にするように設計されるのがいい。さらに、新しい加圧のパイプラインは、DWSEの上に置かれたそれらのインバートを持ち、土木技術者が、「パイプまたはカルバートは、洪水防御システムの完全性/操作への悪影響を持たないであろう」という専門的な意見を提供しない限り、実際の堤防プリズムまたはその基礎に置かれるべきではない。EM-1130-201913は、堤防基礎の中で許可可能な加圧のパイプの条件を示す。すべての新しい加圧のパイプは、堤防天端の上の水側の端にpositive closure(正閉鎖)を装備される必要がある。どのような重力流のパイプでも、水側の出口にフラップゲートと堤防天端の水側の端のゲートウォールに置かれたスルースゲートを装備される必要がある。positive closureとスルースゲートは、高水水位の間にアクセス可能である必要がある。

7.14 Floodwalls, Retaining Walls, and Closure Structures 
7.14　洪水壁､擁壁、及び閉鎖構造物

Current Corps design guidance for special features such as floodwalls, retaining walls, and closure structures is to be followed. This information is included in Corps' EM 1110-2-1913, EM 1110-2-2502, EC 1110-2-6067, and ETL 1110-2-571. Because design considerations for floodwalls and closure structures are still evolving since the 2005 New Orleans flood, caution should be used when designing and assessing these structures. All global slope stability and embankment through-seepage and underseepage safety criteria requirements are applicable for floodwalls, retaining walls, and closure structures on levees. In addition, the civil engineer must evaluate and address the potential for the floodwall to induce settlement in the levee. 
現在の工兵隊の、洪水壁、擁壁、および閉鎖構造物などの特別な構造物についてのガイダンスは、以下のようになっている。この情報は工兵隊のEM1110-2-1913、EM1110-2-2502、EC1110-2-6067、およびETL1110-2-571に含められている。洪水壁と閉鎖構造物のための設計考慮がまだ、2005年のニューオリンズ洪水以来策定中であるので、これらの構造物を設計し、評価する時に、注意が払われるのがいい。すべての全体的な斜面安定性と、盛土内浸透と地下浸透の安全基準の要件は堤防の上の洪水壁、擁壁、および閉鎖構造物のために適用可能である。さらに、土木技術者は、洪水壁が堤防の沈下を起こす可能性を評価し、対処しなければならない。

Floodwalls and retaining walls should only be used where it is impractical to use a conventional earth embankment, such as where there is insufficient space due to pre-existing improvements. If floodwalls are proposed on a levee, they should only be used for supplemental freeboard along the levee crest and account for impacts on operation and maintenance. 
洪水壁と擁壁は、すでに存在している改良によって充分なスペースがない所などの、在来的な土の盛土を使うことが非現実的な所だけで、使われるのがいい。洪水壁が堤防の上に提案されるならば、それらは堤防天端に沿った補足的な余裕高のためにだけに使われて、操作と維持管理への影響を考慮するのがいい。

For closure structures, the civil engineer needs to provide the following information: maintaining entity, levee mile, Global Positioning System coordinates, Board permit number (if applicable), structure details, length of time to close structure, location and type of materials for closure, structure dimensions, age, and performance history. 
閉鎖構造物について、土木技術者は、以下の情報を提供する必要がある：維持管理主体、堤防の距離標、グローバル・ポジショニング・システムの座標、ボードの許可番号(適用可能ならば)、構造物の詳細、閉鎖構造物の使用期限、閉鎖構造物についての素材の位置とタイプ、構造物の諸元、経過年数、および機能の歴史を提供する必要がある。

Closure structures need to be tested at least once a year prior to the flood season so that crews responsible for implementing the structures are familiar with their operation and to provide assurance that all parts are present and in working order. 
閉鎖構造物は、構造物を操作することについて責任があるクルーが、それらの操作に精通するように、及び、全ての部品が存在しうまく動くという保証を提供するために、洪水期の前に、少なくとも年に1度テストされる必要がある。

7.15 Burrows
7.15　動物による穴 
Burrowing animals can present a significant threat to levee integrity; therefore, proactive animal control and damage repair are two required levee maintenance practices where burrowing animals are present. The potential for burrowing animal damage and associated remediation should also be considered during design. The Levee Owner’s Manual for Non-federal Flood Control Works prepared by the Corps establishes that burrowing animal control techniques involving fumigation, bait stations, bait broadcasting, or trapping have proven effective in certain situations, but regulatory agencies over various jurisdictions may have different requirements for environmental compliance. The issues to consider during design and evaluation include: 
穴掘り動物は、堤防の完全性に重要な脅威を示し得る；従って、穴掘り動物が存在する所では、積極的な動物制御と被害の修理は、2つの必要とされている堤防維持の実施方法である。穴掘り動物の被害とそれに関連した修理の可能性はまた、設計の間に考慮されるのがいい。工兵隊によって用意された、Levee Owner’s Manual for Non-federal Flood Control Works（非連邦の工作物のための堤防所有者のマニュアル）は、薫蒸消毒、餌場、餌の散布、または罠に関係している穴掘り動物の制御技術が一定の状況において効果的であると判明したことを立証するが、様々な管轄権に亘る規制機関は、環境上の遵守について異なる要件を持つ可能性がある。設計と評価の間に考慮すべき問題は以下を含む：

• Individual or networked animal burrows may completely traverse a levee section. 

• There is no effective method to completely exclude burrowing animals from occupying grass-covered levees. 

• Rodenticide-treated baits are the most economical of all approaches to rodent population reduction 

• DWR and other flood control agencies have found that (1) excavating and backfilling and (2) grouting are effective methods for repairing burrows. Grouting is more cost effective. A common and effective grout mix is made up of 3 parts cement, 1 part bentonite, and water added to achieve 8-10 inches of slump. Grout is pumped at low pressures to avoid damaging the embankment, starting low and proceeding up the levee slope. 

• Levee dragging should only occur after burrows are repaired. 

• For certain situations, such as short levee reaches, permanent burrowing animal barriers should be considered in designs. 
o 個々のまたはネットワーク化された動物の穴は、完全に堤防断面を横切る可能性がある。

o 完全に穴掘り動物を、草でカバーされた堤防の占拠から除外する効果的な方法が全然ない。

o 殺鼠剤を含む餌は、齧歯類の個体数の減少へのすべてのアプローチの中で最も経済的である。

oDWRと洪水制御機関は、(1)掘削と埋め戻しと、(2)グラウトが、穴を修理するための効果的な方法であると気付いた。グラウトりはより費用対効果が高い。一般的で効果的なグラウトの混合は、セメント3に対しベントナイト1と、8-10インチのスランプを達成するために追加された水からなる。グラウトは、盛土の損傷を避けるために低圧でポンプ注入され、低く始まり、堤防斜面を登って進む。
o穴が修理された後にだけ、堤防のdragging(整形)が起こされるのがいい。

o 短い堤防区間などの一定の状況について、永久的な穴掘り動物への障壁は、設計の中で考慮されるのがいい。
7.16 Levee Vegetation 
7.16　堤防の植生
DWR is committed to developing flood risk reduction solutions that also meet environmental goals. Guidance for levee vegetation management is focused on improving public safety by providing for levee integrity, visibility, and accessibility for inspections, maintenance and flood fight operations, while at the same time protecting important and critical environmental resources, including the remaining shaded riverine aquatic habitat (SRA) along many levees. 
DWRは、環境目標をまた満たしている、洪水リスク削減策の策定に責任を持つ。堤防の植生管理のためのガイダンスは、多くの堤防に沿った残っている日影を与えられた川の水の生息地(SRA)を含む、重要で重大な環境資源を同時に保全する一方で、検査、維持管理、および水防作業のための、堤防の完全性、可視性、およびアクセス可能性に提供することによって、公衆安全を高めることに焦点を合わせている。

Policies and criteria regarding removing trees and other woody vegetation that have grown and matured on levees are evolving and will be informed by ongoing and future research. Engineers and levee maintaining agencies are encouraged to consider the results of this research when deciding how to manage trees and other woody vegetation on levees. 
堤防の上で成長し成熟している樹木と他の樹木性の植物を取り除くことについての政策と基準は、策定中で、実施中で将来の研究によって情報が与えられる。エンジニアと堤防維持管理機関は、どのように堤防の上の樹木と他の樹木性の植物を管理するかを決める時に、この研究の結果を考慮するように勧められている。

The State’s policy directives for managing vegetation on State Plan of Flood Control levees are incorporated into the 2012 Central Valley Flood Protection Plan. 
State Plan of Flood Control(洪水制御の州の計画)の堤防上の植生を管理するための州の政策の指令は、2012 Central Valley Flood Protection Plan(2012年のセントラルヴァリー洪水防御計画)に組み入れられる。

The following criteria are to be used for managing vegetation on levees protecting urban and urbanizing areas. The criteria provide significant flexibility for engineers and levee maintaining agencies to remove or retain existing trees and other woody vegetation. Because of the importance of these critical resources, it is anticipated that implementation of these criteria will result in near-term retention of the vast majority of existing trees and other woody vegetation that provide important and critical habitat. In the long-term, it is anticipated that the vast majority of trees and other woody vegetation on the lower waterside levee slope would continue to grow with little or no management. 
以下の基準は、都市部と都市化している地域を防御している堤防の上の植生を管理するために使われることとする。基準は、エンジニアと堤防維持管理機関に、既存の樹木と他の樹木性の植生を取り除くかまたは保持するかに、顕著な柔軟性を提供する。これらの重大な資源の重要性のため、これらの基準の実行が、重要で重大なハビタットを提供する既存の樹木と他の樹木性の植生の広範な大多数の短期的な保持を結果として生じるであろうということが予期されている。長期的には、下部の水側の堤防の斜面の樹木と他の樹木性の植生の広範な大多数が、僅かの管理で、または、管理なしで成長し続けるであろうことが予期されている。
7.16.1 Engineering Evaluation 
7.16.1　技術的評価
An engineering inspection and evaluation shall be conducted to identify trees and other woody vegetation (alive or dead) on the levee and within 15 feet of the levee toes that pose an unacceptable threat (currently or prior to the next periodic review) to the integrity of the levee. Identified trees shall be removed and associated root balls and roots shall be appropriately remediated. At a minimum, all roots larger than one and one-half inches in diameter that are within three feet of the perimeter of the tree trunk will be removed. Immature trees less than 4-inches in diameter at breast height that are removed may be cut off at or below ground level, generally without root removal. More extensive root removal may be required, depending upon the location, size, and type of tree; the quantity, orientation, and size of the roots; the dimensions of the levee (or floodwall); the composition of the levee and foundation, and the levee features that address seepage and underseepage. Less extensive root removal may be justified where roots from adjacent trees would be unduly damaged. Any excavation resulting from the above actions shall be backfilled with engineered fill using appropriate placement, moisture conditioning, and compaction methods. 
技術的な検査と評価(現状の､または､次の定期的なレビューに先がけて)は、堤防の完全性に受け入れられない脅威を提示する堤防上と堤防の法尻の15フィート以内の樹木と他の樹木性の植生(生きているもの､または、枯れているもの)を識別するために実施されることとする。識別された樹木は取り除かれて、関連した根巻と根は適切に修理されることとする。最低限で、木の幹の周辺の3フィート以内にある直径1.5インチより大きい全ての根は、取り除かれるであろう。取り除かれる直径4インチ以下の胸高直径の未熟な木は、一般に根の除去なしで地表面または以下で切られる可能性がある。より広範な根の除去は、樹木の位置、大きさ、およびタイプ；根の量、方向、および大きさ；堤防(または洪水壁)の形態；堤防と基礎の構成、及び浸透と地下浸透に対処する堤防の構造に、依存して、必要とされる可能性がある。隣接した木からの根が過度に破損するであろう所で、より広くない根の除去は正当化される可能性がある。上記の行動に起因しているどのような掘削でも、適切な配置、水分調節、および締固め工法を使った、設計された埋め立てよって埋め戻されることとする。

Based on the engineering inspection and evaluation, trees and other woody vegetation that do not pose an unacceptable threat need not be removed. 
技術的検査と評価に基づいて、受け入れられない脅威を提示しない樹木と樹木性の植生は、取り除かれる必要がない。

7.16.2 Routine Inspection 
7.16.2　ルーティンの検査
As part of the routine operation and maintenance responsibilities of the levee maintaining agency, trees and other woody vegetation that are not removed must be monitored to identify changed conditions that cause any of these remaining trees and other woody vegetation to pose an unacceptable threat to levee integrity. 
堤防の維持管理機関の日常的な操作と維持管理の責任の一部として、取り除かれない樹木と他の樹木性の植生は、これらの残っている木と他の樹木性の植生のどれでも、堤防の完全性にとって受け入れ不可能な脅威を生じさせる変化した条件を識別するために監視されなければならない。

7.16.3 Newly Constructed Levees 
7.16.3　新しく建設された堤防

New levees are to be designed, constructed, and maintained according to the Corps ETL 1110-2-571- Guidelines for Landscape Planting and Vegetation Management at Levees, Floodwalls, Embankment Dams and Appurtenant Structures. These standards limit vegetation to native grass species on levee crown, slopes, and within 15 feet of the levee toe (or less if the existing easement is less than 15 feet). In certain circumstances, trees and other woody vegetation may be allowed on portions of the landside slope, waterside slope, and riverbank or berm for a newly constructed levee if a specially designed planting berm is added. This planting berm must represent an over-built section with respect to minimum geometries, and be of sufficient size and configuration to serve to mitigate potential negative impacts to levee safety with respect to seepage, stability, and erosion criteria should either windfall or root decay occur. 
新しい堤防は、工兵隊のETL 1110-2-571- Guidelines for Landscape Planting and Vegetation Management at Levees, Floodwalls, Embankment Dams and Appurtenant Structures(ETL1110-2-571-堤防、洪水壁、盛土ダム、および付属構造物における景観的な植樹と植生の管理のためのガイドライン)に従って、設計され建設され維持管理されていることになっている。これらの基準は、堤防天端、斜面、及び堤防法尻の15フィート以内(または、既存の地役権が15フィートより少ないならばそれ以下)の植生を、在来種の草の種に限定している。一定の状況において、特別に設計された植生側帯が追加されるならば、木と他の樹木性の植生は、新しく建設された堤防について、堤内側の斜面、堤外側の斜面、及び河岸または側帯の一部に許される可能性がある。植生側帯は、最低限の形態の観点から余分に建設された断面を示さなければならず、風により倒木または根の腐敗のどちらかが万一起こったとしても、浸透、安定性、及び浸食の基準の観点から、堤防の安全への可能性のある悪影響を緩和するために役立つのに十分な大きさと形状をもっていなければならない。

7.16.4 Levee Repair or Improvement 
7.16.4　堤防の修理または改良

In cases of levee repair or improvement, vegetation shall be removed as required to meet objectives of the specific project. Vegetation removed as part of direct construction activities may not be replaced. However, vegetation on other sections of the levee, not affected by the construction activity may remain in place, and natural revegetation may be allowed outside of the vegetation management zone. Note that in many instances, waterside trees and other woody vegetation would be allowed to remain, particularly on the lower waterside slope and channel bank outside of the vegetation management zone, due to environmental and engineering benefits that include erosion protection, soil reinforcement, and sediment recruitment. 
堤防修理または改良の場合に、植生は、特定のプロジェクトの目的と合致させることを要求されるように、取り除かれることとする。直接的な建設作業の一部として取り除かれた植生は、再設置されない可能性がある。しかし、建設作業により影響されない、堤防の他の断面の植生は、現地に残る可能性があり、自然の再植生は、植生管理ゾーンの外で許される可能性がある。多くの例において、浸食防御、土壌強化、及びセディメントの捕捉を含む、環境上と工学的な利点によって、水側の樹木と他の樹木性の植生(特に、下部の堤外側の斜面と、植生管理ゾーン外の水路の河岸において)は、許されるであろうということに注意すべきである。

Engineers and levee maintaining agencies should also consider preserving trees and other woody vegetation within the vegetation management zone that provide important or critical habitat in consultation with the appropriate resources agencies, or erosion protection on the waterside levee slope and nearby bank by including the following root mitigation alternatives as part of any levee improvement program:
エンジニアと堤防の維持管理機関は、また、適切な資源機関との相談により、重要で重大なハビタット、または、全ての堤防改良プログラムの一部として以下の根の緩和の選択肢を含む水側の堤防斜面と近くの河岸における浸食防御を、提供する植生管理ゾーン内の樹木と樹木性の植生の保全を考慮するのがいい：

• where feasible, the overall width of the levee is widened landward by at least 15 feet beyond the standard minimum levee dimensions, or 

• an effective root or seepage barrier is installed within the upper 10-15 feet of the levee crown in order to mitigate potential impacts by tree roots 
・実現可能な所で、堤防の全幅は、標準の最小限の堤防次元を越えて少なくとも15フィート堤内の方へ広げられる、または

・効果的な根または浸透のバリヤーが、木の根による可能性のある影響を緩和するために、堤防天端の上部10-15フィート以内に設置される

7.16.5 Levees with Existing Vegetation 
7.16.5　既存の植生を持つ堤防

Levees with existing vegetation are to be maintained according to the levee vegetation management criteria included in the CVFPP, described below. DWR’s levee inspection program first developed “interim criteria” for use in the fall 2007 levee inspections, which were later described as “interim criteria for visibility and accessibility” in California’s Central Valley Flood System Improvement Framework (2009). 
既存の植生を持つ堤防は、下で説明されるCVFPPに含められている堤防植生管理基準に従って、維持管理されることになっている。DWRの堤防検査プログラムは、最初に2007年秋の堤防検査における使用のための「暫定的な基準」を策定した(それは後で、California’s Central Valley Flood System Improvement Framework (2009)(カリフォルニアのセントラルヴァリー洪水システム改良フレームワーク(2009年))の中の“interim criteria for visibility and accessibility”(「可視性とアクセス可能性のための暫定的な標準」と記述された)。

The vegetation management criteria establish a vegetation management zone in which trees are trimmed up to five feet above the ground (12 foot clearance above the crown road) and thinned for visibility and access (see Figures 7-4 through 7-7). Brush, weeds or other such vegetation over 12 inches high are to be removed in an authorized manner. 
植生管理基準は、木が、地上最高5フィートまで刈り込まれ(天端道路の上の12フィートのクリアランス)、可視性とアクセス可能性のために間引きされる植生管理ゾーンを設定する(図7-4から7-7までを参照)。12インチの高さの、ブッシュ、雑草、または他のそのような植生は、認可された方法で除去されることになっている。
7.16.6 Lower Waterside Vegetation 
7.16.6　下部の堤外側の植生
Waterside vegetation below the vegetation management zone may remain in place without trimming or thinning, unless it poses an unacceptable threat to levee integrity. 
それが堤防の完全性にとって受け入れ不可能な脅威とならない限り、植生管理ゾーンの下部の堤外側の植生は、刈り込みまたは間引きなしに、現地に残る可能性がある。

7.16.7 Life-Cycle Vegetation Management 
7.16.7　ライフサイクルの植生管理

Life-cycle management (LCM) of trees and other woody vegetation retained in the vegetation management zone is required so as to eventually obtain a vegetation management zone clear of trees and other woody vegetation through the ongoing removal of immature trees and other immature woody vegetation. 

LCM provides that: 

• the required removal of immature trees and other woody vegetation less than four inches in diameter at breast height is conducted in consultation with the appropriate resources agencies, 

• trees and other woody vegetation beyond this size (that do not pose an unacceptable threat to levee integrity) may live out their normal lives on the levee, and 

• throughout their lives and after their deaths, these trees and other woody vegetation are periodically evaluated, and if found to pose an unacceptable threat to levee integrity, would be removed. 
植生管理ゾーンに保持されている樹木と他の樹木性の植生のライフサイクル管理(LCM)は、未熟な樹木と他の未熟な樹木性の植生の継続的な除去によって、樹木と他の樹木性の植生から、植生管理ゾーンを最終的にクリヤーに保つように要求されている。

LCMは以下を規定する：

　　　　　　　　　　　　　　　・胸高で直径4インチ以下の未熟な樹木と他の樹木性の植生の必要とされる除去は、他の適切な資源
機関との相談　　　　　　　　　　機関との相談で実施される

· この大きさを超える樹木と他の樹木性の植生(堤防の完全性に受け入れられない脅威を提示しないもの)は､堤防において､それらの通常の一生を超えて生育する可能性がある、及び

· それらの一生に亘り、それらの枯死の後に、これらの樹木と他の樹木性の植生は、定期的に評価され、堤防の完全性に受け入れられない脅威を提示することが見出されたら、除去されるであろう。
[image: image7.emf]
Figure 7-4. Vegetation Management for Levees with a Long Waterside Slope
図7-4　長い水側の斜面を持つ堤防についての植生管理

　　　　　　　　　　　　　　　　　　長い水側の斜面

地面上5インチに刈り込まれ間引かれた樹木に加えた、可視性と、斜面と15フィート以下のアクセスのために、刈り込まれ、間引かれ、または、除去されたブッシュと雑草
　　天端から斜面長20フィート: 地面上5インチに刈り込まれ間引かれた樹木に加えた、可視性とアクセスのために、刈り込まれ、間引かれ、または、除去されたブッシュと雑草

　グランドカバー≦高さ12インチ　　　　　　　　　　　　グランドカバー≦高さ12インチ
　　　　　　　　　　　　　　　　　天端をクリヤーにする

　　　　　　　　　　　　　　　巡視道路　　　　　堤防の天端から20フィート以上について全ての植生がOK

　　　　　　　　　　　植生管理ゾーン

　15フィートまたは地役権がそれ以下であればそれ以下

　　　　　　　　堤防法尻
　　　　　　この地点を越えた所では全ての植生がOK

[image: image8.emf]
Figure 7-5. Vegetation Management for Levees with a Landside Berm
図7-5　陸側の側帯を持つ堤防についての植生管理

　　　　　　　　　　　　　　　　　堤内側の側帯
　　　　　　　　　　　　投影された2:1の斜面
[image: image9.emf]
Figure 7-6. Vegetation Management for Levees with a Short Waterside Slope
図7-6　短い水側の斜面を持つ堤防についての植生管理

　　　　　　　　　　　　　　　短い水側の斜面

　　　　　　　　　　　　　　　　　　20フィートを超えたところは全ての植生がOK
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　側帯
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　河岸
[image: image10.emf]
Figure 7-7. Vegetation Management for Levees with a Short Waterside Slope above the Water Surface Elevation that Frequently Submerges the Lower Waterside Slope
図7-7　下部の水側の斜面が頻繁に水没する水面標高以上の短い水側の斜面を持つ堤防についての植生管理

　　　　　　　　　　　　　　　短い水没しない水側の斜面

　　　　このゾーンが堤防天端の５フィート以内でなければ、全ての植生が、長期的な樹木の確立を防止するために充分な頻度で発生する水面の5フィート以内はOK　　　

7.17 Wind Setup and Wave Runup 
7.17　風のセットアップと波のランナップ
Wind wave analysis is required, as noted elsewhere in these criteria. The wind setup and wave runup distances must be computed and added to the median 200-year still water surface elevation to determine the required elevation of the physical top of levee or floodwall. The setup and runup also must be computed and considered for analysis of erosion and overtopping impacts. 
これらの基準にける他の場所で言及されるように、風と波の分析は必要とされている。風のセットアップと波のランナップの高さは、堤防または洪水壁の物質的な天端の必要とされている標高を決定するために計算されて、200年の静水面の水面標高の中央値に追加されなければならない。セットアップとランナップは、また浸食の分析のために計算され、浸食と越水の分析が考慮されなければならない。

While the civil engineer has discretion in selection of the method to use, guidance for computing setup and runup distances is provided in the Corps’ Coastal Engineering Manual, the Corps’ Shore Protection Manual, and EC 1110-2-6067. Other guidance is provided in FEMA (2008), FEMA (2005), and EurOtop (2007). 
使う方法の選択においては、土木技術者が裁量を持っているが、セットアップとランナップの高さを計算するためのガイダンスは、工兵隊のCoastal Engineering Manual(海岸工学マニュアル),工兵隊の Shore Protection Manual(海岸防御マニュアル)、及びEC 1110-2-6067で提供されている。他のガイダンスは、FEMA(2008年)、FEMA(2005年)、およびEurOtop (2007年)で提供される。

The setup and runup computations require specification of potential wind speed and direction, fetch length, and water depth along the fetch. Standard practice should be followed to determine fetch length and water depths for the computations, consistent with the references cited above. 
セットアップとランナップの計算は、可能性のある風速と風向、フェッチ距離、及びフェッチに沿った水深の特定を必要としている。標準的な実行方法は、上で引用された参照と一致している計算のためのフェッチ距離と水深を決定するように従われるのがいい。

The wind speed to be used for setup and runup computations is based on design practice for bank protection on the Sacramento River. The wind speed to be used is that which has a 50 percent probability of not being exceeded in any 50-year design period. This criterion yields a design wind speed with a return period of 72.6 years, or annual probability of 0.0138. This design wind speed should be used for design of levees covered by the criteria in this document. Per Corps guidance, a limited amount of levee overtopping can be allowed without armoring, depending on levee geometry, soil conditions, and ground cover; typically ranging between 0.01 cubic feet per second per foot (cfs/ft) and 0.1 cfs/ft.
セットアップとランナップの計算のために使われる風速は、サクラメント川の上の堤防防御のための設計実行方法に基づく。使われる風速は、どのような50年の設計期間にも、非超過の50パーセントの確率を持っているものである。この基準は、72.6年の再起期間、または0.0138の年間確率を持つ設計風速を生成する。この設計風速は、この文書の中の標準によってカバーされた堤防の設計のために使われるのがいい。工兵隊のガイダンスによって、限定された量の堤防越水は、堤防の形態、土壌条件、地面のカバーに依存して、armoring(被覆)なしで許され得る；一般的に、1フィート当たり毎秒0.01立法フィート(cfs/ft)から0.1のcfs/ft.の範囲である。
To estimate the maximum wave runup for setting the elevation of the physical top of the levee or floodwall, a design wind speed duration of less than one hour should be used, consistent with historical bank protection design. 
堤防または洪水壁の物質的な天端の標高を設定するための最大の波ランナップを評価するために、歴史的な河岸防御設計と一致して、1時間未満の設計風速の期間が使われるのがいい。

For setup and runup computations for erosion protection design, and particularly for estimating median stone weight for armoring a levee, the duration of the wind should be the shortest length of time that would yield significant levee erosion; four and six hour durations have been used previously by the Corps along the Sacramento River. 
浸食防御の設計のための、そして特に、堤防を被覆するためにの石重量の中央値を評価するためのセットアップとランナップの計算のために、風の期間は、顕著な堤防の浸食を生成するであろう最も短い時間であるのがいい；4と6時間の期間が、サクラメント川に沿って、工兵隊によって以前に使われている。

In performing these computations, the civil engineer should consider the duration of the hydrograph and that this method is based on open water and can result in excessive wave heights for riverine environments. Civil engineers should use caution in specifying excessive freeboard for wave runup until further research is performed. Based on the long history of performance of the Sacramento River Flood Control Project, six feet of freeboard should be considered sufficient except in unusual circumstances. 
これらの計算を実行することにおいて、土木技術者はハイドログラフの期間と、この方法が開水面に基づいていて、川の環境について過度な波高を結果として生じ得ることを、考慮するのがいい。さらなる研究が実行されるまで、土木技術者は波ランナップのために、余分な余裕高の指定において用心をするのがいい。サクラメント川洪水防御プロジェクトの実施の長い歴史に基づいて、6フィートの余裕高は、異常な状況を除いて十分と見なされるのがいい。
7.18 Security 
7.18　セキュリティ
A security plan is required to protect urban and urbanizing area levee systems (including closure structures and other appurtenances) from acts of terrorism and other malicious or negligent acts. The security plan is to identify security personnel, responsibilities, resources, and measures. The security plan should be made available to qualified personnel within and outside of the levee maintaining agency. Security measures should be increased for frequently-loaded levees and floodwalls, elevated threat periods, and during high water on intermittently-loaded levees and floodwalls. In developing the security plan, the agency/agencies responsible for levee maintenance must consider and prioritize vulnerabilities and employ an array of security measures from four basic categories to address vulnerabilities: 

• Networked detection 

• Deterrence 

• Physical security 

• Intrusion interdiction during high threat periods 

セキュリティ計画は、都市域と都市化している地域の堤防システム(閉鎖構造物と他の付属施設を含む)を、テロと他の悪意の、または、過失の行為から防御するために必要とされている。セキュリティ計画は、保安要員、責任、資源、および手段を識別することである。セキュリティ計画は、堤防の維持管理機関の内と外での有資格者に利用可能にされるべきである。セキュリティ対策は、頻繁に水荷重を受ける堤防と洪水壁、高まった脅威期間、及び間欠的に水荷重を受ける堤防と洪水壁の高水の間に増大するべきである。セキュリティ計画の策定において、堤防の維持管理に責任のある機関/機関群は、弱点を考慮し優先度を付け、弱点に対処するために4つの基本的なカテゴリーを持つセキュリティ対策の配列を採用しなければならない：

o ネットワーク化された検出

o 抑止

o 物理的セキュリティ

o 高い脅威の期間の間の侵入禁止

Some security measures, such as signs and access controls, fall into several of these categories. 
標識とアクセス制御などのいくつかのセキュリティ対策は、これらのカテゴリーのいくらかに分かれている。

Each levee maintaining agency must appoint a security director who will manage the security planning efforts and establish a chain of command for emergency operations. The security director will be responsible for an annual review and update of the security plan.
堤防の維持管理の各機関は、セキュリティ計画策定作業を管理するであろうセキュリティディレクターを任命し、緊急事態操作のための指揮系統を確立しなければならない。セキュリティディレクターはセキュリティ計画の毎年の見直しとアップデートに責任があるであろう。

7.18.1 Networked Detection 
7.18.1　ネットワーク化された検出

Networked detection provides for monitoring and reporting of security information between the levee maintaining agencies and the Intelligence Community, comprised of multiple federal, state, and local agencies. Detection measures should include, but not be limited to, improved personnel and public awareness, suspicious activity reporting, and integration with the existing Terrorism Liaison Officer (TLO) program. 
ネットワーク化された検出は、複数の連邦、州、およびローカルの機関から成っている堤防の維持管理機関と情報機関関係者らの間でのセキュリティ情報の監視と報告を提供する。検出手段は、改善された個人と公衆の認識、疑わしい行為の報告、及び既存のTerrorism Liaison Officer (TLO)(テロリズム連絡官)のプログラムとの統合を含むのがいいが、これに限定されない。

Reporting from the networked detection system should be through the National Suspicious Activity Reporting System (SARs) and fed into the Intelligence Community through the local Fusion Center for analysis. This network establishes the baseline awareness level for periods of normal threat. 
ネットワーク化された検出システムからの報告は、National Suspicious Activity Reporting System (SARs)(全国疑惑行為報告システム)を通し、分析のためにローカルのFusion Center(連携センター)を通じて情報機関関係者らに供給されるのがいい。このネットワークは正常な脅威の期間の間に、基本的な意識喚起を設立する。

The levee maintaining agency should establish a coordinated network partnership consisting of the public and community entities or citizens, who have access to the levee, to report suspicious activity/intrusions to the appropriate authorities. One way to achieve this is through a Neighborhood Watch or See Something, Say Something program through the TLO network to enhance community awareness and focus reporting of suspicious behaviors. 
堤防の維持管理機関は、疑わしい行為/侵入を適切な機関に報告するために、堤防にアクセスできる、公衆とコミュニティの主体、または市民から成る、共同化されたネットワークの連携を設立するのがいい。このことを達成する一つの方法は、コミュニティの自覚を強化し、疑わしい行動の報告に焦点を合わせる、TLOネットワークによる、Neighborhood Watch or See Something, Say Somethingプログラムによるものである。

The levee maintaining agency should provide for security training and awareness of its personnel through participation in InfraGard and Cal-EMA’s Homeland Security Information Network – Critical Sectors (HSIN-CS). 
堤防の維持管理機関はInfraGard and Cal-EMA’s Homeland Security Information Network – Critical Sectors (HSIN-CS)への参加を通してその職員のセキュリティ訓練と自覚を提供するのがいい。
7.18.2 Deterrence 
7.18.2　抑止

The deterrence program should consist of appropriate visible security measures such as gates, physical presence such as increased flood watch patrols during high water, and access control to the degree possible. Aspects of the following physical security program serve as deterrence aids as well. 
抑止プログラムは、ゲートなどの適切な可視性のセキュリティ対策、高水の間の増加した洪水監視パトロールなどの物質的な存在、および可能な程度へのアクセス制御から成るのがいい。以下の物理的セキュリティプログラムの面は同様に抑止の援助として役立つ。

The levee maintaining agency should create an atmosphere of vigilance and security that hinders surveillance efforts and inhibits/delays intrusion efforts and maximizes potential for security and law enforcement intervention. 
堤防の維持管理機関は、監視努力を妨げる用心とセキュリティの雰囲気を作成し、侵入成果の抑制/延期し、セキュリティと法の執行介入のために可能性を最大化するのがいい。

Signs that prohibit vehicles should be placed at all gated accesses and at regular intervals on the levee to aid law enforcement efforts and clarify intent of vehicles found there. Regular intervals should be considered for the signs to be within eyesight of each other, or every quarter mile where vision is obscured. Neighborhood Watch type signs should also be considered at gated access points. 
乗り物を禁止する標識は、法の執行努力を援助し、そこで見つかった乗り物の意思を明確化するためにすべてのゲートを持つアクセスにと、堤防の等間隔の上で置かれるべきである。等間隔は、標識が、互いの視界ごと、または、視覚が覆い隠される0.25マイル毎にあると考えられるのがいい。Neighborhood Watchタイプの標識はまた、ゲートでコントロールされたアクセス・ポイントで考慮されるのがいい。

Gated access points should be lighted and protected by locks that are shielded from bolt cutters.
ゲートでコントロールされたアクセス・ポイントは、灯りをつけられ、ボルトカッターから保護されるロックによって保護されるのがいい。

7.18.3 Physical Security 
7.18.3　物理的なセキュリティ
Physical Security is divided between deterrence (discussed above), access control, intrusion detection, and levee performance alerting mechanisms. 
物理的セキュリティは、抑止(上で議論される)、アクセス制御、侵入検出、及び堤防機能の警報システムに、分類される。

Access Control 
アクセス制御

The levee maintaining agency should implement access control measures to stop, inhibit or delay access by unauthorized persons. One goal of physical security is to force intruders who enter restricted areas to do so by knowingly unauthorized means. 
堤防の維持管理機関は、無許可の人によるアクセスを、止めるか、抑制するか、または、遅らせるアクセス制御手段を実施するのがいい。物理的セキュリティの1つの目標は、故意に無許可の方法によってそうすることを、立入禁止区域に入る侵入者に強制することである。

The levee maintaining agency should consider an upgrade for all gates at roadway access points to K4 impact rating and install shielded lock mechanisms that prevent cutting the lock with bolt cutters. Gates should completely block vehicle access or be supplemented by K-rails, cables or bollards. Automated gates can deter unauthorized access and facilitate quick access by authorized patrols. 
堤防の維持管理機関は、K4インパクト格付けに対し、車道アクセス・ポイントでのすべてのゲートのためにアップグレードを考慮し、ボルトカッターによってロックを切るのを防止する保護されたロックメカニズムを設置するのがいい。ゲートは、完全に乗り物アクセスを妨げるか、Kレール、ケーブル、または繋船柱によって補われるのがいい。自動化されたゲートは、不正アクセスを阻止し、認可されたパトロールによる迅速なアクセスを容易にすることができる。

Security measures related to levee penetrations and closure structures should be considered. Pump houses, pipes, culverts, and flood gates should all have signage, grates, locks, and alarms if needed and applicable. 
堤防の貫通構造物と閉鎖構造物と関連したセキュリティ対策は考慮されるのがいい。必要で、適用可能ならば、ポンプハウス、パイプ、カルバート、および水門は、すべて表示、火格子、ロック、およびアラームを持つのがいい。

Sensor systems should be considered for detecting problems, remotely if practical. Such systems may include pressure sensors, motion sensors, disturbance detection cables, and water flow detectors such as water level gages and piezometers. 
遠隔的に実用的ならば、センサーシステムは、問題を検出するために考慮されるのがいい。そのようなシステムは、圧力センサー、モーションセンサー、妨害検出ケーブル、および水位ゲージとピエゾメーターなどの流水検知装置を含む可能性がある。

Intrusion Detection 
侵入の検出

In order to enhance the ability to detect unauthorized intrusion, the levee maintaining agency should consider using security systems such as cameras, motion detectors, and alarms at critical nodes, especially during high water or periods of increased threat. 
無許可の侵入を検出する能力を高めるために、堤防の維持管理機関は、特に、高水の間または増大した脅威の期間に、カメラ、動作検出器、およびクリティカルノードでのアラームなどのセキュリティシステムを使うことを考慮するのがいい。
The levee maintaining agency should develop and implement high water levee patrolling protocols that provide for the safety of patrollers if an unauthorized intrusion is underway and that emphasize detection of vehicular trespass. 
堤防の維持管理機関は、無許可の侵入が実行中ならば巡視人の安全を提供し、車両の不法侵入の検出を強調する、高水時の堤防巡回のプロトコルを策定して実施するのがいい。

Levee Performance 
堤防の機能

In addition to the measures above, alerting mechanisms that indicate a potential performance problem should be considered. These include sensors that detect levee movement, water pressure, water elevation, and water flow. 
上記の手段に加えて、可能性のある機能的な問題を示す警報メカニズムは考慮されるのがいい。これらは、堤防の動き、水圧、水面標高、および水流を検出するセンサーを含む。

Consideration should be given to remote monitoring at the levee maintaining agency’s office of as many of these systems as possible. 
考慮は、可能な限りのこれらのシステムを多く、堤防の維持管理機関のオフィスにおいて、遠隔監視に払われるのがいい。

7.18.4 Intrusion Interdiction 
7.18.4　侵入禁止
Interdiction capabilities are determined by the preparedness and willingness of the local first responders. The goal is to facilitate awareness of and investment in swift response to reported intrusions during high water or increased threat periods.
禁止機能は、ローカルの最初の対応者の準備と自発性によって決定される。目標は、高水時または高まった脅威の期間において、自覚と、報告された侵入への迅速な対応への調査を容易にすることである。

Planning efforts should be considered, such as participating in or hosting a security seminar, workshop, and tabletop exercise with local agencies to familiarize, update and validate the security and evacuation plans related to levee security and breaches. The California Emergency Management Agency Exercise Division should be contacted for support in these efforts. 
計画策定作業は、堤防のセキュリティと決壊と関連したセキュリティと避難の計画に、習熟させ、アプデートし、及び有効化するために、セキュリティセミナー、ワークショップ、及び習熟させるためのローカルの機関との机上訓練への参加、または、主催のようなものが、考慮されるのがいい。California Emergency Management Agency Exercise Division(カリフォルニア緊急事態管理庁の演習部)は、これらの努力におけるサポートのために連絡されるのがいい。
7.18.5 Resources 
7.18.5　情報源

Resources include: 

• For Contacting the Fusion Center / TLO network: https://www.sacrttac.org 
• For contacting InfraGard: http://www.infragard.net 
• For training and exercise assistance (California Emergency Management Agency): http://www.calema.ca.gov 
• For reports on Critical Infrastructure Protection (Department of Homeland Security): http://www.dhs.gov/files/publications/counterterrorism.shtm 
• For hundreds of free training courses on incident management (FEMA): http://www.fema.gov/prepared/train.shtm 
• General Terrorism Awareness Video “8 Signs of Terrorism”: http://www.azactic.gov/Video 
情報源は以下を含む：

o Fusion Center / TLOネットワークへの連絡について：https://www.sacrttac.org

o InfraGardへの連絡について：http://www.infragard.net

o 訓練と演習の援助について(カリフォルニア事故管理庁)：http://www.calema.ca.gov

o Critical Infrastructure Protection(重大なインフラストラクチャー防御)( Department of Homeland Security(国土安全保障省))についてのリポートについて：http://www.dhs.gov/files/publications/counterterrorism.shtm

o 事故管理についての数百の無料のトレーニングコースについて(FEMA)：http://www.fema.gov/prepared/train.shtm

o General Terrorism Awareness Video “8 Signs of Terrorism”(一般的なテロ意識喚起ビデオ「テロの8つの合図」：http://www.azactic.gov/Video

Documentation and discussions regarding these security measures may qualify for Freedom of Information Act exclusion under federal and State laws such as the Protected Critical Infrastructure Information (PCII). Any public discussion or documentation of the full range of security measures, or of specific security measures or vulnerabilities applicable for any given levee or floodwall system, will need to be managed in a manner that prevents unauthorized access to the information and maintains the integrity and effectiveness of the measures to the maximum extent possible. 
これらのセキュリティ対策についての文書と議論は、Protected Critical Infrastructure Information (PCII)(保護された重大なインフラストラクチャー情報)などの、連邦と州法の下でのFreedom of Information Act(情報自由法)の除外の資格を得る可能性がある。セキュリティ対策のまたはどのような与えられた堤防または洪水壁システムのためにでも適用可能な具体的なセキュリティ対策または弱点の完全な範囲のどのような公開の議論またはドキュメンテーションでも、情報への不正アクセスを防止し、可能な最大の範囲まで手段の完全性と有効性を維持している方法で管理される必要があるであろう。

7.19 Sea Level Rise 
7.19　海面上昇

The effects of sea level rise are to be estimated and addressed for the duration during which a finding that the urban level of protection exists may be valid. For example, if the effect of sea level rise on the levee or floodwall is estimated to be one inch on the DWSE during the duration in which a finding may be valid, then the levee or floodwall design must be for the DWSE that includes the inch of sea level rise. It is advisable to consider a range of estimates and prepare for future expansion and structural raises to address long-term sea level rise. The Ocean Protection Council adopted guidance on March 11, 2011 for sea level rise along California’s coast. The guidance is available at: 

http://www.opc.ca.gov/webmaster/ftp/pdf/docs/OPC_SeaLevelRise_Resolution_Adopted031111.pdf 
Corps guidance is provided in EC 1165-2-211, dated July 1, 2009. 
海水面上昇の影響は、都市のレベルの防御が存在しているという「確認」が有効である可能性がある間の期間について、見積もられ対処されることとする。例えば、堤防または洪水壁についての海水面上昇の影響が、「確認」が有効である可能性のある期間の間に、DWSEに1インチであると見積もられるならば、その時には、堤防または洪水壁の設計は、海水面上昇のインチ数を含むDWSEについてでなければならない。見積りの範囲を考慮し、長期的な海水面上昇に対処するために将来の拡張と構造物の嵩上げの準備をすることは賢明である。Ocean Protection Council(海洋防御協議会)は、カリフォルニアの沿岸に沿った海水面上昇について2011年3月11日にガイダンスを採択した。ガイダンスは次で入手可能である：

http://www.opc.ca.gov/webmaster/ftp/pdf/docs/OPC_SeaLevelRise_Resolution_Adopted031111.pdf 
工兵隊のガイダンスは、2009年7月1日の日付の、EC1165-2-211中で提供される。

7.20 Emergency Actions 
7.20　緊急事態行動
Although emergency actions, such as flood fighting, are expected to be employed as needed to prevent levee breaches and floodwall failures wherever feasible, they may not be relied upon for finding that the urban level of protection exists for an area. There are two exceptions: 

• Closure structures that meet the requirements contained in the “Floodwalls, Retaining Walls, and Closure Structures” section may be assumed effective and relied upon for performing as designed. 

• Flood relief structures such as culverts, gates, weirs, pumping plants, and levee relief cuts may be assumed effective and relied upon for performing as designed provided they have an approved plan in the operation and maintenance manual (and/or the flood safety plan) for the project. 
水防活動などの緊急行動が、実現可能などこでも、堤防決壊と洪水壁崩壊を防止するために必要であるとして採用されることを期待されているが、それらは、都市レベルの洪水防御が地域について存在しているとの「確認」がこれに依存してはならない。2つの例外がある：

o ｢Floodwalls, Retaining Walls, and Closure Structures(洪水壁、擁壁、および閉鎖構造物)｣のセクションの中に含まれている要件を満たしている閉鎖構造物は、設計されたように機能することに、効果的で依存されると仮定される可能性がある。

o カルバート、ゲート、堰、ポンプ場、及び堤防のrelief cuts (非常時の堤防開削)などの、洪水リリーフ構造物は、それらが、プロジェクトについての操作と維持管理マニュアル(および／または洪水安全計画)におけて是認された計画を持っているならば、効果的で、設計されたような機能に依存されると仮定される可能性がある。
7.20.1 Flood Relief Structures 
7.20.1　洪水リリーフ構造物

The following requirements apply for flood relief structures: 
以下の要件は洪水リリーフ構造物に適用する：

• The plan in the operation and maintenance manual (or flood safety plan) must have specified triggers, procedures, and responsible agencies. 
o 操作と維持管理マニュアル(または、洪水安全計画)における計画は、発動時点、手順、および責任機関を指定していなければならない。

• Such flood relief structures may only be used to reduce the extent and/or depth of flooding within the protected area in the event a levee breach or floodwall failure has occurred (e.g., an area may have some levees or floodwalls that provide the urban level of flood protection and other levees or floodwalls that do not – the levees or floodwalls that do not provide the urban level of flood protection must be assumed to breach, with an appropriately sized breach, during the 200-year flood and an opening structure may limit the extent and/or depth of flooding within the protected area). 
・そのような洪水リリーフ構造物は、堤防決壊または洪水壁崩壊が発生しているイベントにおいて、防御されている地域内の氾濫の範囲､及び/または､水深を軽減するためにだけ使われる可能性がある(例えば、ある地域は、都市レベルの洪水防御を提供する、いくらかの堤防または洪水壁と、そうでない他の堤防と洪水壁を持つ可能性がある－都市レベルの洪水防御を提供しない堤防または洪水壁は、200年の洪水の間に、適切な大きさの決壊で、決壊すると仮定されなければならず、開口部の構造物は、防御地域の中での氾濫の範囲、および／または水深を限定する可能性がある)。

• The plan must be found to be clearly feasible for all levee breaches and floodwall failure scenarios during which the plan would need to be executed. 

o 計画は、計画が実行される必要があるであろう、すべての堤防決壊と洪水壁崩壊のシナリオに、明確に実施可能であることを見出されなければならない。

• Pumping plants must be designed to operate up to the full depth of potential flooding and have a dependable backup power supply. 
oポンプ施設は、可能性のある浸水の完全な深さまで働き、信頼できるバックアップ動力を持つように設計されなければならない。

• In the case of levee relief cuts, the plan must also include location(s), dimensions, and equipment (with identification of reliable sources of the equipment in time of emergency) and may not rely on flood waters to aid in making the relief cut. 
o 堤防リリーフカットの場合に、計画はまた、位置、形態、および機器 (緊急事態の時の機器の信頼すべき提供源の識別に)を含まなければならず、リリーフカットの実施の助けに洪水流に依存することはできない。

• The plan must identify the hydraulic impacts of using the flood relief structure and specifically be approved as part of the finding that the urban level of flood protection exists. 
o 計画は、洪水リリーフ構造物を使うことの水理的影響を識別し、特に、都市レベルの洪水防御が存在しているという「確認」の一部として承認されなければならない。

• If such a plan is approved, it may be used to lower the ponded water surface in the flooded areas of the basin based on the hydraulic capacity of the flood relief structure(s) and the most severe levee breach or floodwall failure scenario that is reasonably expected. In the case of levee relief cuts, the ponded water surface may be no lower than the levee crown elevation (due to the higher uncertainty associated with this type of flood relief structure), except as additional capacity for relief is provided by other fixed flood relief structures, such as culverts. Without a flood relief structure in an approved plan, the assumed ponding depth must be the depth resulting from the most severe levee breach or floodwall failure scenario that is reasonably expected. If that depth would exceed the top of the levee or floodwall, weir flow over the top of the levee or floodwall is to be assumed. 
o そのような計画が承認されるならば、それは、洪水リリーフ構造物の水理的の能力と、合理的に予期されている最も厳しい堤防決壊または洪水壁崩壊シナリオに基づいて、流域の浸水した地域で、貯まった水の水位を下げるために使われる可能性がある。リリーフカットの場合には、貯まった水の水位は、リリーフのための追加的能力がカルバートなどの他の固定された洪水リリーフ構造物によって提供されている場合を除いて、水面は堤防の天端標高(このタイプの洪水リリーフ構造物と関連したより高い不確実性による)に比べ、より低くない可能性がある。承認された計画における洪水リリーフ構造物がない場合には、仮定された貯留の深さは、合理的に予期されている最も厳しい堤防決壊または洪水壁崩壊シナリオに起因している深さでなければならない。その深さが堤防または洪水壁の天端を越えるならば、堤防または洪水壁の天端の上の堰流れが仮定されることになっている。

7.20.2 Flood Safety Plan 
7.20.2　洪水安全計画

It is important that local maintaining agencies and communities understand the responsibilities of flood risk management within their jurisdictions. Emergency preparedness is an important part of an integrated flood risk safety framework. As such, each public agency with the responsibility for public safety for residents protected by levees and floodwalls must have a plan for planning and preparing for flood events and other natural or manmade incidents that could result in human casualties, property destruction, and economic losses. 　
ローカルの維持管理機関とコミュニティが、それらの管轄権の中で洪水リスク管理の責任を理解していることは重要である。緊急事態準備は、統合された洪水リスク安全フレームワークの重要な一部である。そのようなものとして、堤防と洪水壁によって防御された居住者のための公衆安全について責任がある各公的機関は、人の事故、資産の破壊、および経済的損失を結果として生じ得るであろう洪水イベント、他の自然のまたは人工の出来事のための計画策定と準備をすることについての計画を持たなければならない。

A Sample Flood Safety Plan which can be tailored for a particular location is available from DWR at: 
http://www.water.ca.gov/floodmgmt/hafoo/fob/rass/Sample_Flood_Safety_Plan/safetyplan.cfm Important components within this Plan include: 
特定の地点に合うように調整されることができる、洪水安全計画のサンプルは、次でDWRから入手可能である：

http://www.water.ca.gov/floodmgmt/hafoo/fob/rass/Sample_Flood_Safety_Plan/safetyplan.cfm
この計画の中の重要なコンポーネントは以下を含む：

• Organization and assignment of responsibilities 

• Direction, control, and coordination 

• Communications 

•Administration, finance, and logistics 

• Plan development and maintenance 

• Authorities and maintenance 

• Flood fight plan element 

• Floodwater removal element 

• Evacuation plan 

• Requirements for siting new essential services buildings 

• Levee patrol element 
o 組織と責任の割り当て

o指令、コントロール、および協働

o 情報交換

o管理、財政、およびロジスティクス

o 計画策定と維持

o 権限と維持

o 水防作業の計画要素

o 浸水排除の要素

o 避難計画

o 新しい必須のサービス建物のsiting (配置)のための要件

o堤防パトロール要素

7.21 Levee Design Criteria Summary
7.21　堤防設計の基準の要約 
Levee design criteria for the two design options are summarized in Tables 7-2 and 7-3, for intermittently-loaded and frequently-loaded levees, respectively:
2つの設計オプションについての堤防設計基準は、それぞれ間欠的に水荷重を受ける堤防と頻繁に水荷重を受ける堤防について表7-2と7-3にまとめられる：
Table 7-2. Levee Design Criteria Summary for Intermittently-Loaded Levees
表7-2　間欠的に水荷重を受ける堤防についての堤防設計基準の要約

[image: image11.emf]
	パラメータ 
	基準 

	DWSE (選択肢 1) 
	２００年のWSEの中央値 

	DWSE (選択肢 2) 
	90%の保証の200年のWSE 

	MTOL (選択肢 1) 
	200年のWSEの中央値＋次の高い方､(1) 3 feet､または(2) 風のセットアップと波のランナップの高さ

	MTOL (選択肢 2) 
	AまたはBの低い方,ここに: 
• A は､以下の高い方､ (1) 90%の保証の200年のWSE, (2)200年のWSE の中央値プラス3フィート､または､(3) 200年のWSE の中央値プラス風のセットアップと波のランナップの高さ

• Bは､以下の高い方､  (1) 95% の保証の200-年のWSE, (2) 200年のWSE の中央値プラス2フィート､または (3) 200年のWSE の中央値プラス風のセットアップと波のランナップの高さ

	HTOL (選択肢 1) 
	次の低い方 (1) 200年のWSEの中央値プラス3フィートまたは､ (2)500年のWSEの中央値 

	HTOL (選択肢 2) 
	A またはBの高い方, ここに: 

• Aは､次の低い方 (1) 200年のWSEの中央値プラス3フィート, (2) 500年のWSEの中央値, または､ (3) MTOL (選択肢 2) 

• Bは､ DWSE 

	浸透－堤防法尻における出口勾配
	DWSEについて 
	HTOL について

	
	γ ≥ 112 pcf 
	γ < 112 pcf 
	γ ≥ 112 pcf 
	γ < 112 pcf 

	
	i ≤ 0.5 
	FS ≥ 1.6 
	i ≤ 0.6 
	FS ≥ 1.3 

	浸透 –浸透側帯の法尻における出口勾配
	i ≤ 0.8 
	FS ≥ 1.0 
	<20% FS 
100フィート未満の側帯については減少 
	<10% FS 
100フィート未満の側帯については減少

	定常状態の斜面安定性
	FS ≥ 1.4 
	FS ≥ 1.2 

	地震の脆弱性 
	8週間以内に、10年のWSEプラス､3フィートの余裕高または風セットアップと波ランナップを超える高さ、について斜面と寸法を復旧する

	堤防の幾何学的形態 
	主要な流路での新築または拡張について､最低20フィート幅の天端､バイパスの堤防(4h:1Vの水側の斜面)を除き､全ての堤防について3h:1vの水側と陸側の斜面 

	注:この表の中の、200年のWSEの中央値､90パーセント保証の200年のWSE､及び95パーセント保証の200年のWSEは、より高い流量を生成する、可能性のある新しいアップデートされた水文学を考慮するために、適切に増加していくと仮定されている。

キー: 

選択肢 1は、FEMAのアプローチを用いている
選択肢 2は、工兵隊のアプローチを用いている

DWSE = 設計水面標高
FS = 安全係数 

HTOL = 堤防の水理的天端 

i = 出口勾配t 

pcf =立方フィート当たりのポンド 

MTOL =堤防の最低限の天端 

WSE = 水面標高 

γ = 土壌の単位体積重量


Table 7-3. Levee Design Criteria Summary for Frequently-Loaded Levees
表7-3　頻繁に水荷重を受ける堤防についての堤防設計基準の要約
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	Notes: 

These criteria are additions or exceptions to the criteria presented for intermittently-loaded levees. 

*Applies for the range of tidal fluctuation, not the DWSE 

Key: 

DWSE = design water surface elevation 

FS = factor of safety 

HTOL = hydraulic top of levee 


	パラメータ 
	基準

	
	DWSEについて
	HTOLについて

	定常状態の斜面安定性
	FS ≥ 1.5 
	FS ≥ 1.3 

	最低限の許容できる急速な水位低下時の斜面安定性 
	FS ≥ 1.2 

	頻繁で､大きな、潮汐の変動の急速な水位低下時の斜面安定性
	FS ≥ 1.4* 

	地震時の脆弱性 
	顕著な変形がない、通常は、1フィートの鉛直の沈下を伴った最大3フィートに限定される


注: 

これらの基準は、間欠的に水荷重を受ける堤防について示される基準の追加または例外である 

*DWSEではなく､潮汐の変動の範囲に適用される
キー: 

DWSE =設計水面標高
FS =安全係数 

HTOL = 堤防の水理的天端
8.0 Operation, Maintenance, Inspection, Monitoring, and Remediation of Poor Performance 
8.0　操作､維持管理､検査､モニタリング、及び貧弱な実行の修正
At a minimum, the following operation and maintenance related requirements apply: 

• The levee system must have an operation and maintenance manual consistent with Corps requirements (except as may be appropriate to deviate from those requirements to comply with the ULDC). 

• All facilities necessary for providing the urban level of flood protection must be operated and maintained by an identified public agency with the authority and resources to do so. Where the levee system has more than one agency with operation and maintenance responsibilities, they will need to coordinate the responsibilities. 

• Corps standard inspection requirements for project levees are applicable for all levees and floodwalls considered to provide the urban level of flood protection, including that a public agency (or agencies) routinely operates and maintains the levee system and inspects the entire levee system at least every 90 days and after every high water event. 

• Damage and maintenance inadequacies identified from inspections should be prioritized and addressed in a timely manner, not awaiting the periodic review process. 

• It is almost never practical or possible to completely know all of the engineering properties of levees and their foundations. Consequently, there will almost always be some degree of uncertainty that justifies both robust regular inspections and flood stage monitoring programs for levees and floodwalls protecting urban and urbanizing areas, with all of the attendant appurtenances and features. 

• The levee system must have a flood safety plan that meets the requirements described elsewhere in this document. 

• The levee system must have a levee security plan that meets the requirements described elsewhere in this document. 
最低限として、要件に関連した以下の操作、および維持管理が適用される：

o堤防システムは、工兵隊の要件と一致した(ULDCに従うために、それらの要件から逸脱することが適切である可能性があるような場合を除いて)操作と維持管理のマニュアルを持たなければならない。

o 都市レベルの洪水防御を提供するために必要なすべての施設は、そうするために権限と資源を持つって同定された公的機関によって、操作され維持管理されなければならない。堤防システムが操作と維持管理の責任を持つ複数の機関を持っている場合には、それらは、責任を共同する必要があるであろう。

o プロジェクト堤防についての工兵隊の標準の検査要件は、公的な機関(機関群)が、堤防システムを日常的に操作し維持管理し、少なくとも90日ごとと全ての高水イベントの後で、全堤防システムを検査することを含めて、都市レベルの水防御を提供すると考えられるすべての堤防と洪水壁について適用可能である。

o 検査によって識別された被害とメンテナンスの不十分さは、周期的なレビュープロセスを待たずに、適時のやり方で優先度を付けられて対処されるのがいい。

o 完全に堤防とそれらの基礎の工学特性のすべてを知ることはほとんど決して実用的でないか可能でない。その結果、すべての付随した附属施設と構造物と伴に、都市域と都市化している地域を防御している堤防と洪水壁のための、頑強な定期検査と洪水水位のモニタリングプログラムの両方の正当性を示す、ある程度の不確実性がほとんど常にあるであろう。

o 堤防システムは、この文書の中の他の場所で説明された要件を満たしている洪水安全計画を持たなければならない。

o 堤防システムは、この文書の中の他の場所で説明された要件を満たしている堤防セキュリティ計画を持たなければならない。

Other requirements, such as for a post-earthquake remediation plan or a levee relief cut plan, may also apply, depending on the situation.
地震後の復旧計画または堤防のリリーフカット計画のような、他の要件は、状況によって、また適用される可能性がある。
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Attachment 1 – Draft Procedures 
付録１－手続き案
Procedural criteria are being developed as part of the Criteria for Demonstrating Urban Level of Flood Protection, and are subject to change through that process. A current draft version tailored to levees and floodwalls is provided here for completeness and improved understanding of the preceding engineering criteria in the ULDC. Criteria for making a finding of adequate progress are not included herein. 
手続きの基準は、Criteria for Demonstrating Urban Level of Flood Protection(都市レベルの洪水防御を示すための基準)の一部として策定されていて、そのプロセスを通して変更される可能性がある。堤防と洪水壁に合うように調整された現在のドラフトバージョンは、ULDCにおける先行する工学的基準についての完全性と改善された理解のためにここに提供される。適正な進捗の見いを行うための基準はここに含まれない。

When the Criteria for Demonstrating Urban Level of Flood Protection is completed, its procedural criteria will provide the process by which a city or a county may make a finding that levees or floodwalls provide an urban level of flood protection from a particular source (or sources) of flooding and maintain the applicability of that finding. The finding may identify a specific area that receives protection from the particular source (or sources) of flooding. But all sources of flooding need to be addressed before making a finding that a specific area has an urban level of flood protection. 
都市レベルの洪水防御を示すための標準が完成する時に、その手続きの標準は、それによって、市または郡が、堤防または洪水壁が、特定の氾濫の源(または複数の源)からの、都市レベルの洪水防御を提供していることを「確認」、その「確認」の適応性を維持するというプロセスを提供するであろう。「確認」は、特定の洪水の源(または複数の源)から、防御を受けている特定の地域を識別する可能性がある。しかし、すべての洪水の源は、特定の地域が都市レベルの洪水防御を持っているという「確認」を行う前に対処される必要がある。
Procedure for Finding that Facilities Provide an Urban Level of Flood Protection 
施設が都市レベルの洪水防御を提供しているという「確認」のための手続き
Legislation passed in 2007 added provisions to the California Government Code that require certain cities or counties to make a finding that an urban level of flood protection (i.e., 200-year level of flood protection) exists for areas under consideration before making certain land use decisions (see California Government Code § 9602(i), 65865.5, 65962, 66474.5, and related sections for more information). These procedures define how a city or county may make a finding that levees, floodwalls, or adjacent high ground (i.e., where a levee ends and ties into high ground) provide an urban level of flood protection from a specific source (or sources) of flooding. The finding may identify a specific area that receives protection from the particular source (or sources) of flooding. The city and county may be required to consider other sources of flooding for the same area. The broader requirements for meeting the urban level of flood protection will be defined in the Criteria for Demonstrating Urban Level of Flood Protection. 
2007年に通過した立法は、一定の市と郡に、一定の土地利用の決定を行う前に、考慮の下の地域について、都市のレベルの洪水防御(すなわち､200年のレベルの洪水防御)が存在していることの「確認」を行うことを要求する条項を、California Government Code(カリフォルニア州政府基準)に追加した(詳細についてはCalifornia Government Code § 9602(i), 65865.5, 65962, 66474.5(カリフォルニア州政府基準§ 9602(i)、65865.5、65962、66474.5、および関連したセクションを参照)。これらの手続は、どのように、市または郡が、堤防、洪水壁、または隣接した高い地盤(すなわち、堤防が高い地盤に終わりこれと繋がる所)が、具体的な氾濫の源(または複数の源)からの都市レベルの洪水防御を提供しているという、「確認」を行うかについて定義している。「確認」は、特定の氾濫の源(または複数の源)から防御を受ける具体的な地域を識別するであろう。市と郡は、同じ地域についての氾濫の他の源を考慮することを要求されるであろう。都市レベルの洪水防御に合致させるためのより広い要件は、Demonstrating Urban Level of Flood Protection(都市レベルの洪水防御の証明)の基準において定義されるであろう。

The city or county’s finding must be based on substantial evidence in the record as described below. Any such finding shall be valid for a period of up to 20 years, based upon the following considerations: 
市または郡の「確認」は、下で説明されるように、記録の中の実質的な証拠に基づかなければならない。そのような「確認」の全ては、以下の考慮に基づいて、最高20年までの間有効であることとする：

• The need for cities and counties to have a degree of certainty in planning for development in the area protected by the levee or floodwall. 

• The need to provide continued public safety by periodically reevaluating levee systems in light of changing engineering standards and practice, changing hydrology, sea level rise, climate change, physical changes in the system, and levee system performance. 
o 堤防または洪水壁によって防御された地域における開発の計画策定において、市と郡が、確度を持つ必要性。

o変更される工学的標準と実施方法、変化する水文、海水面上昇、気候変化、システムの物理的変化、及び堤防システムの機能を考慮して、堤防システムを周期的に再評価することによる、継続的な公衆安全を提供する必要性。

After 20 years without a new or renewed finding that the levees, floodwalls, or adjacent high ground provide an urban level of flood protection from a particular source (or sources) of flooding, the finding is deemed expired and the urban level of flood protection no longer established. A new or renewed finding may be made at any time prior to or after expiration of an earlier finding, following the standard for substantial evidence in the record. The new or renewed finding would establish a new time period of up to 20 years during which the levees, floodwalls, or adjacent high ground are deemed to provide an urban level of flood protection from a particular source (or sources) of flooding, provided that the facilities continue to be well maintained and repaired if damaged, in compliance with periodic review requirements as described below. This procedure provides cities and counties the opportunity to identify and time to rectify any inadequacies well in advance of the finding’s expiration date. 
堤防、洪水壁、または隣接した高い地盤が、特定の氾濫の源(または複数の源)からの都市レベルの洪水防御を提供するという、新しいか、または、更新された「確認」のない20年の後に、「確認」は期限切れであり都市レベルの洪水防御はもう確立していないと考えられる。新しいか、または、更新された「確認」は、記録の中で実質的証拠についての標準に従って、以前の「確認」の以前または期限切れ後に、いつでも行われるであろう。新しいか、または、更新された「確認」は、堤防、洪水壁、または隣接した高い地盤が、下で説明される周期的なレビュー要件を遵守して、施設が、うまく維持管理され、被災した場合には修理され続けていることを前提として、堤防､洪水壁、または他の隣接の高い地盤が、氾濫の特定の源(または複数の源)からの都市レベルの洪水防御を提供すると見なされている20年までの新しい期間の周期を設定するであろう。この手続は、市と郡に、「確認」の期限切れの日付に充分先行して、全ての不十分な点を識別する機会とこれを修正する時間を提供する。

Substantial Evidence in the Record 
記録における実質的な証拠
Substantial evidence in the record must include all of the following: 
記録における実質的証拠は以下のすべてを含まなければならない：

• An initial draft report prepared by a civil engineer determining that the levees floodwalls, or adjacent high ground provide an urban level of flood protection from a particular source (or sources) of flooding, based on the criteria contained in this document. The determination may identify a specific area that receives protection from the particular source (or sources) of flooding. The initial draft report must provide the following information as evidence that the levees, floodwalls, or adjacent high ground provide an urban level of flood protection:
o 堤防洪水壁または隣接した高い地盤が、この文書の中に含まれている基準に基づいて、氾濫の特定の源(または複数の源)からの、都市レベルの洪水防御を提供することという、土木技術者によって準備された当初の案。決定は、特定の氾濫の源(または複数の源)から、防御を受ける特定の地域を識別する可能性を持っている。当初の案は、堤防、洪水壁、または隣接した高い地盤が都市レベルの洪水防御を提供するという証拠として以下の情報を提供しなければならない：

- A list of the flood management facilities, including, but not limited to, facilities of the State Plan of Flood Control, that are providing the flood protection 

- The locations of the flood management facilities 

- The entities which operate and maintain the flood management facilities 

- An evaluation of the funding available to each entity that maintains the flood management facilities and a determination that the funding is secure and sufficient for maintaining an urban level of flood protection for the duration of the finding 

- 洪水防御を提供しているState Plan of Flood Control(洪水防御の州の計画)の施設を含むが、これに限定されない、洪水管理施設のリスト

- 洪水管理施設の位置

- 洪水管理施設を操作し維持管理している主体
- 洪水管理施設を維持管理している各主体が予算付けが可能であるとの「確認」の評価と、予算付けが「確認」の期間中の都市レベルの洪水防御を維持管理することに十分であるという決定

- A list of, and consideration of, reports, evaluations, and performance history of the flood management facilities since the previous finding, if any, was made. 
- ある時には、以前の「確認」以来の、洪水管理施設の、レポート、評価、および機能の歴史のリストと考慮。

• A peer review report by an independent expert panel (as described below) that considers the civil engineer’s initial draft report and determines whether the levees, floodwalls, or adjacent high ground provide an urban level of flood protection from the particular source (or sources) of flooding. If the civil engineer’s initial draft report identified a specific area that receives protection from the particular source (or sources) of flooding, the peer review report must also determine whether the specific area is appropriate. If the panel does not concur that the levees, floodwalls, or adjacent high ground provide an urban level of flood protection, and that the specific area (if identified by the civil engineer) is appropriate, the peer review report must state the reason(s) for not concurring. 
o 土木技術者の当初の案を考慮し、堤防、洪水壁、または隣接した高い地盤が、特定の氾濫の源(または複数の源)からの都市レベルの洪水防御を提供するかどうかを決定する、独立的な専門家のパネル(下で説明されるような)によるピア・レビュー・リポート。土木技術者の当初の案が、特定の氾濫の源(または複数の源)から、防御を受ける特定の地域を識別しているならば、ピア・レビュー・リポートは、また、特定の地域が適切であるかどうかを決定しなければならない。パネルが、堤防、洪水壁、または隣接した高い地盤が都市レベルの洪水防御を提供し、特定地域(土木技術者によって識別されているならば)が適切であることに合意しないならば、ピア・レビュー・リポートは、合意しないための理由を述べなければならない。

• An updated draft report by the civil engineer that responds to comments in the peer review report. This updated draft report and the peer review report must be available for a minimum of 30 calendar days for public comment after a public notice is given detailing the availability of the reports. Comments on the engineer’s updated draft report and the peer review report must be requested from DWR and the Board (if any of the levees, floodwalls, or specific area under consideration is in the Board’s jurisdictional area). 
o ピア・レビュー・リポートの中のコメントに対応する土木技術者によるアップデートされた案。このアップデートされた案とピア・レビュー・リポートは、公報が、リポートの入手可能性を詳説して与えられた後に、公的なコメントのために最小限30の暦日で入手可能でなければならない。技術者のアップデートされた案とピア・レビュー・リポートについてのコメントは、DWRとボード(考慮の下の、堤防、洪水壁、または特定の地域のいくつかがボードの管轄権の地域にあるならば)から要請されなければならない。

• A final report by the civil engineer that includes the engineer’s responses to comments from the public, public agencies, and the independent expert panel. If the independent expert panel did not concur that the levees, floodwalls, or adjacent high ground provide an urban level of flood protection from the particular source (or sources) of flooding (for a specific area, if so identified by the civil engineer), the final report by the civil engineer must address the panel’s determination and reason(s). In order to serve as substantial evidence that the levee or floodwall provides an urban level of flood protection, the final report must determine that the levees, floodwalls, or adjacent high ground provide an urban level of flood protection from the particular source (or sources) of flooding, in spite of the conclusions drawn in the peer review report. The civil engineer’s determination may identify a specific area that receives protection from the particular source (or sources) of flooding. 
o 一般大衆、公的機関、および独立的な専門家のパネルからのコメントへの技術者の対応を含む土木技術者による最終報告。独立的な専門家のパネルが、堤防、洪水壁、または隣接した高い地盤が、氾濫の(土木技術者によってそのように識別されるならば特定地域について)特定の源(または複数の源)からの都市レベルの洪水防御を提供することに合意していなかったならば、土木技術者による最終報告はパネルの決定と理由に対処しなければならない。堤防または洪水壁が都市レベルの洪水防御を提供するという実質的証拠として役立たせるために、最終報告は、ピア・レビュー・リポートの中で引き出された結論にもかかわらず、堤防、洪水壁、または隣接した高い地盤が、特定の氾濫する源(または複数の源)からの都市レベルの洪水防御を提供することを決定しなければならない。土木技術者の決定は、特定の氾濫する源(または複数の源)から、防御を受ける特定地域を識別するであろう。

• If the peer review report did not concur that the levees, floodwalls, or adjacent high ground provide an urban level of flood protection from the particular source (or sources) of flooding, a letter from the independent expert panel to the city or county stating whether the independent expert panel concurs with the determination made in the civil engineer’s final report that the levees, floodwalls, or adjacent high ground provide an urban level of flood protection from the particular source (or sources) of flooding. If the civil engineer’s final report also determined that a specific area receives protection from the particular source (or sources) of flooding, the panel’s letter needs to state whether the panel concurs with the civil engineer’s determination. 
o ピア・レビュー・リポートが、堤防、洪水壁、または隣接した高い地盤が、特定の氾濫する源(または複数の源)からの都市レベルの洪水防御を提供することに合意していなかったならば、堤防、洪水壁、または隣接した高い地盤が、特定の氾濫の源(または複数の源)から都市レベルの洪水防御を提供しているという土木技術者の最終報告の中でなされた決定に、独立的な専門家のパネルが合意しているかどうかを述べている、独立的な専門家のパネルからの市または郡への通知書。土木技術者の最終報告がまた、特定の氾濫の源(または複数の源)から、特定地域が防御を受けていると決めたならば、パネルの通知書は、パネルが土木技術者の決定に合意しているかどうかを述べる必要がある。

In order to make a finding, cities and counties shall review the information provided by the civil engineer and independent expert panel to determine that there is substantial evidence that the levees, floodwalls, or adjacent high ground provide an urban level of flood protection from the particular source (or sources) of flooding. If the civil engineer determined that a specific area receives protection from the particular source (or sources) of flooding, a city or county may make a finding for that specific area when all sources of flooding for that area have been addressed. The civil engineer’s final report is valid for up to one year for the purpose of making a finding. 
「確認」を行うために、市と郡は、堤防、洪水壁、または隣接した高い地盤が、特定の氾濫する源(または複数の源)からの都市レベルの洪水防御を提供するという実質的証拠があることにするために土木技術者と独立的な専門家のパネルによって提供された情報をレビューすることとする。土木技術者が、特定の氾濫の源(または複数の源)から、特定地域が防御を受けると決めたならば、その地域について氾濫のすべての源が対処されている時に、市または郡はその特定地域のために「確認」を行う可能性を持っている。土木技術者の最終報告は、「確認」を成すために最高1年までについて有効である。

After making a finding, the city or county should make it publicly available by posting the finding, along with the substantial evidence in the record upon which the finding was based, on the city’s or county’s website. The website posting should be maintained until the finding has been renewed, and updated when the finding is renewed. 
「確認」を行った後に、市または郡は、市または郡のウェブサイトに、「確認」が基づいた記録の実質的証拠とともに、「確認」を発表することによってそれを公開で入手可能にするべきである。「確認」が更新される時に、「確認」が更新されてアップデートされるまで、ウェブサイト投稿は管理されるべきである。

Exceptions 
例外
Because it is infeasible to establish criteria that will be applicable to all situations, the following procedure can be used for authorizing exceptions from the criteria contained in the ULDC. Exceptions to the criteria must be clearly identified, described, and the justifications for their use detailed in the civil engineer’s reports. The independent expert panel must evaluate these exceptions in performing its peer review and specifically determine in its peer review report that the exceptions are warranted and that an urban level of flood protection is provided despite the exceptions. 
すべての状況に適用可能になるであろう基準を設定することが実施不可能なので、以下の手続は、ULDCに含まれている基準から例外を認可するために使われ得る。基準への例外は、明確に、識別され、説明され、土木技術者のリポートの中でそれらの使用について詳細に正当化されなければならない。独立的な専門家のパネルは、そのピア・レビューを実行することにおいてこれらの例外を評価し、特に、そのピア・レビュー・リポートの中で、例外が保証されて、都市レベルの洪水防御が例外にもかかわらず提供されていることを決定しなければならない。
In situations where it is unclear whether criteria are met or an exception is needed, upon request of the civil engineer or the independent expert panel, DWR may provide a written opinion indicating whether an exception is needed or advised. 
基準が満たされているかまたは例外が必要かどうかが不明確な状況において、土木技術者または独立的な専門家のパネルの要求で、DWRは、例外が必要であるか、または、推奨されるかどうかを示している意見書を提供することが出来る。

Periodic Review and Finding 
定期的なレビューと「確認」
The finding made based on substantial evidence in the record continues to be valid only as long as a periodic review by a civil engineer determines, and the city and/or county again find(s) within six months of the civil engineer’s determination, that (1) the levee system is being adequately operated and maintained, (2) the integrity of the levee and/or floodwall facilities has not degraded to the point that the levees or floodwalls no longer provide an urban level of flood protection from the particular source (or sources) of flooding for the specific area under consideration (if applicable), as defined at the time of the finding, and (3) no significant physical change has occurred. A significant physical change has occurred if something other than engineering criteria has changed and reduced the level of flood protection by more than 20 percent below the urban level of flood protection. Periodic reviews and findings must be completed at least every five years. Before the city or county makes a finding associated with the periodic review, the city and/or county must provide public notice and make the civil engineer’s determination and accompanying report available for agency and public comment for at least 30 days. The city and/or county must consider and address comments prior to making the finding. 
記録での実質的証拠に基づいた「確認」は、土木技術者による定期的なレビューが決定し、市、および／または、郡が、土木技術者の決定の6ヶ月以内に、以下の内容で再び「確認」行う限りだけ有効であり続ける、(1)堤防システムが適正に操作され維持管理されている、(2)堤防および／または洪水壁の機能の完全性が、堤防または洪水壁が、「確認」の時点で定義されたように、考慮下の特定の地域(適用可能ならば)についての氾濫の特定の源(または複数の源)から都市レベルの洪水防御をもはや提供しないというポイントに低下してない、及び(3)どのような重要な物質的な変化も起こらなかった。工学的基準以外の何かが、都市レベルの洪水防御の下の20パーセント以上によって洪水防御のレベルを変更し減らしたならば、重要な物質的な変化は起こっている。定期的なレビューと「確認」は少なくとも5年ごとに完遂されなければならない。市または郡が、定期的なレビューに関連した「確認」を行う前に、市および／または郡は、公報を提供し、土木技術者の決定と添付レポートを少なくとも30日の間、機関と公衆のコメントに利用可能にしなければならない。市および／または郡は、「確認」を行うことに先がけてコメントを考慮し対処しなければならない。

If damage has occurred, maintenance inadequacies have been identified, or a significant physical change has occurred since the finding was made, the civil engineer must determine whether the damage, maintenance inadequacies, or significant physical change have compromised the levee system and estimate the extent of compromise, as measured in terms of level of protection following the criteria in use at the time of the finding and assuming the criteria result in protection against the 1-in-200 annual chance flood (i.e., 200-year level of flood protection). Alternatively, the civil engineer may determine that it is too difficult or impractical to establish the extent to which the level of protection has been compromised and provide the reasons that it is too difficult or impractical. If the civil engineer has determined that the damage, maintenance inadequacies, or significant physical change compromise the ability of the levee system to provide an urban level of flood protection, the city or county may still find that the levee system is being adequately operated and maintained, and that the levee(s) or floodwall(s) continue to provide an urban level of flood protection from the particular source (or sources) of flooding, provided the city’s and/or county’s finding includes all of the following information: 
被害が発生ていて、維持管理の不十分さが識別されていて、または、「確認」が行われて以来顕著な物理的変化が起こっているならば、土木技術者は、被害､維持管理の不十分さ､または､顕著な物理的変化が、堤防システムを損なっているいるかどうかを決定し、「確認」の時に使われた基準に従い、200分の1の毎年の確率の洪水(すなわち、200年レベルの洪水防御)に対しての防御を結果としてもたらした基準を仮定して、防御のレベルをに関して測定されるように、損傷の範囲を評価しなければならない。その代わりに、土木技術者は、防御のレベルが損われている範囲を設定することが、難しすぎるか実際的でないことを決定し、それが難しすぎるか非現実的であるという理由を提供することかできる。土木技術者が、被害､維持管理の不十分さ､または､顕著な物理的な変化が、都市レベルの洪水防御を提供する堤防システムの能力を損ねていると決定したならば、市または郡は、堤防システムが適切に操作され維持管理されていることと、市の及び/または、郡の「確認」が、以下の情報のすべてを含んでいることを前提として、堤防または洪水壁が、特定の氾濫の源(または複数の源)から都市レベルの洪水防御を提供し続けていることを、それでも「確認」することができる：

• Nature and extent of the damage and/or maintenance inadequacies. 

• Plan, schedule, and cost estimate for remediating the damage and/or maintenance inadequacies. 

• Funding source(s) and amount(s) available for remediating the damage and/or maintenance inadequacies. 

• Any extraordinary measures that will be taken to address public safety while the damage or maintenance inadequacies remain. 

• Entity or entities responsible for performing the remediation or extraordinary measures, along with written concurrence from each entity as to its responsibilities. 

o 被害、および／または維持管理の不十分さの特性と範囲。

o 被害、および／または維持管理の不十分さを､修整することについての計画、スケジュール、お　　　　　　　　よびコスト見積。

o 被害、および／または維持管理の不十分さを、修整することに利用可能な予算財源と量。

o 被害または維持管理の不十分さが残っている間に、公衆安全に対処するために取られるであろうすべての特別の手段。

o 各主体からのその責任についての書面での合意とともに、改善または特別の方法の実行について責任のある、主体または複数の主体。

The plan and schedule must be responsive to the severity of the damage, maintenance inadequacies, or significant physical change and provide for rapid remediation of damage, maintenance inadequacies, or significant physical change that are temporarily resulting in a lower level of flood protection compared to the 200-year level of flood protection. If all of the identified damages, maintenance inadequacies, or significant physical changes cannot be remediated, or are not remediated, before completion of the next periodic review (i.e., within the next 5 years), the finding that the levee(s), floodwall(s), and any adjacent high ground provide an urban level of flood protection from the particular source (or sources) of flooding is deemed to have expired. 
計画とスケジュールは、被害、維持管理の不十分さ、または顕著な物質的な変化の、深刻さに対応し、洪水防御の200年のレベルに比べて一時的に洪水防御のより低いレベルを結果として生じている、被害、維持管理の不十分さ、または顕著な物質的な変化に備えなければならない。識別された被害、維持管理不十分さ、または顕著な物質的な変化のすべてが修正できないか、次の定期的なレビュー(すなわち次の5年以内)の実施の前に修正されないならば、堤防、洪水壁、およびすべての隣接した高い地盤が、特定の氾濫の源(または複数の源)からの都市レベルの洪水防御を提供するという「確認」は、期限切れになったと考えられる。

Independent Expert Panel 
独立的な専門家のパネル
An independent panel of experts is to perform an independent review in compliance with EC 1165-2-209 dated January 31, 2010, following the procedure for Type II Independent External Peer Review, to the extent applicable, with a minimum of three independent expert panelists: at least one panelist with expertise in hydrology and hydraulics, and at least two panelists with expertise in levee or floodwall design and construction, as appropriate for the project. If the independent expert panel will be reviewing a floodplain mapping study to identify the specific area that receives protection from the particular source (or sources) of flooding, at least one panelist must have expertise in floodplain mapping. If a previous finding exists, at least one of the panelists with expertise in levee or floodwall design and construction must not have served on the independent expert panel that prepared the report used for the most recent previous finding by the city and/or county that an urban level of flood protection exists for the levee system. The city or county should avoid creating a conflict of interest, or the appearance of a conflict of interest, by coordinating with other local agencies so as to avoid the situation where a single entity is contracting for the services of both the civil 
独立的な専門家のパネルは、適用可能な範囲まで、最小限3人の独立的な専門家のパネル員(プロジェクトに適切なように、最低限､水文学と水理学の専門知識を持つ1人のパネル員と、最低限、堤防または洪水壁の設計と施工の専門知識を持つ2人のパネル員)によって、Type II Independent External Peer Reviewの手続に従って、2010年1月31日付のEC1165-2-209を遵守して独立的なレビューを実行することになっている。独立的な専門家のパネルが、特定の氾濫の源(または複数の源)から、防御を受ける特定地域を識別するために氾濫原マッピング調査をレビューするならば、少なくとも1人のパネル員が氾濫原マッピングの専門知識を持たなければならない。前の「確認」が存在しているならば、堤防または洪水壁の設計と施工の専門知識を持つ討論者の少なくとも1人は、都市レベルの洪水防御が堤防システムのために存在しているという、最も最近の前の「確認」のために、市および／または郡によって使われた報告を準備した独立的な専門家のパネル員として勤めていてはならない。市または郡は、1つの主体が土木技術者と独立的な専門家のパネル員の両方のサービスのために契約している状況を避けるために、他のローカルの機関と調整することによって利害対立または利害対立の様相を作成するのを避けるのがいい。
